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（１）財・輸出の貿易開放度（名目GDPに占める輸出金額の割合）
　　①2009年 　　②時系列

我が国の貿易開放度は、財・サービス、輸出・輸入いずれも低水準

　財輸出の貿易開放度（％表示の対数） 　財輸出の貿易開放度（％表示の対数）

（備考）１．OECD. Statにより作成。
　　　　２． ②のグラフ中の点は、日本の位置。（　）内の数値はt値。
　　　　３．実質GDPはドルベース、貿易開放度は自国通貨ベースにより計算。

Log（実質GDP）Log（実質GDP）

（２）財・輸入の貿易開放度（名目GDPに占める輸出金額の割合）
　　①2009年 　　②時系列
　財輸入の貿易開放度（％表示の対数） 　財輸入の貿易開放度（％表示の対数）

Log（実質GDP）Log（実質GDP）

（３）サービス・輸出の貿易開放度（名目GDPに占める輸出金額の割合）
　　①2009年 　　②時系列
　サービス輸出の貿易開放度（％表示の対数） 　サービス輸出の貿易開放度（％表示の対数）

Log（実質GDP）Log（実質GDP）

（４）サービス・輸入の貿易開放度（名目GDPに占める輸出金額の割合）
　　①2009年 　　②時系列
　サービス輸入の貿易開放度（％表示の対数） 　サービス輸入の貿易開放度（％表示の対数）

Log（実質GDP）Log（実質GDP）
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付図２－１ 経済規模と貿易開放度（輸出、輸入別）の関係
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説明変数 係数 ｔ値 有意性 係数 ｔ値 有意性
定数項 ０．５８３ １６．６３ ＊＊＊ ０．６６２ １８．７８ ＊＊＊

年齢の２乗 ０．０００４５ ４０．８７ ＊＊＊ ０．０００４６ ３９．１４ ＊＊＊

年齢 －０．０３３ －２９．２２ ＊＊＊ －０．０３５ －２９．７７ ＊＊＊

男性ダミー ０．０５４ ７．４６ ＊＊＊ ０．０４４ ６．２３ ＊＊＊

三大都市圏（でない）ダミー ０．０２９ ６．３４ ＊＊＊ ０．００４ ０．７８
都道府県別平均雇用者
年間賃金（万円）（２００８年） －０．０００１８ －４．５１ ＊＊＊ －０．０００１３ －３．１７ ＊＊＊

世帯員数 ０．０２４ １３．７４ ＊＊＊ ０．０１８ １０．１７ ＊＊＊

持家ダミー ０．０２７ ５．１０ ＊＊＊ ０．０２０ ３．８０ ＊＊＊

貯蓄残高（万円） －０．０００００４７ －４．６７ ＊＊＊ ０．００００００２ ０．２３
決定係数 ０．２０４ ０．１６６
自由度調整済み決定係数 ０．２０４ ０．１６６

付表３－１ 自営業選択の決定要因

雇用者所得の低い地域や高齢者ほど自営業率が高い
世帯主の自営業率の重回帰分析 （農林漁業従事者である世帯主を

除く場合）

（備考）１．総務省「全国消費実態調査」（２００９）、「賃金構造基本統計調査」（２００８）により作成。
２．有意性の「＊＊＊」「＊＊」「＊」はそれぞれ１％、５％、１０％有意。
３．都道府県別平均雇用者年間賃金は、２００８年６月の「きまって支給する現金給与額賃金」の１２倍に２００７年の賞与等
を加えたもの。貯蓄残高は２００９年９月１日現在。その他の項目は２００９年１１月末現在。

４．ここでの農林漁業従事者とは、独立して農林漁業の仕事に従事している者を指す。そのため、農林漁業従事者を
除いても、民間企業や公務で農林漁業の仕事に従事するものは除かれていない。

５．年齢による２次回帰の結果は、回帰曲線がＵ字の形状を持ち、自営業率が最も低い年齢は、全体で３７．１歳、農林
漁業従事者である世帯主を除く場合で３８．６歳となっている。
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説明変数 係数 ｔ値 有意性
定数項 １１．６５ １９．２７ ＊＊＊

本業月収（千円） －０．００１５ －４．３３ ＊＊＊

学
歴
ダ
ミ
ー

高卒 －１．８９ －３．７１ ＊＊＊

専門 －２．５６ －４．９１ ＊＊＊

短大・高専 －２．７４ －５．１６ ＊＊＊

大学 －２．７５ －５．４７ ＊＊＊

大学院 －３．８０ －６．８１ ＊＊＊

本
業
就
業
形
態
ダ
ミ
ー

自営業 ３．０９ １３．２５ ＊＊＊

自由業 １．５８ ６．３８ ＊＊＊

常用雇用派遣 －１．３８ －３．００ ＊＊＊

家族従業者 ２．７０ ６．２４ ＊＊＊

契約社員 ０．３２ １．１１
期間工 ０．３９ ０．１７
パートタイム ０．３２ １．４０
登録型派遣 －１．４８ －３．３２ ＊＊＊

会社役員 １．６９ ４．０１ ＊＊＊

その他 ０．０５ ０．０５
男性ダミー ０．５２ ２．９１ ＊＊＊

年齢 ０．０１ １．５０
扶養親族数 ０．１８ ３．１３ ＊＊＊

理由（独立したい）ダミー １．６２ ５．４４ ＊＊＊

副
業
業
種
ダ
ミ
ー

不動産 －２．５４ －４．５５ ＊＊＊

複合サービス ０．９３ １．７１ ＊

電気・ガス －１．４８ －１．７５ ＊

飲食 ０．６１ ２．２２ ＊＊

医療 －２．０６ －６．５３ ＊＊＊

情報 １．３６ ４．０９ ＊＊＊

建設 －１．９９ －４．４６ ＊＊＊

金融 ０．１８ ０．３４
小売 ２．０７ ８．４０ ＊＊＊

教育サービス －１．８１ －７．０８ ＊＊＊

農業・鉱業 －１．１７ －２．３７ ＊＊

製造 １．４７ ４．０１ ＊＊＊

その他 －０．４２ －１．５３

決定係数 ０．０８０
自由度調整済み決定係数 ０．０７７

付表３－２ 副業日数（１ヶ月当たり）の決定要因

扶養親族数が多いほど、副業の日数が増加
副業日数（１月当たり）の重回帰分析

（備考）１．独立行政法人 労働政策研究・研修機構「副業者の就労に関する調査」により作成。
２．「副業者の就労に関する調査」の調査期間は２００７年１１月２２日～２９日。
３．有意性の「＊＊＊」「＊＊」「＊」はそれぞれ１％、５％、１０％有意。
４．ダミー変数の基準となるのはそれぞれ次のとおり。
学歴 ：中卒
本業就業形態：正社員
副業業種 ：その他サービス業
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説明変数 係数 ｔ値 有意性
定数項 ３７．１１ ４．３０ ＊＊＊

本業月収（千円） ０．１５ ２９．１３ ＊＊＊

学
歴
ダ
ミ
ー

高卒 －１９．４９ －２．６９ ＊＊＊

専門 －１６．０４ －２．１６ ＊＊

短大・高専 －２２．４２ －２．９７ ＊＊＊

大学 －１３．７１ －１．９１ ＊

大学院 ０．７１ ０．０９

本
業
就
業
形
態
ダ
ミ
ー

自営業 ３０．３１ ９．１２ ＊＊＊

自由業 ２８．４７ ８．０８ ＊＊＊

常用雇用派遣 －９．８０ －１．４９
家族従業者 １４．６２ ２．３７ ＊＊

契約社員 ８．２０ １．９９ ＊＊

期間工 ３３．７９ １．０６
パートタイム １．６０ ０．４９
登録型派遣 －１．３３ －０．２１
会社役員 ６４．９３ １０．７７ ＊＊＊

その他 １３．４６ １．０７
男性ダミー １５．９２ ６．２６ ＊＊＊

年齢 ０．０７ ０．６２
扶養親族数 ３．６１ ４．３７ ＊＊＊

理由（独立したい）ダミー ９．５７ ２．２５ ＊＊

副
業
業
種
ダ
ミ
ー

不動産 ５８．６８ ７．３８ ＊＊＊

複合サービス ５．４５ ０．７０
電気・ガス ２．８８ ０．２４
飲食 ６．１３ １．５７
医療 １２．４２ ２．７６ ＊＊＊

情報 １７．６４ ３．７２ ＊＊＊

建設 １５．５８ ２．４５ ＊＊

金融 ２８．９０ ３．８９ ＊＊＊

小売 ４．１６ １．１８
教育サービス －１７．１８ －４．７１ ＊＊＊

農業・鉱業 －２２．０８ －３．１４ ＊＊＊

製造 ４．２８ ０．８２
その他 －５．９９ －１．５３

決定係数 ０．１９６
自由度調整済み決定係数 ０．１９４

付表３－３ 副業月収の決定要因

不動産業の副業月収は高水準であり、農業・鉱業の副業月収は低水準
副業月収（千円）の重回帰分析

（備考）１．独立行政法人 労働政策研究・研修機構「副業者の就労に関する調査」により作成。
２．「副業者の就労に関する調査」の調査期間は２００７年１１月２２日～２９日。
３．有意性の「＊＊＊」「＊＊」「＊」はそれぞれ１％、５％、１０％有意。
４．ダミー変数の基準となるのはそれぞれ次のとおり。
学歴 ：中卒
本業就業形態：正社員
副業業種 ：その他サービス業
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付注１－１ GDPギャップの推計方法について

１．推計方法
GDPギャップの定義は、（現実のGDP－潜在 GDP）／潜在 GDP。内閣府で推計して

いる潜在GDPは、「経済の過去のトレンドから見て平均的な水準で生産要素を投入し
た時に実現可能なGDP」と定義しているが、２０１１年１－３月期においては、東日本大
震災による供給制約を加味した調整を行っている。推計方法については以下の通り。

（１）下記のコブ・ダグラス型生産関数を想定。現実の成長率から資本と労働の寄与以外
の部分（ソロー残差）を算出し、全要素生産性を推計。

Y＝A（KS）a（LH）（１－a）

ただし、Y ：生産量（実質GDP）
KS：資本投入量（K：資本ストック、S：稼働率）
LH：労働投入量（L：就業者数、H：労働時間）
A ：TFP（全要素生産性）
a ：資本分配率（０．３３と想定）

上式の両辺を LH で除し、対数変換した下記の式に現実の資本・労働投入量等を代
入して A を求め、HP（Hodrick-Prescott）フィルタにより平滑化した値を全要素
生産性として使用。
ln（Y /LH）＝lnA＋a ln（KS /LH）

（２）潜在的な資本・労働の寄与に（１）で推計した全要素生産性を加え、潜在GDPを計測
（変数の右上の＊は潜在を表す）。

exp［ln（Y＊）］＝exp［lnA＋aln（K＊S＊）＋（１－a）ln（L＊H＊）］

２．具体的変数
（１）資本投入量

現実投入量：製造業資本ストック（取付ベース前期末値）×製造工業稼働率
＋非製造業資本ストック（同）×非製造業稼働率

なお、非製造業の稼働率の算出に当たっては、まず製造業について計算上の稼働率
指数（＝生産指数／資本ストック）を計算し、計算上の稼働率指数と実際の稼働率指
数との間に見られる関係を非製造業についても適用することで試算（非製造業の生産
指数としては、第３次産業活動指数を利用）。
民間企業資本ストックは、実質化手法に連鎖方式が導入されていないため、８０年以

降の資本ストック系列を次の方法で新たに作成した。まず、８０年第１四半期の民間企
業資本ストックをベンチマークに連鎖方式QEの民間企業設備を積み上げ、その上
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で、次式で算出。
民間企業資本ストック（８０年第２四半期以降、試算値）（新）＝

（８０年第１四半期のK（旧）＋投資の累積（新））×かい離率
※Ｋは民間企業資本ストック、（新）は連鎖方式、（旧）は固定基準年方式。
※かい離率は、各期の民間企業資本ストック（旧）を、８０年第１四半期の民間企
業資本ストック（旧）をベンチマークに固定基準年方式QEの民間企業設備（旧）
を積み上げたもので割ったもの。

潜在投入量：製造業資本ストック（取付ベース前期末値）×潜在製造工業稼働率
＋非製造業資本ストック（同）×潜在非製造業稼働率

なお、潜在製造工業稼働率と潜在非製造業稼働率は、製造業・非製造業の稼働率を
被説明変数としておのおの日銀短観の「生産・営業用設備判断DI」で回帰し、景気
要因を除去したもの。

（２）労働時間
現実投入量：総実労働時間（３０人以上の事業所データ）
潜在投入量：総実労働時間をHPフィルタにより平滑化。

（３）就業者数
現実投入量：就業者数。
潜在投入量：「（１５歳以上人口×トレンド労働力率）×（１－構造失業率）」。
なお、トレンド労働力率は、労働力率（労働力人口／１５歳以上人口）にHPフィル

タをかけたもの。構造失業率は、UV分析による失業率と欠員率の関係から推計し、
HPフィルタにより平滑化したもの。

３．その他の留意点
上述の具体的変数を計算する過程においては、原数値への季節調整や基準年を固定す

ることによる指数化、公的資本が民間資本に移行した際の影響除去等を行っている。
また、２０１１年１－３月期の潜在GDPの試算においては、東日本大震災による電力供

給制約・サプライチェーンの寸断等による供給制約を踏まえ、潜在稼働率の調整を行っ
た。具体的には、震災後（３月１１日～３月３１日）の潜在稼働率については、現実の稼働
率の２月から３月の低下率を供給制約とみなし、一時的に落とした値を用いている。こ
の結果、２０１１年１－３月期の潜在GDPは、震災による資本ストックの毀損や供給制約
により、実質年率換算６兆円程度（潜在GDP比１％程度、前期比年率－３．９％程度）
押し下げられたと試算される。
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４．データの出典
実質GDP ：内閣府「国民経済計算」
資本ストック：内閣府「民間企業資本ストック」
稼働率 ：経済産業省「鉱工業指数」「第３次産業活動指数」、

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」
労働時間 ：厚生労働省「毎月勤労統計調査」
就業者数 ：総務省「労働力調査」
構造失業率 ：総務省「労働力調査」

厚生労働省「毎月勤労統計調査」「職業安定業務統計」
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付注１－２ 購入頻度別の消費者物価指数について

第１－２－１図（２）の購入頻度別の消費者物価指数について、各階層における含まれる
主な品目は以下のとおり。
０．５回未満 ……………パソコン、テレビ、カメラ
０．５回～１．５回未満……被服関係
１．５回～４．５回未満……外食関係、灯油、タクシー代
４．５回～９．０回未満……都市ガス、プロパンガス、移動電話通信料
９．０回～１５．０回未満 …電気代、ガソリン、食料品（米など）
１５．０回以上……………食料品（パン、肉など）
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物価予想
説明変数 インフレ転換（１） デフレ転換（２） その他（０）

定数項
－３．１１９８

－１９９．７１＊＊＊
－

－３．１３３９
－１９８．８２＊＊＊

－ －

暮らし向き
－０．０４８５

－１．６５＊
－０．００２０

０．０６６１
２．２４＊＊

０．００２６ －０．０００６

収入の増え方
０．０１３０

０．４５
０．０００５

－０．０２３３
－０．８１

－０．０００９ ０．０００４

雇用環境
０．０１４７

０．６６
０．０００６

０．００２５
０．１１

０．０００１ －０．０００６

耐久消費財の買い時
－０．１４３９

－６．２４＊＊＊
－０．００５８

０．１３７５
５．９４＊＊＊

０．００５５ ０．０００３

資産価値
０．０７６２

３．１６＊＊＊
０．００３１

－０．０７６６
－３．１０＊＊＊

－０．００３１ ０．００００
各サンプル数 ４，３６８ ４，３１９ ９８，２３５
全サンプル数 １０６，９２２
対数尤度 －３６０８４．１８９

＊物価予想＝その他（０）を基準とする

（備考）１．内閣府「消費動向調査」の２００９年１月～２０１０年１２月調査を用い、多項ロジット
モデルにより推計。

２．上段は係数、中段は漸近的ｔ値、下段は限界効果。＊＊＊、＊＊、＊は係数の
ｔ値がそれぞれ１％、５％、１０％水準で有意であることを示す。

３．被説明変数は、物価予想の変化（１＝インフレ予想への転換世帯、２＝デフレ
予想への転換世帯、０＝その他）であり、インフレ、デフレ予想への転換世帯
の定義は第１－２－５図と同様。
説明変数は、今後半年間の暮らし向き、収入の増え方、雇用環境（職の安定性、
みつけやすさ）、耐久消費財の買い時、所有している株式・土地などの資産価
値に関する質問に対する「前月の回答番号－今月の回答番号」。回答番号は、
１から５の順に悪化する５段階。

付注１－３ 物価予想の転換要因の分析について

第１－２－７図の推計結果は次のとおり。
推計結果

付
注

付注
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付注１－４ 構造的・循環的財政収支の推計について

１．構造的・循環的財政収支の推計方法の考え方
景気変動の影響を受ける（すなわち、自動安定化機能を持つ）歳入・歳出項目として、

歳入面では、所得税、法人税、間接税、社会保障負担、歳出面では、雇用保険支出を取
り上げ、景気循環要因を取り除いた構造的財政収支を推計する。

まず、経済がその潜在GDP水準を実現した際の財政収支には、景気循環要因はゼロ
であると考える。ここで用いる潜在GDPは、過去のトレンド的な労働量と資本量を投
入して持続的に生産可能な値である。潜在GDPが実現されていると仮定した場合に、
年度毎の税収及び政府支出がどのような値になるかを、現実の税収及び政府支出から、
潜在GDPと現実の GDPの比率と、それぞれの税目及び政府支出についてのGDP弾性
値を考慮して計算し、構造的財政収支を導出する。

構造的財政収支（推計値）
＝トレンドGDPに対応する歳入－トレンドGDPに対応する歳出

具体的には、

Ti
＊

Ti
＝ Y＊

Y

ai

，G
＊

G
＝ Y＊

Y

β

各税目の収入を合計し、政府支出を引くと、

B＊＝∑Ti（Y＊/Y）ai－G（Y＊／Y）β

B＊ ：構造的財政収支
Ti ：税目 i の政府収入
Ti
＊ ：税目 i の構造的な政府収入

Y ：GDP
Y＊ ：潜在 GDP
G ：政府支出
G＊ ：構造的な政府支出
ai ：税目 i のGDP弾性値
β ：政府支出のGDP弾性値
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実質GDP弾性値
所得税 ０．９３

社会保障負担 ０．５４
法人税 １．９９
間接税 １．００
政府支出 ０

なお、政府支出のGDP弾性値（β）は雇用保険支出の循環的変動のみを反映すると
考え、雇用保険支出のGDP弾性値を当該支出が政府支出に占めるウエイトでかけたも
のを用いている。雇用保険支出の政府支出全体に占めるシェアが非常に小さいことを踏
まえると、政府支出のGDP弾性値は、概ねゼロと近似できる。

循環的財政収支は、現実の財政収支から構造的財政収支（推計値）を差し引くことで
求められる。

循環的財政収支 ＝ 財政収支の実績値 － 構造的財政収支（推計値）

２．構造的財政収支の推計に必要な弾性値について
景気変動の影響を受ける歳出・歳入項目の実質GDP弾性値は、それぞれ以下の値を

用いた。

（注）上記の弾性値は、所得税については２０１０年度の制度、社会保障負担については
２０１０年度の標準報酬月額表（１０月の厚生年金保険料率引上げ前）に基づき試算し
た。

推計方法等は、西崎・水田・足立（１９９８）「財政収支指標の作り方・使い方」（エコノ
ミック・リサーチNo．４、経済企画庁経済研究所編、１９９８年１１月）、OECD（２０００）“The
size and role of automatic fiscal stabilizers in the １９９０s and beyond, Economics De-
partment Working Papers No．２３０”を参考にした。

なお、法人税収のGDP弾性値の推計にあたっては、OECD（２０００）を参考に、所得
税の課税ベースのGDP弾性値と法人税の課税ベースのGDP弾性値は、労働分配率と
資本分配率で加重平均すると１になるとの前提をおいている。

付
注
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付注１－５ 政府のバランスシートの作成について

「国民経済計算」の一般政府の資産・負債データに、次の３つの要素を補完し、政府のバ
ランスシートを作成する。

１．非金融資産について、政府部門（中央政府、地方政府、社会保障基金）別の年度末値を
推計する１。推計には、「国民経済計算」のストック推計で用いられているベンチマーク・
イヤー法を用いる。
まず、１９８０暦年末のストック額に１９８１暦年の純投資額（フロー）の４分の１を加えたも

のを１９８０年度末のストック額とし、これをベンチマークとする。この値に１９８１年度以降の
純投資額等を合計し、２００９年度末までのストック額を得る。
なお、ストック額については、「国民経済計算」上の内訳である在庫、固定資産、土地

ごとに推計を行った。政府部門ごとの数値については、土地に関しては、政府部門ごとの
内訳（暦年末値）が得られるため、推計した一般政府の年度末値を、この比率を用いて分
配した。また、在庫、固定資産に関しては、１９８０年度以降の純投資額累積値の比率を用い
て一般政府のベンチマークの値を政府部門別に分配し、その後、政府部門ごとに２００９年度
末までの推計を行った。

２．退職金債務については、ある時点で政府部門が清算されると想定した場合の所要支払額
と考え、各部門に勤務する全職員が仮にストック・データ作成時点で自己都合退職すると
想定した場合に要する支払金額を計上する。
国家公務員については、同じ考え方に基づく退職金債務が、「国の財務書類」（財務省）

において「退職手当に係る引当金」として公表されているため、この値を用いている。た
だし、この中には、「国民経済計算」上、社会保障基金に位置づけられる特別会計（労働
保険、船員保険、年金）の支払額も含まれているため、その分は社会保障基金に計上し、
残りを中央政府に計上している。
地方公務員については、「地方公務員給与実態調査」（総務省）から得られる経験年数別

の職員数に各平均給料月額及び経験年数に基づく退職手当支給率（自己都合退職の支給率）
を乗じて算出している。
なお、独立行政法人や国立大学法人など、「国民経済計算」において一般政府に分類さ

れる政府関係諸機関の退職金債務については、経験年数別のデータ等が入手できないた
め、ここでは捨象している。

注 （１）「国民経済計算」は、非金融資産について暦年末の値しか公表していない。また、非金融資産のうち生産資産に
ついては、一般政府の値しか公表されておらず、中央政府、地方政府、社会保障基金それぞれの値が取得できな
い。
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３．公的年金に関する負債には様々な捉え方があるが、ここでは、保険料収入分は雇用者、
被保険者により負担されるため政府の将来の負債とはせず、将来の年金給付に充てられる
積立金分を計上することを基本としつつ、過去期間対応の給付現価のうち公費負担分につ
いても別途推計を行う。年金制度は、厚生年金、国民年金、共済年金（国家公務員、地方
公務員、私学、農林）を対象としている。
年金積立金は、各年金制度が当該時点で保有する積立金の金額を、資産との見合いで社

会保障基金に負債計上している。
また、別途推計する公費負担分（過去期間対応分に限る）は、当該時点で作成されてい

る各年金制度の財政見通しを基に、過去期間に対応する公費負担の額を作成時点の価格に
割り戻して計上している。これらのデータには、「平成１１年財政再計算」及び「平成２１年
財政検証」を基にした試算値２を使用しているが、このうち、１９９９年度末の地方公務員共
済年金の値については、当該データが得られなかったため、国家公務員共済年金の値に年
金適用者数の比率（国家公務員共済年金適用者に対する地方公務員共済年金適用者の割合）
を乗じて推計している。また、２００９年度末の国家公務員共済年金及び地方公務員共済年金
の値については、両者の合算値が公表されており、これを各年金適用者数に応じて按分す
ることにより推計している。これらは、公費負担の主体に応じて、中央政府と地方政府に
それぞれ計上している。

注 （２）給付現価を計算する際の割引率は、「平成１１年財政再計算」、「平成２１年財政検証」それぞれの運用利回りの前提
（「平成１１年財政再計算」では４．０％（過去７年間に資金運用部に預託した分の利回りは別途考慮）、「平成２１年財
政検証」では２０１０年度１．８％から２０１９年度にかけて４．０％まで徐々に上昇し２０２０年度以降４．１％で一定）が用いられ
ている。

付
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付注１－６ 財政再建期間の定義と該当国・時期について

第１－３－８、９、１０図における財政再建期間、成長加速国・低下国の定義及びそれに該
当する国・時期は次のとおり。

１．定義
財政再建開始期：構造プライマリーバランスの潜在GDP比が１年で１％ポイント以上

改善するか、２年間で１％ポイント以上改善し、その初年度に０．５％
ポイント以上改善した年。

財政再建終期：構造プライマリーバランスの潜在GDP比が悪化するか、改善幅が
０．２％ポイント以下にとどまるとともにその翌年悪化した年。

※なお、構造プライマリーバランスの潜在GDP比はOECD推計値を用いた。

成長加速国：上記定義による財政再建期間及び財政再建後３年の平均GDP成長率と財
政再建前３年の平均GDP成長率の変化幅が０％以上であった国・期間。

成長低下国：上記定義による財政再建期間及び財政再建後３年の平均GDP成長率と財
政再建前３年の平均GDP成長率の変化幅が０％未満であった国・期間。

２．該当国・時期（下線は成長加速国・期間）
オーストラリア： １９７９－８０，１９８６－８８，１９９４－９８，２００２－０３
オーストリア： １９８１，１９８４，１９９２，１９９６－９７，２００１，２００５
ベルギー： １９８２，１９８４－８７，１９９３－９８，２００６
カナダ： １９８１，１９８６－８８，１９９４－９７
デンマーク： １９８３－８６，１９９９，２００４－０５
フィンランド： １９８１，１９８４，１９８８－８９，１９９４，１９９６－９８，２０００
フランス： １９７９－８０，１９８３－８５，１９８７，１９９４，１９９６－９９
ドイツ： １９９３－９４，１９９６－１９９９，２００５－０７
ギリシャ： １９８２－８３，１９８６－８７，１９９０－９４，１９９６，１９９８，２００５－０６
アイスランド： １９８４，１９８７，１９９０－９２，１９９５－９７，１９９９－２０００，２００３－０６
アイルランド： １９８２－８４，１９８６－８９，１９９３－９４，２０００，２００３－０４，２００６
イタリア： １９８０，１９８２－８３，１９９０－９３，１９９５－９７，２００７
日本： １９７９－８７，２００１，２００４－０７
ルクセンブルク： １９９３－９７，２０００
オランダ： １９８１－８３，１９８５，１９８８，１９９１，１９９３，１９９６，２００４－０５
ニュージーランド：１９８７，１９８９，１９９１－９４，２０００，２００２
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ノルウェー： １９８３，１９８６，１９９４－９７，１９９９－２０００，２００４－０７
ポルトガル： １９８２－８４，１９８８，１９９２，１９９５，２００２－０３，２００６－０８
スペイン： １９８３，１９８６－８７，１９９２，１９９４－９７，２００５－０６
スウェーデン： １９８１，１９８３－８４，１９８６－８７，１９９４－９８，２０００，２００４－０５，２００７
スイス： １９９４－９６，１９９９，２００５－０８
英国： １９７９－８２，１９９４－２０００
アメリカ： １９８１，１９８７－１９８９，１９９３－９８，２００５－０６

（参考文献）
Guichard, Stephanie, Mike Kennedy, Eckhard Wurzel and Christophe André（２００７）．
“What Promotes Fiscal Consolidation: OECD Country Experiences” OECD Econom-

ics Department Working Papers No５５３．
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付注２－１ グラビティモデルの推計結果

内閣府（２００８）を参考にして、下記項目について、説明変数にFTAを加えたグラビティ
モデルを推計した。

（１）推計式
①輸出額

ln（Export）＝α０＋α１×ln（GDPph１）＋α２×ln（GDPph２）
＋α３×ln（Distance）＋α４×ln（GDP１）＋α５×ln（GDP２）
＋α６×（Comlang）＋α７×（Border）＋α８×（FTA）

Export：実質輸出額、GDPph１：輸出国の一人当たり実質GDP、
GDPph２：輸入国の一人当たり実質GDP、Distance：２国間の距離、
GDP１：輸出国の実質GDP、GDP２：輸入国の実質GDP、
Comlang：共通言語ダミー、Border：国境共有ダミー、FTA：FTA締結ダミー

②対内直接投資額
ln（FDI）＝α０＋α１×ln（GDPph１）＋α２×ln（GDPph２）

＋α３×ln（Distance）＋α４×ln（GDP１）＋α５×ln（GDP２）
＋α６×（Comlang）＋α７×（Border）＋α８×（FTA）

FDI：対内直接投資額、GDPph１：投資受入国の一人当たり実質GDP、
GDPph２：投資国の一人当たり実質GDP、Distance：投資受入国への距離、
GDP１：投資受入国の実質GDP、GDP２：投資国の実質GDP、
Comlang：共通言語ダミー、Border：国境共有ダミー、FTA：FTA締結ダミー

③訪日外国人数
ln（Travel）＝α０＋α１×ln（GDPph１）＋α２×ln（GDPph２）

＋α３×ln（Distance）＋α４×ln（POP２）
＋α５×（Comlang）＋α６×（Border）＋α７×（FTA）

Travel：旅行者数、GDPph１：旅行先の一人当たりGDP、
GDPph２：旅行者の出身国の一人当たりGDP、Distance：旅行先への距離、
POP２：出身国の人口、Comlang：共通言語ダミー、Border：国境共有ダミー、
FTA：FTA締結ダミー

３１０



全期間 １９９０年代 ２０００年代
α０

（t 値）
－３２．４０

（－２７１．５９）
－３１．５３

（－１７４．１０）
－３２．５４

（－２１４．９７）
α１

（t 値）
０．４７

（９５．９４）
０．５５

（６８．４７）
０．４３

（６８．７１）
α２

（t 値）
０．３３

（６８．２０）
０．３９

（５１．４３）
０．２９

（４７．１２）
α３

（t 値）
－１．１８

（－１６８．８０）
－１．１０

（－１０３．１２）
－１．２３

（－１３３．４８）
α４

（t 値）
１．１４

（３６９．６３）
１．０６

（２１７．８４）
１．１９

（２９９．１４）
α５

（t 値）
０．８３

（２９４．９９）
０．８２

（１８５．８４）
０．８４

（２２９．６７）
α６

（t 値）
１．１２

（８２．２１）
１．１２

（５２．４７）
１．１１

（６３．０２）
α７

（t 値）
０．６７

（１８．６５）
０．６４

（１１．５３）
０．６８

（１４．６５）
α８

（t 値）
０．４４

（３３．９１）
０．５４

（２４．４１）
０．４０

（２３．９９）

※年ダミーを回帰分析に加えたが、上記には示していない。

④留学生数
ln（Student）＝α０＋α１×ln（GDPph１）＋α２×ln（GDPph２）

＋α３×ln（Distance）＋α４×ln（POP２）
＋α５×（Comlang）＋α６×（Border）＋α７×（FTA）

Student：留学生数、GDPph１：留学先の一人当たり実質GDP、
GDPph２：留学生の出身国の一人当たり実質GDP、Distance：留学先への距離、
POP２：留学生の出身国の人口、Comlang：共通言語ダミー、
Border：国境共有ダミー、FTA：FTA締結ダミー

（２）推計結果
①輸出額

付
注

付注
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全期間 １９９０年代 ２０００年代
α０

（t 値）
－１８．５７

（－３４．６２）
－１２．０９

（－１３．７５）
－２１．９３

（－３２．７８）
α１

（t 値）
０．８８

（２４．３０）
０．６６
（９．６７）

１．００
（２２．９３）

α２
（t 値）

０．８１
（３８．５０）

０．７０
（２０．７８）

０．８６
（３２．５３）

α３
（t 値）

－０．０６
（－２．８８）

０．０２
（０．５２）

－０．１１
（－４．３８）

α４
（t 値）

０．３８
（２１．３５）

０．２６
（７．３０）

０．４２
（２０．０３）

α５
（t 値）

－０．１７
（－１９．２１）

－０．２０
（－１４．６４）

－０．１３
（－１１．２０）

α６
（t 値）

０．５５
（７．５２）

０．４６
（４．４５）

０．６０
（５．９７）

α７
（t 値）

１．５６
（１５．２４）

１．４５
（９．４４）

１．６４
（１２．２２）

α８
（t 値）

１．１１
（１９．５２）

１．１１
（１１．６４）

１．１０
（１５．６０）

※年ダミーを回帰分析に加えたが、上記には示していない。

全期間 １９９０年代 ２０００年代
α０

（t 値）
－１２．１７

（－４４．７６）
－９．６８

（－１７．４３）
－１３．３４

（－４３．６１）
α１

（t 値）
０．８１

（３６．７７）
０．８５

（１８．２２）
０．７８

（３１．６２）
α２

（t 値）
０．６５

（８９．７５）
０．６３

（４３．７８）
０．６７

（７９．９９）
α３

（t 値）
－０．４１

（－３３．７９）
－０．４７

（－１９．４０）
－０．３９

（－２８．０１）
α４

（t 値）
０．６２

（８７．９３）
０．４９

（３８．２２）
０．６９

（８１．８８）
α５

（t 値）
０．５３

（１４．３８）
０．４０
（５．６２）

０．６１
（１４．０６）

α６
（t 値）

１．９２
（２６．６８）

１．８９
（１３．７６）

１．９２
（２２．９３）

α７
（t 値）

１．７３
（４８．２９）

１．５１
（２０．６６）

１．８１
（４４．３１）

※年ダミーを回帰分析に加えたが、上記には示していない。

②対内直接投資額

③訪日外国人数
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全期間 １９９０年代 ２０００年代
α０

（t 値）
－１２．７７

（－５８．３７）
－１１．００

（－１６．２５）
－１２．９５

（－５６．２３）
α１

（t 値）
０．９９

（５７．０８）
０．８７

（１６．１１）
１．００

（５４．７９）
α２

（t 値）
０．２１

（３３．９４）
０．２０

（１０．２４）
０．２１

（３２．３６）
α３

（t 値）
－０．２４

（－２４．９２）
－０．２６

（－８．２１）
－０．２４

（－２３．５７）
α４

（t 値）
０．４２

（６８．０５）
０．３９

（１９．６４）
０．４２

（６５．１５）
α５

（t 値）
１．２１

（４０．０５）
１．１９

（１２．３１）
１．２１

（３８．１１）
α６

（t 値）
１．７４

（２５．９６）
１．５６
（７．３１）

１．７６
（２４．８８）

α７
（t 値）

０．３３
（１１．２３）

０．４３
（４．０５）

０．３２
（１０．５５）

※年ダミーを回帰分析に加えたが、上記には示していない。

（備考）UN. Comtrade、WDI、OECD. Stat などにより作成。

④留学生数

付
注

付注
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付注２－２ 輸出品目及び輸出の所得要素

Ricardo Hausmann, Jason Hwang and Dani Radrik（２００５）を参考にして、輸出品目の所
得要素（PRODY指標）と輸出の所得要素（EXPY指標）を計算した。具体的な計算方法は
下記のとおり。

（１）輸出品目の所得要素（PRODY指標）の計算

PRODYk＝∑j

xjk
Xj

∑j
xjk
Xj

×Yj

PRODYk：品目 kの PRODY指標、j：国、k：品目、
Xj：j 国の輸出総額、xjk：j 国の品目 k の輸出額、
Yj：j 国の一人当たり実質GDP（ただし、日本を１００とした相対値とした。）
ここでは、輸出額に占める品目 k の割合を世界各国について合計したものに対する、j

国の輸出額に占める品目 k の割合を計算し、j 国の一人当たり実質GDPを乗じたものを
世界各国について合計したものを品目 k の PRODY指標として計算している。（ ）内の
前半部分は、品目 k についての世界各国の平均的な輸出割合に対する j 国の偏りを表す。
後半部分は、一人当たり実質GDP、すなわち所得の高さを表す。このことから、（ ）内
の数値は、所得の高い国が、品目 k について、平均より高い輸出比率を持てば高くなる。
この数値を合計したものが品目 k の PRODY指標となり、所得の高い国で輸出比率の高
い品目が高い数値を示す。今回の計算では、所得について日本を１００とした相対値を用い
た。

（２）輸出の所得要素（EXPY指標）の計算

EXPYi＝∑l
xil
Xi
×PRODYl

EXPYi：i 国のEXPY指標、i：国、l：品目、
Xi：i 国の輸出総額、xil：i 国の品目 l の輸出額、
PRODYl：品目 l の PRODY指標
i 国のEXPYは、輸出全体に占める比率でウエイト付けした品目 l の PRODY指標の集
計値を計算している。PRODY指標が高い品目の輸出比率が高いほどEXPY指標も高く
なる。
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付注２－３ 無形資産（マクロレベル）の推計

（１）名目フロー系列の推計
情報化資産
受注ソフトウェア
JIP２０１０の資産別名目投資フローにおける受注ソフトウェア投資額を使用。

パッケージ・ソフトウェア
経済産業省「特定サービス産業実態調査」のソフトウェア業の売上高をもとに推計。

自社開発ソフトウェア
受注ソフトウェア投資額に、経済産業省「情報処理実態調査」と経済センサスより求
めた、受注ソフトウェアに対する自社開発ソフトウェア比率を乗ずることで自社開発
ソフトウェアを推計。

データベース
経済産業省「特定サービス産業実態調査」の情報提供サービス業の売上高をもとに、
経済センサスの事業所数を用いて推計。

革新的資産
自然科学分野の研究開発
総務省「科学技術研究調査」における研究開発費の内訳のうち、人件費、原材料費、
その他経費の合計を無形資産投資とする。ただし、「科学技術研究調査」は年度調査
のため、暦年変換している。

資源開発権
石油鉱業連盟資料により、鉱物探査費（広域地質構造調査費、精密地質構造調査費、
国内石油天然ガス基礎調査費の合計）及び探鉱投資額（陸域海域合計、企業と国の合
計）の合計値を無形資産投資とする。

著作権及びライセンス
JIP２０１０の JIP 産業分類No．１～７１、７３～１０７の産業が購入した、JIP２０１０の出版・新聞
業（JIP 産業分類No．９２）やその他の映像・音声・文字情報制作業（JIP 産業分類
No．９３）の名目産出を、無形資産投資とする。

他の製品開発、デザイン、自然科学分野以外の研究開発
デザイン
「特定サービス産業実態調査」のデザイン業（調査業種０６）における売上高のデー
タを使って、デザインへの無形資産投資を推計する。

付
注

付注
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ディスプレイ
「特定サービス産業実態調査」のディスプレイ業（調査業種１４）における売上高の
データを使って、ディスプレイへの無形資産投資を推計する。

機械設計
「特定サービス産業実態調査」の機械設計業（調査業種１５）における売上高のデー
タを使って、機械設計分野の無形資産投資を推計する。各産業の調査が行われた年
で、JIP２０１０のその他の対事業所サービス産業（JIP 産業分類No．８８）の名目産出
に対する、「特定サービス産業実態調査」の各産業における売上高の比率を求めた
後、調査が行われていない年の比率を線形補完する。２００３年以降については、２００３
年の比率をそのまま用いる。線形補完後の比率を、再度、JIP２０１０のその他の対事
業所サービス産業の名目産出量に乗ずることで、各年の売上高を推計した。「特定
サービス産業実態調査」が全企業を対象にしていないことから、全企業を対象とし
た経済センサスの企業数を使って、推計した売上高を膨らませる。

建築設計
JIP２０１０のその他の対事業所サービス産業（JIP 産業分類No．８８）の名目産出及び、
産業連関表から部門名・土木建築サービス（列コード８５１９－０３、行コード８５１９－
０３１）の名目産出量を利用して、建築・土木サービスへの無形資産投資を推計する。
金融における製品開発
JIP２０１０の金融業（JIP 産業分類No．６９）、保険業（JIP 産業分類No．７０）の名目中
間投入の合計の２０％を、金融における製品開発の無形資産投資とする。

経済的競争能力
ブランド資産
広告費
他の産業が、広告業（JIP 産業分類No．８５）から購入した名目産出の６０％を無形資
産投資とする。

市場調査
JIP２０１０の情報サービス業（JIP 産業分類No．９１）の名目産出量に対して、経済セ
ンサスより算出した情報提供サービス業の割合を乗ずることで、これを外注分の市
場調査とする。これを２倍（外注分と同程度を自社で行うと仮定）し、そのうち６０％
分を無形資産投資とする。

企業固有の人的資本
On-the-job トレーニング
厚生労働省「就労条件総合調査（旧・賃金労働時間制度総合調査，旧・労働者福祉
施設制度等調査報告）」における常用労働者１人１か月平均教育訓練費を年率換算
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（１２倍）し、JIP２０１０における労働者数をかけて各年の無形資産投資とする。同調
査は毎年調査結果が公表されているが、教育訓練費の調査は１９７２～８５年、８８年、９１
年、９５年、９８年、２００２、０６年に行われている。調査が行われていない期間は、その
期間を挟んだ調査があった年の教育訓練費で伸び率（年率）を計算し、この伸び率
がこの期間で毎年等しく続いたと仮定して補完した。また、２００６年以降の期間は、
２００２年から２００６年での伸び率（年率）がそのまま持続するとして補完している。
Off-the-job トレーニング
先行研究に倣い、On-the-job トレーニングの１．５１倍を無形資産投資とした。

組織構造
組織改革への投資（外注分）
JIP２０１０のその他の対事業所サービス産業（JIP 産業分類No．８８）の名目産出量に
対して、経済センサスより算出した経営管理・コンサルタント業の割合を乗じ、そ
のうちの８０％を組織改革への投資（外注分）の無形資産とする。

組織改革への投資（自社生産分）
法人企業統計年報における役員報酬・役員賞与を暦年変換した上で、その２０％を組
織改革への投資（自社生産分）とする。

（２）実質化
上記で得られたフロー系列を次のデフレーターで除して実質系列を得る。

情報化資産
いずれの項目も JIP２０１０の投資デフレーター

革新的資産
自然科学分野の研究開発 JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類９９と１０６
資源開発権 JIP２０１０の投資デフレーター
著作権及びライセンス JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類９２と９３
他の製品開発、デザイン、自然科学分野以外の研究開発 JIP２０１０の産出デフレーター
の産業分類６９と７０と８８

経済的競争能力
広告費 JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類８５
市場調査 JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類９１
企業固有の人的資本 JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類８０
組織構造 JIP２０１０の産出デフレーターの産業分類８８

付
注

付注
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１９８０―１９８９１９９０―１９９９２０００―２００７２０００―２００５２００６―２００７ アメリカ（２００６）
情報化資産 １．０％ １．９％ ２．７％ ２．７％ ２．７％ １．６％
受注ソフトウェア ０．４％ ０．８％ １．５％ １．５％ １．６％

－
パッケージ・ソフトウェア ０．０％ ０．１％ ０．１％ ０．１％ ０．１％
自社開発ソフトウェア ０．３％ ０．６％ ０．６％ ０．７％ ０．４％
データベース ０．２％ ０．４％ ０．５％ ０．５％ ０．５％
革新的資産 ３．４％ ３．９％ ４．７％ ４．５％ ５．２％ ４．４％
自然科学分野の研究開発 １．５％ １．９％ ２．４％ ２．３％ ２．６％

２．３％
資源開発権 ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％
著作権及びライセンス ０．８％ ０．８％ １．０％ １．０％ １．０％

２．１％
他の製品開発、デザイン、自然科学分野以外の研究開発 １．０％ １．１％ １．４％ １．３％ １．７％

経済的競争能力 ２．８％ ３．０％ ３．２％ ３．２％ ３．３％ ５．５％
ブランド資産 ０．８％ １．０％ １．２％ １．２％ １．３％ １．５％
企業固有の人的資本 ０．７％ ０．６％ ０．６％ ０．６％ ０．７％

４．０％
組織構造 １．２％ １．４％ １．４％ １．４％ １．４％
無形資産 ７．１％ ８．７％ １０．６％ １０．４％ １１．２％ １１．５％

（注）アメリカ（２００６）は、CHS（２００９）により推計されたアメリカの２００６年の値。

（３）ストック系列
実質フロー系列（I）償却率（d）から、下記の推計方法（PI 法）により推計する。デー

タの積み上げ始期は１９８０年からとした。

K t=I t＋（１－d）I t－１＋（１－d）２I t－２＋（１－d）３I t－３＋・・・

また償却率（d）は以下の値を用いた。
情報化資産：３３％
革新的資産：２０％
経済的競争能力
ブランド資産：６０％
企業固有の人的資本：４０％
組織構造：４０％

（４）推計結果（無形資産投資・ストック対民間企業GDP比の推移）
①名目投資フロー
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１９８０―１９８９１９９０―１９９９２０００―２００７２０００―２００５２００６―２００７
情報化資産 ０．９％ １．８％ ２．８％ ２．８％ ２．７％
受注ソフトウェア ０．４％ ０．８％ １．５％ １．５％ １．６％
パッケージ・ソフトウェア ０．０％ ０．１％ ０．１％ ０．１％ ０．１％
自社開発ソフトウェア ０．３％ ０．６％ ０．６％ ０．７％ ０．４％
データベース ０．２％ ０．４％ ０．５％ ０．５％ ０．５％
革新的資産 ３．７％ ４．１％ ４．７％ ４．６％ ５．１％
自然科学分野の研究開発 １．３％ １．９％ ２．４％ ２．３％ ２．５％
資源開発権 ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％
著作権及びライセンス １．１％ １．１％ １．１％ １．１％ １．０％
他の製品開発、デザイン、自然科学分野以外の研究開発 １．２％ １．２％ １．３％ １．２％ １．６％

経済的競争能力 ３．２％ ３．１％ ３．１％ ３．１％ ３．１％
ブランド資産 １．０％ １．０％ １．２％ １．２％ １．２％
企業固有の人的資本 ０．８％ ０．７％ ０．６％ ０．５％ ０．６％
組織構造 １．４％ １．４％ １．４％ １．４％ １．３％
無形資産 ７．８％ ９．１％ １０．６％ １０．５％ １０．９％

１９９０―１９９９２０００―２００７２０００―２００５２００６―２００７
情報化資産 ４．９％ ７．７％ ７．７％ ７．９％
受注ソフトウェア ２．０％ ４．１％ ３．９％ ４．６％
パッケージ・ソフトウェア ０．２％ ０．２％ ０．２％ ０．３％
自社開発ソフトウェア １．５％ ２．０％ ２．２％ １．６％
データベース １．１％ １．４％ １．４％ １．５％
革新的資産 １７．８％ ２１．２％ ２１．０％ ２１．９％
自然科学分野の研究開発 ７．６％ １０．２％ １０．０％ １０．９％
資源開発権 ０．０％ ０．０％ ０．０％ ０．０％
著作権及びライセンス ４．８％ ５．１％ ５．１％ ４．９％
他の製品開発、デザイン、自然科学分野以外の研究開発 ５．３％ ５．９％ ５．９％ ５．２％
経済的競争能力 ６．８％ ６．７％ ６．８％ ６．６％
ブランド資産 １．７％ ２．０％ ２．０％ ２．０％
企業固有の人的資本 １．７％ １．４％ １．４％ １．４％
組織構造 ３．４％ ３．４％ ３．４％ ３．２％
無形資産 ２９．５％ ３５．７％ ３５．４％ ３６．４％

（注）名目値は名目GDPで、実質値は実質GDPでそれぞれ除している。

②実質投資フロー

③実質ストック

付
注

付注
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１９９１―１９９５ １９９６―２０００ ２００１―２００５ ２００６―２００７
実質 GDP成長率 ０．７７％ ０．６０％ １．４０％ ２．５３％
労働投入の寄与 －０．１０％ －０．４６％ －０．３１％ ０．７１％
固定資産の寄与 １．２３％ ０．６２％ ０．４１％ ０．４５％
無形資産の寄与 ０．４６％ ０．４６％ ０．３６％ ０．４４％
TFP成長率の寄与 －０．８２％ －０．０３％ ０．９４％ ０．９３％

（参考）成長会計の試算

上記で推計した無形資産を用いて、実質GDP成長率への、全要素生産性（TFP）、労働
（L）、固定資産（K t）、無形資産（K i）の各要素の寄与を下式によって試算した。

（試算に用いた式）：∂lnYt

∂t
＝∂lnTFPt

∂t
＋ωL

∂lnLt

∂t
＋ωKt

∂lnK t
t

∂t
＋ωKi

∂lnK i
t

∂t

ただし、∂lnYt

∂t
：t 期の実質GDP成長率、∂lnTFPt

∂t
：t 期のTFP成長率、

∂lnLt

∂t
：t 期の労働投入の成長率、∂lnK t

t

∂t
：t 期の固定資産の成長率、

∂lnK i
t

∂t
：t 期の無形資産の成長率、

ωL：t 期の労働投入のコストシェア、ωKt：t 期の固定資産のコストシェア、

ωKi：t 期の無形資産のコストシェア

〈成長会計の試算結果〉

なお、実質GDP成長率に無形資産の寄与を加えられていない点、ソフトウェア投資を二
重計上している点には留意が必要であり、結果については幅を持ってみる必要がある。
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付注２－４ 無形資産ストック（企業レベル）推計について

本文では無形資産のフローについて①研究開発、②ブランド資産への投資（広告・宣伝費
の６０％）、③組織改革への投資（役員報酬の２０％）の３つの区分で推計しているが、ストッ
ク系列についてはデータの制約から②と③は販売費及び一般管理費（販管費）の系列で一括
して推計した。
推計はHulten（２０１０）、Hulten and Hao（２００８）を踏まえ、研究開発費の全額、販管費の

３０％を PI 法で積み上げる方法で推計した。
研究開発費については、１９９８年の「研究開発費に係る会計基準」において研究開発費の総

額を財務諸表に注記することが求められたことからこの系列を使用している。それ以前につ
いては販管費の中に「試験研究費」や「開発費」の科目が存在しているが、諸外国の研究開
発費の定義と整合的ではない等の理由から使用しなかった。作成には日経NEEDSデータ
ベースで取得できる最も古い年から PI 法でストック化している。PI 法でストック化する際
の償却率は年２５％である。
広告・宣伝費と役員報酬のデータが連続して十分に存在しないことから販管費で代理して

いる。先行研究を踏まえ販管費の３０％を１９７９年から取得し、PI 法で積み上げている。ス
トック化する際の償却率は年３０％である。

付
注

付注
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被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

外国人
持株比率

係数
ｔ値

０．０１
１．４２

０．０２
４．８６＊＊＊

０．０２
１．９６＊＊

流動性 係数
ｔ値

４．９７
１７．５１＊＊＊

０．００
－１５．１７＊＊＊

４．９４
１１．６５＊＊＊

資産 係数
ｔ値

０．０１
０．１５

－０．０８
－２．４４＊＊

０．０４
０．５３

サンプル数 １，６２２ １，８９０ ９４１

付注２－５ 株式保有構造と無形資産投資

本分析では、２００３年度、２００６年度、２００９年度における上場企業の株式保有構造が無形資産
投資にどのような影響を与えたかについて、クロスセクション分析をしている。データベー
スは日経NEEDS、日経NEEDS-Gges を用い、上場企業が対象である。

推計式は以下の通りで、業種ダミー変数を用いて推計している。

無形資産投資 i＝c＋αFRGNi＋βLiquidityi＋γAsseti＋εi ①
無形資産投資 i＝c＋δINSTi＋θLiquidityi＋μAsseti＋εi ②

無形資産投資：以下の投資を指す。
R&D：研究開発費の対売上高比率
Brand：広告・宣伝費の６０％の対売上高比率
Intangibles：無形資産合計（＝R&D＋Brand＋Org）の対売上高比率
Org：組織資本（役員報酬の２０％）の対売上高比率

FRGN：外国人持株比率（有価証券報告書記載の外国人保有比率）
INST：機関投資家持株比率（外国人持株比率（除く外国法人判明分）＋信託勘定株式保

有比率＋生保特別勘定株式保有比率）
Liquidity：売上高流動性比率（現預金＋有価証券／売上高）
Asset：総資産の対数値

２００９年度の無形資産の合計についてはサンプル数が少ないため推計していない。

①外国人持株比率
２００３年度
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被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

外国人
持株比率

係数
ｔ値

０．０２
２．０５＊＊

０．０２
４．４８＊＊＊

０．０３
２．８７＊＊＊

流動性 係数
ｔ値

５．０７
１４．９９＊＊＊

０．００
－４．１６＊＊＊

５．３８
１０．８６＊＊＊

資産 係数
ｔ値

０．００
－０．０７

－０．１５
－３．８８＊＊＊

－０．０７
－０．８２

サンプル数 １，７３８ １，９６５ ９１８

被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

外国人
持株比率

係数
ｔ値

０．０２
１．９１＊

０．０２
２．９１＊＊＊

－
－

流動性 係数
ｔ値

５．３７
１６．０１＊＊＊

０．００
－１．７１＊

－
－

資産 係数
ｔ値

０．０４
０．６１

－０．１９
－３．２５＊＊＊

－
－

サンプル数 １，７７６ １，００７ －

被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

機関投資家
持株比率

係数
ｔ値

０．０１
２．３＊＊

０．０２
４．２５＊＊＊

０．０３
３．０４＊＊＊

流動性 係数
ｔ値

４．５５
１９．８１＊＊＊

０．００
－１５．４＊＊＊

４．９２
１１．７１＊＊＊

資産 係数
ｔ値

０．０５
０．８０

－０．０９
－２．５９＊＊＊

－０．０７
－０．７０

サンプル数 １，５８３ １，８１６ ９２５

２００６年度

２００９年度

②機関投資家持株比率
２００３年度

付
注
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被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

機関投資家
持株比率

係数
ｔ値

０．０１
１．７５＊

０．０２
４．２＊＊＊

０．０２
３．０３＊＊＊

流動性 係数
ｔ値

５．１６
１５．４１＊＊＊

０．００
－４．１５＊＊＊

５．４７
１１．２１＊＊＊

資産 係数
ｔ値

０．００
０．０５

－０．１７
－４．０２＊＊＊

－０．１０
－１．１７

サンプル数 １，７２５ １，９４１ ９１７

被説明変数
研究開発費 広告・宣伝費 無形資産

機関投資家
持株比率

係数
ｔ値

０．０２
２．１５＊＊

０．０３
３．８３＊＊＊

－
－

流動性 係数
ｔ値

５．３５
１５．９２＊＊＊

０．００
－１．７７＊

－
－

資産 係数
ｔ値

０．００
０．０１

－０．２７
－４．０３＊＊＊

－
－

サンプル数 １，７５７ ９８９ －

２００６年度

２００９年度

＊＊＊、＊＊、＊はそれぞれ１％、５％、１０％で有意を示す。
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研究開発費 広告・宣伝費 組織資本 無形資産
係数 ０．０１ ０．０５ ０．６８ ０．０２
ｔ値 ＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

標準偏差 ２．５３ １．２３ ０．１０ ２．９４

研究開発費 広告・宣伝費 組織資本 無形資産
係数 ０．０５ ０．１２ １．０９ ０．０７
ｔ値 ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊ ＊＊＊

標準偏差 ２．５２ １．０６ ０．１２ ２．８９

付注２－６ 無形資産とトービンの qについて

本分析では、リーマンショック前の状況を把握するため２００４年度から２００６年度の３年平均
のトービンの qについて２００６年度における無形資産の売上比率で説明する回帰分析を行っ
た。
データベースは日経NEEDS、日経NEEDS-Gges を用い、上場企業を対象にしている。

推計式は以下の通り

AVEqi＝c＋αR&Di＋βBrandi＋γOrgi＋εi ①
AVEqi＝c＋δIntangiblesi＋εi ②

AVEq：トービンの qの３年平均
R&D：研究開発費の対売上高比率
Brand：広告・宣伝費の６０％の対売上高比率
Org：組織資本（役員報酬の２０％）の対売上高比率
Intangibles：無形資産（＝R&D＋Brand＋Org）

海外売上高比率３０％以下（２０７社）

海外売上高比率３０％以上（２０４社）

＊＊＊、＊＊はそれぞれ１％、５％で有意を示す。

付
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第一主成分 第二主成分
固有値 ４．７８７ １．９９５
寄与率 ０．３６８ ０．１５３
累積寄与率 ０．３６８ ０．５２２

固
有
ベ
ク
ト
ル

平均就業年数（全年齢、男性） ０．３６２ ０．２３６
失業者の就業確率 －０．３７９ －０．０９９
就業者の失業確率 －０．３９３ －０．００４
高等教育学生に占める博士課程学生数 －０．１２０ ０．４２５
高等教育卒業率 －０．３４８ ０．０６１
民間企業R&D支出対 GDP比 －０．２６９ ０．４７６
高等教育部門のR&D支出のうち民間から資金調達したものの割合 －０．０２３ －０．０４１
ベンチャーキャピタル投資対GDP比 －０．３４８ ０．０８２
（株式時価総額＋社債時価総額）／金融市場 －０．２７０ ０．２１７
起業活動従事者シェア －０．２０３ －０．４８０
対内直接投資残高／ GDP －０．２３２ －０．１４２
製品市場規制指標 ０．２７０ ０．１６５
総労働時間 ０．０３０ －０．４３４

付注３－１ イノベーションシステムの主成分分析、クラスター分析について

１．主成分分析の結果は以下のとおり。

２．クラスター分析とは、いくつかのパラメータを持つ個体をグループ化するための手法で
ある。ここでは、第３－３－１３図（１）の主成分分析と同様の指標を用い、ウォード法に
より各国をグループ化した。第３－３－１３図（２）及び第３－３－１４図（２）に示した樹
形図（デンドログラム）は、横軸がクラスターを結合した際の距離を表しており、横軸を
適当な位置で切ることによって、クラスターの分類ができるという構造を持っている。
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指 標 出 所
公的企業の範囲 OECD－１
直接的支配 OECD－１
指揮命令及びコントロール規制の使用 OECD－１
価格コントロール OECD－１
企業に対する行政上の負担 OECD－１
オーナー企業に対する行政上の負担 OECD－１
特定部門に対する行政上の負担 OECD－１
許認可システム OECD－１
コミュニケーションとルール、手続きの簡素化 OECD－１
公的な参入障壁 OECD－１
独占禁止法の適用免除 OECD－１
サービス業への規制 OECD－１
直接投資への障壁 OECD－１
差別的な手続き OECD－１
関税 OECD－１
規制障壁 OECD－１

付注３－２ 伝統的な分類軸による経済システムの類型化について

クラスター分析には、アマーブル（２００５）の方法に基づき、製品市場、金融、労働市場、
教育、社会保障の５分野に関しての代表的な指標を用いた。用いた指標の一覧は以下のとお
り。

（１）製品市場

付
注

付注
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指 標 出 所
銀行の純利子所得／総資産 OECD－２
銀行の利子以外の所得／総資産 OECD－２
銀行の純所得／総資産 OECD－２
銀行の税引き前利益／総資産 OECD－２
銀行の銀行間預金／総資産 OECD－２
銀行の貸出／総資産 OECD－２
銀行の証券／総資産 OECD－２
銀行のその他資産／総資産 OECD－２
銀行の総資産対GDP比 OECD－２
保険会社・年金基金の金融資産対GDP比 OECD－２
保険会社・年金基金のポートフォリオに占める貸付金の割合 OECD－２
保険会社・年金基金のポートフォリオに占める株式の割合 OECD－２
保険会社・年金基金のポートフォリオに占める株式以外の証券の割合 OECD－２
保険会社・年金基金のポートフォリオに占めるその他の金融資産の割合 OECD－２
ベンチャーキャピタル投資対GDP比 OECD－３
株式時価総額対GDP比 WDI
株式市場出来高対GDP比 WDI
株式市場回転率 WDI
民間債券市場の時価総額対GDP比 WDI
公債市場の時価総額対GDP比 WDI
銀行の集中度 WDI
銀行の純利ざや WDI
外国銀行のシェア（資産） WDI
株主の権利 IMD
外国人投資家 IMD
民間信用対GDP比 IMD

（２）金融
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指 標 出 所
解雇通知に関する手続き OECD－４
解雇通知に至る期間 OECD－４
解雇の予告期間 勤続９か月 OECD－４
解雇の予告期間 勤続４年 OECD－４
解雇の予告期間 勤続２０年 OECD－４
解雇手当 勤続９か月 OECD－４
解雇手当 勤続４年 OECD－４
解雇手当 勤続２０年 OECD－４
不当解雇の定義 OECD－４
試用期間 OECD－４
有期雇用契約利用の有効条件 OECD－４
有期雇用契約の最大連続更新回数 OECD－４
有期雇用契約の最長連続累積期間 OECD－４
派遣契約が可能な業務の種類 OECD－４
派遣契約の更新回数の制限 OECD－４
派遣契約の更新回数の制限最長累積派遣期間 OECD－４
集団解雇の定義 OECD－４
追加的な解雇通知要件 OECD－４
追加的な解雇予告期間 OECD－４
その他の使用者へのコスト OECD－４
労働組合組織率 OECD－２
訓練に関する公的支出対GDP比 OECD－２
ジョブローテーション、ジョブシェアリングに関する公的支出対GDP比 OECD－２
雇用助成に関する公的支出対GDP比 OECD－２
雇用創出に関する公的支出対GDP比 OECD－２
新規事業に関する公的支出対GDP比 OECD－２
失業補償に関する公的支出対GDP比 OECD－２
早期退職に関する公的支出対GDP比 OECD－２
雇用者比率（男性） OECD－２
雇用者比率（女性） OECD－２
雇用者比率（男女計） OECD－２
税のくさび（単身者） OECD－２
税のくさび（既婚者） OECD－２
総所得代替率 OECD－５
労使関係 IMD

（３）労働市場

付
注

付注

３２９



指 標 出 所
生徒一人当たり支出対GDP比（中等教育） OECD－６
生徒一人当たり支出対GDP比（高等教育） OECD－６
生徒一人当たり支出対GDP比（全レベル） OECD－６
教育機関に対する支出対GDP比（初等～中等、公的） OECD－６
教育機関に対する支出対GDP比（初等～中等） OECD－６
教育機関に対する支出対GDP比（高等、公的） OECD－６
教育機関に対する支出対GDP比（高等） OECD－６
最終学歴が前期中等教育以下の割合（２５～６４歳） OECD－６
最終学歴が後期中等教育の割合（２５～６４歳） OECD－６
最終学歴が高等教育の割合（２５～６４歳） OECD－６
教育機関に対する支出対GDP比（全レベル） OECD－６
雇用率（前期中等教育以下） OECD－６
雇用率（後期中等教育） OECD－６
雇用率（高等教育） OECD－６
失業率（前期中等教育以下、男） OECD－６
失業率（後期中等教育、男） OECD－６
失業率（高等教育、男） OECD－６
失業率（前期中等教育以下、女） OECD－６
失業率（後期中等教育、女） OECD－６
失業率（高等教育、女） OECD－６
高等教育の分野別卒業者数の割合、教育 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、人文・芸術 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、社会科学・法律 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、科学 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、工学 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、農学 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、医療・福祉 OECD－２
高等教育の分野別卒業者数の割合、サービス OECD－２
従業員訓練 IMD
熟練労働者 IMD
中等教育進学率 IMD
高等教育卒業率 IMD
教員当たり生徒数（初等教育） UNESCO
教員当たり生徒数（中等教育） UNESCO

（４）教育
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指 標 出 所
社会保障関連公的支出対GDP比、高齢者 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、遺族 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、障害者 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、医療 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、家族 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、労働市場 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、失業者 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、その他 OECD－２
社会保障関連公的支出対GDP比、合計 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、高齢者 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、遺族 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、障害者 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、医療 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、家族 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、労働市場 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、失業者 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、その他 OECD－２
社会保障関連公的支出対政府支出比、合計 OECD－２
税収総額対GDP比 OECD－２
所得課税対GDP比 OECD－２
所得課税対税収総額比 OECD－２
個人所得課税対GDP比 OECD－２
個人所得課税対税収総額比 OECD－２
法人所得課税対GDP比 OECD－２
法人所得課税対税収総額比 OECD－２
社会保障負担金対GDP比 OECD－２
社会保障負担金対税収総額比 OECD－２
雇用者の社会保障負担金対GDP比 OECD－２
雇用者の社会保障負担金対税収総額比 OECD－２
雇用主の社会保障負担金対GDP比 OECD－２
雇用主の社会保障負担金対税収総額比 OECD－２
自営業者の社会保障負担金対GDP比 OECD－２
自営業者の社会保障負担金対税収総額比 OECD－２
雇用者及び労働力人口に対する課税対GDP比 OECD－２
雇用者及び労働力人口に対する課税対税収総額比 OECD－２
資産課税対GDP比 OECD－２
資産課税対税収総額比 OECD－２
財・サービスへの課税対GDP比 OECD－２

（５）社会保障

付
注
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財・サービスへの課税対税収総額比 OECD－２
生産・販売への課税対GDP比 OECD－２
生産・販売への課税対税収総額比 OECD－２
一般消費課税対GDP比 OECD－２
一般消費課税対税収総額比 OECD－２
特定の財・サービスへの課税対GDP比 OECD－２
特定の財・サービスへの課税対税収総額比 OECD－２

（備考）出所の詳細については以下の通り。
OECD－１：OECD“OECD Indicators of Product Market Regulation”
OECD－２：OECD“OECD. Stat”
OECD－３：OECD“OECD Science Technology and Industry Outlook”
OECD－４：OECD“OECD Indicators of Employment Protection”
OECD－５：OECD“Pensions at a Glance”
OECD－６：OECD“Education at a Glance”
WDI：World Bank“World Development Indicators”
IMD：IMD“World Competitiveness Database”
UNESCO：UNESCO Institute for Statistics
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１９８７ ３６２，２９６．７ ５．９ ６．１ ６．１ ６．０ ２８１，０９９．８ ４．９ １８７，０９８．９ ３．８ ２，９６５ ２．２
１９８８ ３８７，６８５．６ ７．０ ６．４ ７．０ ６．６ ３０２，７１０．１ ７．７ １９８，４８６．５ ６．１ ３，１６０ ３．３
１９８９ ４１５，８８５．２ ７．３ ４．６ ７．５ ４．６ ３２０，８０２．０ ６．０ ２１３，３０９．１ ７．５ ３，３７８ ４．３
１９９０ ４５１，６８３．０ ８．６ ６．２ ８．４ ５．６ ３４６，８９２．９ ８．１ ２３１，２６１．５ ８．４ ３，６５５ ４．６
１９９１ ４７３，６０７．６ ４．９ ２．３ ４．９ ２．７ ３６８，９３１．６ ６．４ ２４８，３１０．９ ７．４ ３，８１８ ４．１
１９９２ ４８３，２５５．６ ２．０ ０．７ ２．３ １．０ ３６６，００７．２ －０．８ ２５４，８４４．４ ２．６ ３，８８３ ０．５
１９９３ ４８２，６０７．６ －０．１ －０．５ －０．２ －０．４ ３６５，３７６．０ －０．２ ２６０，７０４．４ ２．３ ３，８６５ ０．９
１９９４ ４８９，３７８．８ １．４ １．５ １．３ １．５ ３７０，０１０．９ １．３ ２６５，４５７．６ １．８ ３，９０８ １．２
１９９５ ４９７，７４０．０ １．７ ２．３ １．８ ２．５ ３６８，９３６．７ －０．３ ２７０，０６１．５ １．７ ３，９６５ １．０
１９９６ ５０９，０９５．８ ２．３ ２．９ ２．７ ２．７ ３８０，１６０．９ ３．０ ２７４，３０９．５ １．６ ４，０４７ ０．３
１９９７ ５１３，６１２．９ ０．９ －０．０ １．０ ０．０ ３８２，２９４．５ ０．６ ２７９，６８４．８ ２．０ ４，０７３ １．１
１９９８ ５０３，３２４．１ －２．０ －１．５ －２．０ －１．２ ３６８，９７５．７ －３．５ ２７４，１００．５ －２．０ ３，９８１ －１．３
１９９９ ４９９，５４４．２ －０．８ ０．７ －０．８ ０．４ ３６４，３４０．９ －１．３ ２６９，６２６．０ －１．６ ３，９４４ －１．１
２０００ ５０４，１１８．８ ０．９ ２．６ １．０ ２．３ ３７１，８０３．９ ２．０ ２７１，２６７．１ ０．６ ３，９７２ －０．３
２００１ ４９３，６４４．７ －２．１ －０．８ －１．７ －０．４ ３６１，３３３．５ －２．８ ２６７，９７１．７ －１．２ ３，８８０ －０．９
２００２ ４８９，８７５．２ －０．８ １．１ －０．９ ０．７ ３５５，７６１．０ －１．５ ２６１，１５０．４ －２．５ ３，８４３ －２．１
２００３ ４９３，７４７．５ ０．８ ２．１ ０．９ ２．１ ３５８，０７９．２ ０．７ ２５６，３０４．２ －１．９ ３，８６６ －２．１
２００４ ４９８，４９０．６ １．０ ２．０ １．２ １．６ ３６３，８９７．６ １．６ ２５６，０７３．８ －０．１ ３，９０２ －０．４
２００５ ５０３，１８６．７ ０．９ ２．３ １．５ １．８ ３６５，８７８．３ ０．５ ２５９，６３２．４ １．４ ３，９３９ ０．２
２００６ ５１０，９３７．６ １．５ ２．３ １．８ １．９ ３７５，２２５．８ ２．６ ２６４，３０５．１ １．８ ３，９９９ ０．６
２００７ ５１５，８０４．３ １．０ １．８ １．４ １．２ ３７８，７２９．０ ０．９ ２６３，１８３．４ －０．４ ４，０３８ －１．１
２００８ ４９２，０６５．７ －４．６ －４．１ －４．９ －４．９ ３５１，８８３．４ －７．１ ２６０，７７０．８ －０．９ ３，８５４ －０．９
２００９ ４７４，０３５．５ －３．７ －２．４ －４．０ －１．５ ３３９，２２３．４ －３．６ ２５１，３８５．６ －３．６ ３，７１６ －２．５
２０１０ ４７５，７５７．８ ０．４ ２．３ ０．３ １．１ － － ２５３，７１９．７ ０．９ － ０．７

２０１１年１―３月 １１４，１４１．８ －２．９ －１．０ －２．６ －２．０ － － ５３，９０９．７ ０．４ － －０．１

年度統計
国民経済計算（１/５）

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」により作成。
２．国内総生産は、総額については、１９７９年度（前年度比は１９８０年度）以前は「平成１０年度国民経済計算（平成２年基準・６８SNA）」、１９８０年度（前年度比
は１９８１年度）以降は「平成２３年１―３月期四半期別GDP速報（２次速報値）」による。

３．国民総所得の項目は、１９８０年度以前は国民総生産（GNP）。
４．名目国民所得は、総額は１９７９年度（前年度比は１９８０年度）以前は「平成１０年度国民経済計算（平成２年基準・６８SNA）」に、それ以降は「平成２１年度国
民経済計算（平成１２年基準・９３SNA）」による。

５．名目雇用者報酬及び一人当たり雇用者報酬は、総額は１９７９年度（前年度比は１９８０年度）以前は「平成２年基準改訂国民経済計算（６８SNA）」に基づく名
目雇用者所得を用いている。１９８０年度（前年度比は１９８１年度）以降は「平成２３年１―３月期四半期別GDP速報（２次速報値）」に基づく名目雇用者報酬を
用いている。

６．１人当たり雇用者報酬は、名目雇用者報酬を総務省「労働力調査」の雇用者数で除したもの。ただし、２０１０年度、２０１１年１―３月期の雇用者数は２月まで
の雇用者数の平均値。
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民 間 最 終
消 費 支 出 民 間 住 宅 民 間 企 業

設 備
民間在庫
品増加

政 府 最 終
消 費 支 出

公 的 固 定
資 本 形 成

財貨・サービス
の 輸 出

財貨・サービス
の 輸 入

（実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質）
年度 前年度比 寄与度 前年度比 寄与度 前年度比 寄与度 寄与度 前年度比 寄与度 前年度比 寄与度 前年度比 寄与度 前年度比 寄与度
１９５５ － － － － － － － － － － － － － － －
１９５６ ８．２ ５．４ １１．１ ０．４ ３９．１ １．９ ０．７ －０．４ －０．１ １．０ ０．１ １４．６ ０．５ ３４．３ －１．３
１９５７ ８．２ ５．４ ７．９ ０．３ ２１．５ １．３ ０．５ －０．２ －０．０ １７．４ ０．８ １１．４ ０．４ ８．１ －０．４
１９５８ ６．４ ４．２ １２．３ ０．４ －０．４ －０．０ －０．７ ６．３ １．２ １７．３ ０．９ ３．０ ０．１ －７．９ ０．４
１９５９ ９．６ ６．３ １９．７ ０．７ ３２．６ ２．１ ０．６ ７．７ １．４ １０．８ ０．６ １５．３ ０．５ ２８．０ －１．２
１９６０ １０．３ ６．７ ２２．３ ０．８ ３９．６ ３．１ ０．５ ３．３ ０．６ １５．０ ０．９ １１．８ ０．４ ２０．３ －１．０
１９６１ １０．２ ６．６ １０．６ ０．４ ２３．５ ２．３ １．１ ６．５ １．１ ２７．４ １．６ ６．５ ０．２ ２４．４ －１．３
１９６２ ７．１ ４．５ １４．１ ０．６ ３．５ ０．４ －１．４ ７．６ １．２ ２３．５ １．６ １５．４ ０．５ －３．１ ０．２
１９６３ ９．９ ６．２ ２６．３ １．１ １２．４ １．３ ０．９ ７．４ １．１ １１．６ ０．９ ９．０ ０．３ ２６．５ －１．４
１９６４ ９．５ ６．０ ２０．５ １．０ １４．４ １．５ －０．５ ２．０ ０．３ ５．７ ０．４ ２６．１ ０．９ ７．２ －０．４
１９６５ ６．５ ４．１ １８．９ １．０ －８．４ －０．９ ０．１ ３．３ ０．５ １３．９ １．０ １９．６ ０．８ ６．６ －０．４
１９６６ １０．３ ６．５ ７．５ ０．５ ２４．７ ２．３ ０．２ ４．５ ０．６ １３．３ １．１ １５．０ ０．７ １５．５ －０．９
１９６７ ９．８ ６．１ ２１．５ １．３ ２７．３ ２．９ ０．２ ３．６ ０．５ ９．６ ０．８ ８．４ ０．４ ２１．９ －１．３
１９６８ ９．４ ５．８ １５．９ １．０ ２１．０ ２．６ ０．７ ４．９ ０．６ １３．２ １．１ ２６．１ １．２ １０．５ －０．７
１９６９ ９．８ ５．９ １９．８ １．３ ３０．０ ３．９ －０．１ ３．９ ０．４ ９．５ ０．８ １９．７ １．０ １７．０ －１．１
１９７０ ６．６ ３．９ ９．２ ０．７ １１．７ １．８ １．０ ５．０ ０．５ １５．２ １．２ １７．３ １．０ ２２．３ －１．５
１９７１ ５．９ ３．４ ５．６ ０．４ －４．２ －０．７ －０．８ ４．８ ０．５ ２２．２ １．９ １２．５ ０．８ ２．３ －０．２
１９７２ ９．８ ５．７ ２０．３ １．５ ５．８ ０．８ －０．０ ４．８ ０．５ １２．０ １．２ ５．６ ０．４ １５．１ －１．１
１９７３ ６．０ ３．５ １１．６ ０．９ １３．６ １．９ ０．４ ４．３ ０．４ －７．３ －０．７ ５．５ ０．３ ２２．７ －１．８
１９７４ １．５ ０．９ －１７．３ －１．５ －８．６ －１．３ －０．６ ２．６ ０．３ ０．１ ０．０ ２２．８ １．５ －１．６ ０．１
１９７５ ３．５ ２．１ １２．３ ０．９ －３．８ －０．５ －０．８ １０．８ １．１ ５．６ ０．５ －０．１ －０．０ －７．４ ０．７
１９７６ ３．４ ２．０ ３．３ ０．２ ０．６ ０．１ ０．４ ４．０ ０．４ －０．４ －０．０ １７．３ １．３ ７．９ －０．７
１９７７ ４．１ ２．５ １．８ ０．１ －０．８ －０．１ －０．２ ４．２ ０．４ １３．５ １．２ ９．６ ０．８ ３．３ －０．３
１９７８ ５．９ ３．５ ２．３ ０．２ ８．５ １．０ ０．１ ５．４ ０．６ １３．０ １．２ －３．３ －０．３ １０．８ －０．９
１９７９ ５．４ ３．２ ０．４ ０．０ １０．７ １．３ ０．２ ３．６ ０．４ －１．８ －０．２ １０．６ ０．９ ６．１ －０．５
１９８０ ０．７ ０．４ －９．９ －０．７ ７．５ １．０ ０．０ ３．３ ０．３ －１．７ －０．２ １４．４ １．２ －６．３ ０．６
１９８１ ２．４ １．３ －２．０ －０．１ ３．８ ０．６ －０．０ ５．８ ０．８ １．０ ０．１ １２．６ １．７ ４．０ －０．６
１９８２ ４．６ ２．５ １．１ ０．１ １．４ ０．２ －０．６ ４．２ ０．６ －２．１ －０．２ －０．４ －０．１ －４．８ ０．７
１９８３ ３．０ １．７ －８．４ －０．５ １．９ ０．３ ０．２ ５．６ ０．８ －１．０ －０．１ ８．６ １．２ １．７ －０．２
１９８４ ３．０ １．７ －０．１ －０．０ １２．３ １．８ ０．１ ２．５ ０．４ －２．２ －０．２ １３．５ １．９ ８．１ －１．０
１９８５ ４．４ ２．４ ３．５ ０．２ １５．１ ２．４ １．０ １．８ ０．３ －４．９ －０．４ ２．５ ０．４ －４．４ ０．５
１９８６ ３．６ １．９ ９．４ ０．４ ５．０ ０．８ －１．２ ３．８ ０．５ ４．７ ０．３ －４．３ －０．６ ７．１ －０．７
１９８７ ４．８ ２．６ ２４．３ １．１ ８．２ １．３ ０．７ ３．９ ０．６ ８．０ ０．５ １．０ ０．１ １２．３ －０．９
１９８８ ５．３ ２．９ ５．８ ０．３ １９．９ ３．３ －０．２ ３．６ ０．５ ０．７ ０．１ ８．７ ０．９ １８．９ －１．４
１９８９ ４．１ ２．２ －１．４ －０．１ １０．７ ２．０ ０．３ ２．８ ０．４ １．９ ０．１ ８．５ ０．８ １５．０ －１．２
１９９０ ５．４ ２．８ ５．５ ０．３ １１．５ ２．２ －０．２ ３．８ ０．５ ４．３ ０．３ ６．７ ０．７ ５．４ －０．５
１９９１ ２．２ １．２ －９．２ －０．５ －０．４ －０．１ ０．３ ３．６ ０．５ ５．７ ０．４ ５．２ ０．５ －０．６ ０．１
１９９２ １．３ ０．７ －３．０ －０．１ －６．１ －１．２ －０．７ ２．８ ０．４ １７．３ １．１ ３．７ ０．４ －２．１ ０．２
１９９３ １．４ ０．７ ３．７ ０．２ －１２．９ －２．３ －０．１ ３．３ ０．５ ９．１ ０．７ －０．６ －０．１ ０．４ －０．０
１９９４ ２．１ １．２ ７．２ ０．４ －１．９ －０．３ ０．０ ３．５ ０．５ －１．６ －０．１ ４．９ ０．４ ９．８ －０．７
１９９５ ２．２ １．２ －５．６ －０．３ ３．１ ０．５ ０．４ ３．９ ０．６ ７．５ ０．６ ４．４ ０．４ １５．９ －１．１
１９９６ ２．７ １．５ １３．３ ０．６ ５．７ ０．８ ０．１ １．７ ０．３ －２．９ －０．２ ７．４ ０．７ １０．３ －０．８
１９９７ －１．１ －０．６ －１８．９ －１．０ ４．０ ０．６ ０．３ ０．８ ０．１ －６．３ －０．５ ８．８ ０．９ －２．０ ０．２
１９９８ ０．３ ０．１ －１０．６ －０．５ －８．２ －１．３ －０．６ ２．６ ０．４ １．５ ０．１ －３．９ －０．４ －６．７ ０．６
１９９９ １．１ ０．６ ３．５ ０．１ －０．６ －０．１ －０．６ ４．１ ０．６ －０．６ －０．０ ６．０ ０．６ ６．７ －０．６
２０００ ０．７ ０．４ －０．１ －０．０ ７．２ １．０ ０．８ ４．３ ０．７ －７．６ －０．６ ９．５ １．０ ９．７ －０．９
２００１ １．４ ０．８ －７．７ －０．３ －２．４ －０．３ －０．５ ２．８ ０．５ －４．７ －０．３ －７．９ －０．９ －３．４ ０．３
２００２ １．２ ０．７ －２．２ －０．１ －２．９ －０．４ ０．１ ２．１ ０．４ －５．４ －０．４ １１．５ １．２ ４．８ －０．５
２００３ ０．６ ０．４ －０．２ －０．０ ６．１ ０．８ ０．３ ２．６ ０．５ －９．５ －０．６ ９．８ １．１ ３．０ －０．３
２００４ １．２ ０．７ １．７ ０．１ ６．８ ０．９ ０．１ １．７ ０．３ －１２．７ －０．７ １１．４ １．４ ８．５ －０．９
２００５ １．８ １．０ －１．２ －０．０ ６．２ ０．９ ０．０ ０．８ ０．１ －５．６ －０．３ ９．０ １．２ ５．８ －０．７
２００６ １．４ ０．８ －０．２ －０．０ ４．７ ０．７ ０．２ １．１ ０．２ －８．８ －０．４ ８．３ １．２ ３．１ －０．４
２００７ １．４ ０．８ －１３．５ －０．５ ０．８ ０．１ ０．１ １．５ ０．３ －６．４ －０．３ ９．３ １．５ １．９ －０．３
２００８ －２．２ －１．２ －３．６ －０．１ －６．９ －１．１ －０．３ ０．２ ０．０ －６．８ －０．３ －１０．４ －１．８ －４．２ ０．７
２００９ －０．０ －０．０ －１８．２ －０．６ －１３．６ －２．１ －１．１ ３．５ ０．７ １４．２ ０．６ －９．６ －１．５ －１１．０ １．８
２０１０ ０．８ ０．５ －０．２ －０．０ ４．３ ０．５ ０．５ ２．３ ０．４ －１０．０ －０．５ １７．０ ２．３ １１．０ －１．４

２０１１年１―３月 －１．０ －０．６ ５．３ ０．１ ２．２ ０．３ －０．３ ２．８ ０．５ －１４．１ －０．８ ６．４ ０．９ ８．７ －１．２

国民経済計算（２/５）

（備考）１．内閣府「国民経済計算」による。
２．各項目とも、１９８０年度以前は「平成１０年度国民経済計算（平成２年基準・６８SNA）」、１９８１年度以降は「平成２３年１―３月期四半期別GDP速報（２次速報
値）」に基づく。

３．寄与度については、１９８０年度以前は次式により算出した。
寄与度＝（当年度の実数－前年度の実数）／（前年度の国内総支出（GDP）の実数）×１００
１９８１年度以降は次式により算出した。

％⊿i，（t－１）→t＝１００・ Pi,t－１qi,t－１

Σ
i
Pi,t－１qi,t－１

・
qi,t

qi,t－１
－１

ただし、Pi,t：t 年度の下位項目デフレーター，qi,t：t 年度の下位項目数量指数

３４４



国内総生産（GDP） 国民総所得（GNI） 国 民 所 得
名 目 実 質 名 目 実 質 名目国民所得 名目雇用者報酬 １人当たり

GDP
１人当たり
雇用者報酬総 額 前年比 前年比 前年比 前年比 総 額 前年比 総 額 前年比

暦年 １０億円 ％ ％ ％ ％ １０億円 ％ １０億円 ％ 千円 前年比％
１９５５ ８，４６２．３ － － － － ６，７７２．０ － ３，４５６．０ － ９４ －
１９５６ ９，５２６．７ １２．６ ７．５ １２．５ ７．４ ７，５８７．４ １２．０ ３，９７３．５ １５．０ １０５ ７．５
１９５７ １０，９７８．７ １５．２ ７．８ １５．１ ７．７ ８，７９０．１ １５．９ ４，４８０．９ １２．８ １２０ ５．８
１９５８ １１，６６６．２ ６．３ ６．２ ６．２ ６．１ ９，１８８．０ ４．５ ４，９５２．１ １０．５ １２６ ６．２
１９５９ １３，３３６．５ １４．３ ９．４ １４．２ ９．３ １０，５２８．７ １４．６ ５，５９０．８ １２．９ １４３ ７．８
１９６０ １６，１８７．２ ２１．４ １３．１ ２１．３ １３．０ １２，９１２．０ ２２．６ ６，４８３．１ １６．０ １７２ １０．５
１９６１ １９，５５０．９ ２０．８ １１．９ ２０．７ １１．８ １５，５７２．３ ２０．６ ７，６７０．２ １８．３ ２０６ １３．４
１９６２ ２２，１８６．０ １３．５ ８．６ １３．４ ８．６ １７，４９９．２ １２．４ ９，１５１．７ １９．３ ２３１ １３．９
１９６３ ２５，３９１．６ １４．４ ８．８ １４．４ ８．７ ２０，１９１．９ １５．４ １０，６７２．５ １６．６ ２６２ １２．９
１９６４ ２９，８６８．８ １７．６ １１．２ １７．５ １１．１ ２３，３７７．０ １５．８ １２，４７５．８ １６．９ ３０５ １２．８
１９６５ ３３，２３０．４ １１．３ ５．７ １１．３ ５．７ ２６，０６５．４ １１．５ １４，５２８．２ １６．５ ３３６ １１．０
１９６６ ３８，５９３．２ １６．１ １０．２ １６．２ １０．３ ３０，３９６．１ １６．６ １６，８１１．９ １５．７ ３８６ １１．２
１９６７ ４５，２２６．４ １７．２ １１．１ １７．２ １１．１ ３６，００５．３ １８．５ １９，３２０．１ １４．９ ４４８ １１．６
１９６８ ５３，５６２．２ １８．４ １１．９ １８．４ １１．９ ４２，４７９．３ １８．０ ２２，５１４．０ １６．５ ５２５ １４．５
１９６９ ６２，９１８．８ １７．５ １２．０ １７．５ １２．０ ４９，９３８．３ １７．６ ２６，５００．７ １７．７ ６０９ １５．０
１９７０ ７４，１５８．１ １７．９ １０．３ １７．９ １０．３ ５９，１５２．７ １８．５ ３１，９４２．２ ２０．５ ７０８ １５．９
１９７１ ８１，５９６．０ １０．０ ４．４ １０．１ ４．５ ６４，６４５．１ ９．３ ３７，８６７．７ １８．６ ７６４ １４．６
１９７２ ９３，４１８．８ １４．５ ８．４ １４．７ ８．６ ７４，６０１．０ １５．４ ４４，０６９．３ １６．４ ８６２ １４．２
１９７３ １１３，７４５．４ ２１．８ ８．０ ２１．８ ８．１ ９１，８２３．１ ２３．１ ５５，２３５．８ ２５．３ １，０３５ ２１．０
１９７４ １３５，７３２．１ １９．３ －１．２ １９．１ －１．４ １０９，０６０．８ １８．８ ７０，０８７．７ ２６．９ １，２１９ ２５．７
１９７５ １４９，９７１．６ １０．５ ３．１ １０．６ ３．２ １２１，０２５．９ １１．０ ８１，６７８．２ １６．５ １，３３０ １６．２
１９７６ １６８，４２０．１ １２．３ ４．０ １２．３ ４．０ １３７，１１９．６ １３．３ ９２，１２０．９ １２．８ １，４７８ １１．１
１９７７ １８７，６８０．０ １１．４ ４．４ １１．５ ４．４ １５１，３９５．２ １０．４ １０２，８９６．８ １１．７ １，６３１ １０．１
１９７８ ２０６，６７０．３ １０．１ ５．３ １０．２ ５．４ １６７，５７１．７ １０．７ １１１，１６３．６ ８．０ １，７８０ ７．４
１９７９ ２２４，００２．９ ８．４ ５．５ ８．５ ５．６ １８０，７０７．３ ７．８ １２０，１２０．３ ８．１ １，９１２ ６．０
１９８０ ２４２，８３８．７ ８．４ ２．８ ８．２ ２．７ １９６，７５０．２ ８．０ １２９，４９７．８ ８．５ ２，０７９ ５．７
１９８１ ２６１，０６８．２ ７．５ ４．２ ７．３ ４．１ ２０９，０４７．２ ６．３ １４０，２１９．９ ８．３ ２，２１９ ６．５
１９８２ ２７４，０８６．６ ５．０ ３．４ ５．２ ３．５ ２１９，３２７．２ ４．９ １４８，１７２．１ ５．７ ２，３１４ ４．１
１９８３ ２８５，０５８．３ ４．０ ３．１ ４．１ ３．２ ２２７，６６６．８ ３．８ １５５，７８２．０ ５．１ ２，３９０ ２．４
１９８４ ３０２，９７４．９ ６．３ ４．５ ６．４ ４．６ ２４０，７８６．９ ５．８ １６４，３４２．６ ５．５ ２，５２４ ４．１
１９８５ ３２５，４０１．９ ７．４ ６．３ ７．６ ６．６ ２５６，３３８．４ ６．５ １７１，８８７．９ ４．６ ２，６９３ ３．４
１９８６ ３４０，５５９．５ ４．７ ２．８ ４．６ ４．５ ２６７，２１７．４ ４．２ １７９，１６３．３ ４．２ ２，８０５ ２．６
１９８７ ３５４，１７０．２ ４．０ ４．１ ４．２ ４．３ ２７６，７２９．３ ３．６ １８５，４００．９ ３．５ ２，９０１ ２．３
１９８８ ３８０，７４２．９ ７．５ ７．１ ７．５ ７．３ ２９６，２２８．２ ７．０ １９６，１８２．１ ５．８ ３，１０７ ３．３
１９８９ ４１０，１２２．２ ７．７ ５．４ ７．８ ５．４ ３１６，００２．５ ６．７ ２１０，２０３．２ ７．１ ３，３３３ ３．９
１９９０ ４４２，７８１．０ ８．０ ５．６ ７．９ ５．１ ３３９，４４１．１ ７．４ ２２７，３４２．６ ８．２ ３，５８７ ４．７
１９９１ ４６９，４２１．８ ６．０ ３．３ ６．０ ３．５ ３６３，３７５．７ ７．１ ２４５，５９５．０ ８．０ ３，７８７ ４．４
１９９２ ４８０，７８２．８ ２．４ ０．８ ２．６ １．１ ３６６，１７９．６ ０．８ ２５３，５７８．４ ３．３ ３，８６６ ０．９
１９９３ ４８３，７１１．８ ０．６ ０．２ ０．６ ０．３ ３６６，９７５．１ ０．２ ２５９，０７５．４ ２．２ ３，８７７ ０．５
１９９４ ４８８，４５０．３ １．０ ０．９ ０．９ ０．９ ３６７，２４３．０ ０．１ ２６４，１９３．０ ２．０ ３，９０３ １．３
１９９５ ４９５，１６５．５ １．４ １．９ １．４ ２．０ ３６８，７１２．３ ０．４ ２６８，９６７．７ １．８ ３，９４７ １．３
１９９６ ５０５，０１１．８ ２．０ ２．６ ２．３ ２．６ ３７６，９９９．８ ２．２ ２７２，６２８．５ １．４ ４，０１６ ０．２
１９９７ ５１５，６４４．１ ２．１ １．６ ２．３ １．４ ３８５，１３５．３ ２．２ ２７８，９５３．７ ２．３ ４，０９２ １．０
１９９８ ５０４，９０５．４ －２．１ －２．０ －２．０ －１．７ ３７１，６９０．８ －３．５ ２７５，２６６．４ －１．３ ３，９９６ －０．９
１９９９ ４９７，６２８．６ －１．４ －０．１ －１．５ －０．３ ３６７，４３２．２ －１．１ ２６９，７６４．８ －２．０ ３，９３１ －１．３
２０００ ５０２，９８９．９ １．１ ２．９ １．１ ２．３ ３６９，５２４．７ ０．６ ２７１，０７５．３ ０．５ ３，９６５ ０．０
２００１ ４９７，７１９．７ －１．０ ０．２ －０．７ ０．６ ３６１，４９３．３ －２．２ ２６９，１２７．６ －０．７ ３，９１４ －１．０
２００２ ４９１，３１２．２ －１．３ ０．３ －１．３ ０．２ ３５８，６７０．１ －０．８ ２６２，５３６．１ －２．４ ３，８５６ －１．８
２００３ ４９０，２９４．０ －０．２ １．４ －０．１ １．２ ３５６，９４６．０ －０．５ ２５８，６７６．８ －１．５ ３，８４０ －１．５
２００４ ４９８，３２８．４ １．６ ２．７ １．８ ２．４ ３６０，３９９．０ １．０ ２５６，４６５．５ －０．９ ３，９０１ －１．２
２００５ ５０１，７３４．４ ０．７ １．９ １．１ １．５ ３６８，４７０．６ ２．２ ２５８，５７５．８ ０．８ ３，９２８ ０．１
２００６ ５０７，３６４．８ １．１ ２．０ １．６ １．５ ３７０，７０８．９ ０．６ ２６３，７２７．１ ２．０ ３，９７１ ０．５
２００７ ５１５，５２０．４ １．６ ２．４ ２．１ ２．２ ３７８，９０４．０ ２．２ ２６２，１４４．８ －０．６ ４，０３５ －１．５
２００８ ５０４，３７７．６ －２．２ －１．２ －２．２ －２．７ ３６５，７４８．５ －３．５ ２６２，６４８．０ ０．２ ３，９５０ ０．２
２００９ ４７０，９３６．７ －６．６ －６．３ －７．２ －４．７ ３３６，２７２．２ －８．１ ２５１，４９２．１ －４．２ ３，６９１ －３．１
２０１０ ４７９，１７５．７ １．７ ４．０ １．６ ２．６ － － ２５３，４８８．４ ０．８ － ０．８

２０１１年１―３月 １１４，１４１．８ －２．９ －１．０ －２．６ －２．０ － － ５３，９０９．７ ０．４ － －０．１

暦年統計
国民経済計算（３/５）

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」により作成。
２．国内総生産は、総額については、１９７９年（前年比は１９８０年）以前は「平成１０年度国民経済計算（平成２年基準・６８SNA）」、１９８０年（前年比は１９８１年）
以降は「平成２３年１―３月期四半期別GDP速報（２次速報値）」による。

３．国民総所得の項目は、１９８０年以前は国民総生産（GNP）。
４．名目国民所得は、総額は１９７９年（前年比は１９８０年）以前は「平成１０年度国民経済計算（平成２年基準・６８SNA）」に、それ以降は「平成２１年度国民経済
計算（平成１２年基準・９３SNA）」による。

５．名目雇用者報酬及び一人当たり雇用者報酬は、総額は１９７９年（前年比は１９８０年）以前は「平成２年基準改訂国民経済計算（６８SNA）」に基づく名目雇用
者所得を用いている。１９８０年（前年比は１９８１年）以降は「平成２３年１―３月期四半期別GDP速報（２次速報値）」に基づく名目雇用者報酬を用いている。

６．１人当たり雇用者報酬は、名目雇用者報酬を総務省「労働力調査」の雇用者数で除したもの。ただし、２０１１年１―３月期の雇用者数は１、２月の雇用者数
の平均値。
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３４５



民 間 最 終
消 費 支 出 民 間 住 宅 民 間 企 業

設 備
民間在庫
品増加

政 府 最 終
消 費 支 出

公 的 固 定
資 本 形 成

財貨・サービス
の 輸 出

財貨・サービス
の 輸 入

（実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質） （実質）
暦年 前年比 寄与度 前年比 寄与度 前年比 寄与度 寄与度 前年比 寄与度 前年比 寄与度 前年比 寄与度 前年比 寄与度
１９５５ － － － － － － － － － － － － － － －
１９５６ ８．９ ５．８ １１．４ ０．４ ３７．９ １．７ ０．７ －０．２ －０．０ －１．５ －０．１ １７．４ ０．５ ２６．９ －１．０
１９５７ ８．１ ５．４ ６．８ ０．２ ２７．５ １．６ １．２ －０．４ －０．１ １０．３ ０．５ １１．４ ０．４ ２２．８ －１．０
１９５８ ６．３ ４．２ １４．０ ０．５ －０．６ ０．０ －１．３ ４．６ ０．９ １７．７ ０．９ ５．２ ０．２ －１３．４ ０．７
１９５９ ８．４ ５．５ ９．９ ０．４ ２３．１ １．５ ０．５ ７．５ １．４ １１．８ ０．７ １３．０ ０．５ ２２．８ －１．０
１９６０ １１．０ ７．３ ２７．９ １．０ ４４．４ ３．２ ０．５ ４．４ ０．８ １５．０ ０．８ １２．８ ０．５ ２３．１ －１．１
１９６１ １０．４ ６．７ １２．８ ０．５ ２７．８ ２．６ １．２ ５．４ ０．９ ２２．８ １．３ ５．３ ０．２ ２６．４ －１．４
１９６２ ７．５ ４．８ １５．６ ０．６ ６．２ ０．７ －１．０ ７．５ １．２ ２８．２ １．８ １７．２ ０．６ －１．２ ０．１
１９６３ ８．８ ５．５ １８．３ ０．８ ８．３ ０．９ ０．２ ７．６ １．２ １３．９ １．０ ７．０ ０．３ １９．６ －１．０
１９６４ １０．８ ６．８ ２５．６ １．２ １７．９ １．９ ０．３ ３．０ ０．５ ６．３ ０．５ ２１．６ ０．８ １３．６ －０．８
１９６５ ５．８ ３．６ ２０．７ １．１ －５．７ －０．６ －０．４ ３．１ ０．４ １０．０ ０．７ ２３．８ ０．９ ５．６ －０．３
１９６６ １０．０ ６．３ ６．０ ０．４ １４．５ １．４ －０．１ ４．５ ０．６ １９．２ １．５ １６．９ ０．８ １２．２ －０．７
１９６７ １０．４ ６．５ １９．２ １．１ ２８．６ ２．９ ０．６ ３．４ ０．４ ３．８ ０．３ ６．８ ０．３ ２２．７ －１．４
１９６８ ８．５ ５．３ １９．５ １．２ ２３．４ ２．８ ０．４ ４．７ ０．６ １６．３ １．３ ２３．９ １．１ １２．１ －０．８
１９６９ １０．３ ６．３ １６．７ １．１ ２５．６ ３．３ ０．０ ４．１ ０．５ ９．６ ０．８ ２０．８ １．１ １３．７ －０．９
１９７０ ７．４ ４．４ １３．３ ０．９ １９．３ ２．８ １．３ ４．８ ０．５ １３．８ １．１ １７．５ １．０ ２２．６ －１．５
１９７１ ５．５ ３．２ ４．７ ０．３ －２．５ －０．４ －０．８ ４．９ ０．５ １８．６ １．５ １６．０ １．０ ７．０ －０．５
１９７２ ９．０ ５．３ １８．０ １．３ ２．３ ０．３ －０．１ ５．０ ０．５ １６．２ １．５ ４．１ ０．３ １０．５ －０．８
１９７３ ８．８ ５．２ １５．３ １．２ １４．２ ２．０ ０．２ ５．４ ０．５ ４．９ ０．５ ５．２ ０．３ ２４．３ －１．９
１９７４ －０．１ －０．０ －１２．３ －１．０ －４．２ －０．６ ０．５ －０．４ －０．０ －１１．８ －１．１ ２３．１ １．４ ４．２ －０．４
１９７５ ４．４ ２．６ １．２ ０．１ －６．０ －０．９ －１．６ １２．６ １．２ ６．４ ０．６ －１．０ －０．１ －１０．３ １．０
１９７６ ２．９ １．８ ８．７ ０．６ －０．１ －０．０ ０．２ ４．２ ０．４ ２．５ ０．２ １６．６ １．２ ６．７ －０．６
１９７７ ４．０ ２．４ ０．５ ０．０ －０．５ －０．１ ０．０ ４．２ ０．４ ９．５ ０．８ １１．７ １．０ ４．１ －０．３
１９７８ ５．３ ３．２ ５．６ ０．４ ４．５ ０．５ －０．１ ５．２ ０．５ １４．２ １．３ －０．３ －０．０ ６．９ －０．６
１９７９ ６．５ ３．９ －０．９ －０．１ １２．８ １．５ ０．３ ４．２ ０．４ ２．７ ０．３ ４．３ ０．４ １２．９ －１．１
１９８０ １．１ ０．６ －９．２ －０．６ ７．９ １．０ －０．０ ３．１ ０．３ －４．８ －０．５ １７．０ １．４ －７．８ ０．７
１９８１ １．８ １．０ －２．７ －０．２ ４．５ ０．７ －０．１ ５．５ ０．８ ３．９ ０．４ １３．３ １．８ ２．１ －０．３
１９８２ ４．６ ２．５ －１．２ －０．１ ２．０ ０．３ －０．０ ４．５ ０．６ －２．９ －０．３ １．４ ０．２ －０．７ ０．１
１９８３ ３．３ １．８ －４．８ －０．３ －０．２ －０．０ －０．４ ５．７ ０．８ －１．２ －０．１ ５．０ ０．７ －３．４ ０．５
１９８４ ２．９ １．６ －２．６ －０．１ ９．６ １．４ ０．１ ３．４ ０．５ －０．９ －０．１ １５．３ ２．１ １０．５ －１．３
１９８５ ４．１ ２．３ ２．８ ０．１ １７．９ ２．７ ０．９ １．４ ０．２ －７．０ －０．５ ５．３ ０．８ －２．７ ０．３
１９８６ ３．７ ２．０ ６．９ ０．３ ５．９ １．０ －０．５ ３．４ ０．５ ３．９ ０．３ －５．１ －０．７ ３．８ －０．４
１９８７ ４．４ ２．４ ２０．５ ０．９ ５．６ ０．９ －０．２ ３．９ ０．５ ５．１ ０．３ －０．１ －０．０ ９．０ －０．７
１９８８ ５．１ ２．８ １３．０ ０．７ １６．６ ２．７ ０．６ ３．９ ０．６ ５．５ ０．４ ６．７ ０．７ １８．７ －１．３
１９８９ ４．８ ２．６ －１．２ －０．１ １６．２ ２．９ －０．０ ２．９ ０．４ －０．４ －０．０ ９．５ ０．９ １８．０ －１．４
１９９０ ５．２ ２．８ ４．１ ０．２ ９．５ １．８ －０．２ ３．３ ０．４ ６．２ ０．４ ７．２ ０．７ ８．１ －０．７
１９９１ ２．２ １．２ －５．３ －０．３ ４．７ ０．９ ０．２ ４．１ ０．５ ２．６ ０．２ ５．２ ０．５ －１．１ ０．１
１９９２ ２．１ １．１ －５．７ －０．３ －７．４ －１．５ －０．５ ２．７ ０．４ １６．３ １．１ ４．４ ０．４ －１．１ ０．１
１９９３ １．０ ０．５ １．５ ０．１ －９．６ －１．８ －０．２ ３．２ ０．４ １１．６ ０．９ ０．４ ０．０ －１．３ ０．１
１９９４ ２．３ １．２ ７．６ ０．４ －５．８ －０．９ －０．２ ３．５ ０．５ １．５ ０．１ ３．９ ０．４ ８．２ －０．６
１９９５ １．９ １．０ －４．８ －０．２ ３．０ ０．５ ０．６ ４．０ ０．６ ０．７ ０．１ ４．２ ０．４ １４．２ －１．０
１９９６ ２．５ １．４ １１．８ ０．６ １．６ ０．２ ０．１ ２．３ ０．３ ５．７ ０．５ ５．９ ０．５ １３．４ －１．０
１９９７ ０．７ ０．４ －１２．１ －０．６ ８．４ １．２ ０．１ ０．８ ０．１ －７．７ －０．６ １１．１ １．１ ０．５ －０．０
１９９８ －０．９ －０．５ －１４．３ －０．７ －６．５ －１．０ －０．２ １．８ ０．３ －４．２ －０．３ －２．７ －０．３ －６．８ ０．７
１９９９ １．０ ０．６ ０．２ ０．０ －４．３ －０．６ －１．０ ４．２ ０．７ ５．７ ０．４ １．９ ０．２ ３．６ －０．３
２０００ ０．７ ０．４ ０．９ ０．０ ７．５ １．０ ０．９ ４．３ ０．７ －１０．０ －０．８ １２．７ １．３ ９．２ －０．８
２００１ １．６ ０．９ －５．３ －０．２ １．３ ０．２ －０．２ ３．０ ０．５ －３．０ －０．２ －６．９ －０．８ ０．６ －０．１
２００２ １．１ ０．６ －４．０ －０．２ －５．２ －０．７ －０．３ ２．４ ０．４ －４．８ －０．３ ７．５ ０．８ ０．９ －０．１
２００３ ０．４ ０．２ －１．０ －０．０ ４．４ ０．６ ０．２ ２．３ ０．４ －１０．８ －０．７ ９．２ １．０ ３．９ －０．４
２００４ １．６ ０．９ １．９ ０．１ ５．６ ０．８ ０．３ １．９ ０．３ －９．０ －０．５ １３．９ １．７ ８．１ －０．８
２００５ １．３ ０．８ －１．５ －０．１ ９．２ １．３ －０．１ １．６ ０．３ －１０．１ －０．５ ７．０ ０．９ ５．８ －０．７
２００６ １．５ ０．９ ０．５ ０．０ ２．３ ０．３ ０．２ ０．４ ０．１ －５．７ －０．３ ９．７ １．４ ４．２ －０．５
２００７ １．６ ０．９ －９．６ －０．４ ２．６ ０．４ ０．３ １．５ ０．３ －７．４ －０．３ ８．４ １．４ １．６ －０．２
２００８ －０．７ －０．４ －８．０ －０．３ －１．４ －０．２ －０．２ ０．５ ０．１ －８．６ －０．３ １．６ ０．３ ０．４ －０．１
２００９ －１．９ －１．１ －１４．０ －０．５ －１６．７ －２．７ －１．５ ３．０ ０．６ １０．４ ０．４ －２３．９ －４．２ －１５．３ ２．７
２０１０ １．８ １．１ －６．３ －０．２ ２．１ ０．３ ０．６ ２．２ ０．４ －３．４ －０．２ ２３．９ ３．０ ９．８ －１．２

２０１１年１―３月 －１．０ －０．６ ５．３ ０．１ ２．２ ０．３ －０．３ ２．８ ０．５ －１４．１ －０．８ ６．４ ０．９ ８．７ －１．２

国民経済計算（４/５）

（備考）１．内閣府「国民経済計算」による。
２．各項目とも、１９８０年度以前は「平成１０年度国民経済計算（平成２年基準・６８SNA）」、１９８１年度以降は「平成２３年１―３月期四半期別GDP速報（２次速報
値）」に基づく。

３．寄与度については、１９８０年度以前は次式により算出した。
寄与度＝（当年度の実数－前年度の実数）／（前年度の国内総支出（GDP）の実数）×１００
１９８１年度以降は次式により算出した。

％⊿i，（t－１）→t＝１００・ Pi,t－１qi,t－１

Σ
i
Pi,t－１qi,t－１

・
qi,t

qi,t－１
－１

ただし、Pi,t：t 年度の下位項目デフレーター，qi,t：t 年度の下位項目数量指数
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国 民 総 生 産 国 富構成比 ％

年 末 １０億円 名目GDP
比 率

実物資産
（除土地等） 土地等 金融資産 １０億円 名目GDP

比 率
１９５５ ５１，４２２．０ ６．０８ ３２．６ ３０．６ ３６．８ ３２，７０４．７ ３．８６
１９５６ ６０，３２２．２ ６．３３ ３１．８ ２９．８ ３８．４ ３７，１０３．０ ３．８９
１９５７ ６８，２４４．２ ６．２２ ２９．８ ２９．９ ４０．３ ４０，４８１．３ ３．６９
１９５８ ７６，１９３．１ ６．５３ ２７．０ ３０．６ ４２．４ ４３，７５２．０ ３．７５
１９５９ ８９，１３１．９ ６．６８ ２５．５ ３０．２ ４４．４ ４９，５８４．９ ３．７２
１９６０ １０７，８４０．０ ６．６６ ２３．７ ３１．７ ４４．６ ５９，８１９．６ ３．７０
１９６１ １３３，２８３．４ ６．８２ ２３．５ ３１．０ ４５．６ ７２，２９７．０ ３．７０
１９６２ １５６，３５７．７ ７．０５ ２２．３ ３１．３ ４６．４ ８３，４６１．１ ３．７６
１９６３ １８３，２７０．６ ７．２２ ２１．８ ２９．３ ４８．９ ９２，９２３．６ ３．６６
１９６４ ２１３，８７０．８ ７．１６ ２１．５ ２９．１ ４９．４ １０７，２９２．４ ３．５９
１９６５ ２４１，５７０．７ ７．２７ ２１．２ ２７．９ ５０．９ １１８，０２８．４ ３．５５
１９６６ ２８０，６４８．７ ７．２７ ２１．２ ２７．８ ５１．０ １３７，２１２．２ ３．５６
１９６７ ３３３，６９４．７ ７．３８ ２１．０ ２８．２ ５０．８ １６３，８４２．２ ３．６２
１９６８ ３９４，５６６．２ ７．３７ ２０．７ ２９．４ ４９．９ １９７，６７１．５ ３．６９
１９６９ ４７６，２１１．０ ７．５７ ２０．６ ３０．０ ４９．４ ２４１，５７９．４ ３．８４

４９９，４０８．６ ７．９４ １９．６ ２８．６ ５１．７ ２４１，６８２．８ ３．８４
１９７０ ５９０，５７３．４ ７．９６ ２０．５ ２９．４ ５０．１ ２９６，４６７．３ ４．００
１９７１ ７０２，４４５．３ ８．６１ ２０．０ ２９．８ ５０．２ ３５２，８５９．８ ４．３２
１９７２ ９３２，８１０．６ ９．９９ １８．８ ３１．５ ４９．７ ４７３，３７９．９ ５．０７
１９７３ １，１７８，２５４．６ １０．３６ ２０．６ ３２．０ ４７．４ ６２４，０７２．１ ５．４９
１９７４ １，３００，９０５．２ ９．５８ ２３．４ ２９．１ ４７．５ ６８５，７２３．９ ５．０５
１９７５ １，４３８，８００．４ ９．５９ ２３．１ ２８．１ ４８．７ ７３９，５８５．８ ４．９３
１９７６ １，６２７，９３３．８ ９．６７ ２３．３ ２６．６ ５０．１ ８１４，９０６．７ ４．８４
１９７７ １，７８１，９１６．０ ９．４９ ２３．２ ２６．０ ５０．８ ８８３，５０５．２ ４．７１
１９７８ ２，０３１，８９８．０ ９．８３ ２２．３ ２５．９ ５１．７ ９８９，２８９．６ ４．７９
１９７９ ２，３３５，４５５．９ １０．４３ ２２．７ ２７．０ ５０．３ １，１６６，０３５．８ ５．２１
１９８０ ２，６４２，１９４．０ １０．８８ ２２．４ ２８．２ ４９．４ １，３３９，６１４．４ ５．５２

２，８６４，２７６．８ １１．７９ ２１．２ ２６．１ ５２．７ １，３６３，００８．４ ５．６１
１９８１ ３，１６０，３７２．８ １２．１１ ２０．０ ２６．７ ５３．３ １，４８４，７２０．７ ５．６９
１９８２ ３，４１６，３２４．６ １２．４６ １９．３ ２６．５ ５４．２ １，５７５，４５２．３ ５．７５
１９８３ ３，６９９，８９９．５ １２．９８ １８．２ ２５．５ ５６．３ １，６２９，３７８．０ ５．７２
１９８４ ４，００６，９９３．９ １３．２３ １７．５ ２４．４ ５８．１ １，６９９，３８１．１ ５．６１
１９８５ ４，３７７，４９１．７ １３．４５ １６．５ ２４．３ ５９．２ １，８１１，０１９．５ ５．５７
１９８６ ５，０９４，２６０．６ １４．９６ １４．４ ２６．３ ５９．３ ２，１１３，９１３．１ ６．２１
１９８７ ５，９６２，６８９．６ １６．８４ １３．０ ２９．４ ５７．６ ２，５７９，６６２．１ ７．２８
１９８８ ６，７１６，３２９．３ １７．６４ １２．２ ２８．９ ５８．９ ２，８３６，７２６．９ ７．４５
１９８９ ７，７１０，４１８．９ １８．８０ １１．９ ２９．４ ５８．７ ３，２３１，０６２．４ ７．８８
１９９０ ７，９３６，５４７．０ １７．９２ １２．６ ３１．２ ５６．１ ３，５３１，４６７．２ ７．９８
１９９１ ７，９８７，０８５．８ １７．０１ １３．４ ２８．７ ５７．８ ３，４２２，７４６．４ ７．２９
１９９２ ７，８０４，３９８．３ １６．２３ １４．３ ２６．６ ５９．１ ３，２６５，５１５．１ ６．７９
１９９３ ７，９０３，０７４．８ １６．３４ １４．３ ２５．１ ６０．６ ３，１９２，８５９．５ ６．６０
１９９４ ８，０４４，３１４．４ １６．４７ １４．３ ２３．９ ６１．８ ３，１５０，０１４．４ ６．４５
１９９５ ８，１３０，９０８．４ １６．４２ １４．２ ２２．６ ６３．２ ３，０７９，７６２．５ ６．２２
１９９６ ８，２４７，４２８．６ １６．３３ １４．５ ２１．９ ６３．７ ３，１０１，１２５．１ ６．１４
１９９７ ８，３４６，７５９．５ １６．１９ １４．７ ２１．１ ６４．１ ３，１１８，７９２．３ ６．０５
１９９８ ８，３２４，８２１．１ １６．４９ １４．６ ２０．４ ６５．０ ３，０４４，３３２．７ ６．０３
１９９９ ８，５１３，３８４．８ １７．１１ １４．１ １９．１ ６６．８ ２，９１１，１５２．６ ５．８５
２０００ ８，３８６，６３０．１ １６．６７ １４．４ １８．４ ６７．２ ２，８８３，３７９．２ ５．７３
２００１ ８，１９３，５３１．１ １６．４６ １４．５ １７．８ ６７．７ ２，８２５，３４９．７ ５．６８
２００２ ８，０１１，０４２．３ １６．３１ １４．７ １７．１ ６８．２ ２，７２０，０２４．９ ５．５４
２００３ ８，０１３，４４８．６ １６．３４ １４．６ １６．２ ６９．２ ２，６４０，３７８．０ ５．３９
２００４ ８，１２７，６１８．２ １６．３１ １４．８ １５．３ ６９．９ ２，６２９，８８３．８ ５．２８
２００５ ８，５１５，８０９．２ １６．９７ １４．４ １４．４ ７１．２ ２，６２６，２２３．５ ５．２３
２００６ ８，５３８，６３２．５ １６．８３ １４．８ １４．６ ７０．７ ２，７１９，７１３．５ ５．３６
２００７ ８，４４６，９２２．１ １６．３９ １５．２ １５．１ ６９．７ ２，８１１，０６２．６ ５．４５
２００８ ８，０４８，０５４．９ １５．９６ １６．４ １５．７ ６７．９ ２，８０８，０４４．５ ５．５７
２００９ ７，９５４，１９７．３ １６．８９ １５．６ １５．２ ６９．２ ２，７１２，３７８．１ ５．７６

国民経済計算（５/５）

（備考）１．１９５５年末から１９６９年末残高は「長期遡及推計国民経済計算報告」による。１９６９年末から８０年末残高（上段）は「平
成１０年度国民経済計算（平成２年基準・６８SNA）」による。推計方法が異なるため、１９６９年末の計数は異なる。
１９８０年末（下段）以降は、「平成２１年度国民経済計算（平成１２年基準・９３SNA）」による。

２．土地等には、土地、森林、地下資源、漁場を含む。

長
期
経
済
統
計

長期経済統計
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個人消費 賃金 住宅

家計貯蓄率
新車新規登録・
届出台数
（乗用車）

乗用車保有台数
（１００世帯当たり）
（年度末値）

春季賃上げ率 現金給与総額
伸び率 新設着工戸数

暦年 ％ 台 台 ％ ％ 千戸 前年比
１９５５ １１．９ － － － － ２５７ ３．１
１９５６ １２．９ － － － － ３０９ １９．９
１９５７ １２．６ － － － － ３２１ ４．０
１９５８ １２．３ ４９，２３６ － － － ３３８ ５．３
１９５９ １３．７ ７３，０５０ － － － ３８１ １２．６
１９６０ １４．５ １４５，２２７ － － － ４２４ １１．５
１９６１ １５．９ ２２９，０５７ － － － ５３６ ２６．４
１９６２ １５．６ ２５９，２６９ － － － ５８６ ９．４
１９６３ １４．９ ３７１，０７６ － － － ６８９ １７．５
１９６４ １５．４ ４９３，５３６ － － － ７５１ ９．１
１９６５ １５．８ ５８６，２８７ － １０．６ － ８４３ １２．１
１９６６ １５．０ ７４０，２５９ ９．８ １０．６ － ８５７ １．７
１９６７ １４．１ １，１３１，３３７ １３．３ １２．５ － ９９１ １５．７
１９６８ １６．９ １，５６９，４０４ １７．６ １３．６ － １，２０２ ２１．２
１９６９ １７．１ ２，０３６，６７７ ２２．６ １５．８ － １，３４７ １２．１
１９７０ １７．７ ２，３７９，１３７ ２６．８ １８．５ － １，４８５ １０．２
１９７１ １７．８ ２，４０２，７５７ ３２．０ １６．９ １４．６ １，４６４ －１．４
１９７２ １８．２ ２，６２７，０８７ ３８．８ １５．３ １６．０ １，８０８ ２３．５
１９７３ ２０．４ ２，９５３，０２６ ４２．３ ２０．１ ２１．５ １，９０５ ５．４
１９７４ ２３．２ ２，２８６，７９５ ４５．０ ３２．９ ２７．２ １，３１６ －３０．９
１９７５ ２２．８ ２，７３７，６４１ ４７．２ １３．１ １４．８ １，３５６ ３．１
１９７６ ２３．２ ２，４４９，４２９ ５５．０ ８．８ １２．５ １，５２４ １２．４
１９７７ ２１．８ ２，５００，０９５ ５５．６ ８．８ ８．５ １，５０８ －１．０
１９７８ ２０．８ ２，８５６，７１０ ６０．８ ５．９ ６．４ １，５４９ ２．７
１９７９ １８．２ ３，０３６，８７３ ６４．１ ６．０ ６．０ １，４９３ －３．６
１９８０ １７．７ ２，８５４，１７５ ６４．９ ６．７４ ６．３ １，２６９ －１５．０
１９８１ １８．６ ２，８６６，６９５ ７１．７ ７．６８ ５．３ １，１５２ －９．２
１９８２ １７．３ ３，０３８，２７２ ７６．４ ７．０１ ４．１ １，１４６ －０．５
１９８３ １６．８ ３，１３５，６１１ ７９．２ ４．４０ ２．７ １，１３７ －０．８
１９８４ １６．７ ３，０９５，５５４ ８３．６ ４．４６ ３．６ １，１８７ ４．４
１９８５ １６．２ ３，２５２，２９１ ８４．５ ５．０３ ２．８ １，２３６ ４．１
１９８６ １５．４ ３，３２２，８８８ ９１．３ ４．５５ ２．７ １，３６５ １０．４
１９８７ １３．７ ３，４７７，７６２ ９４．５ ３．５６ １．９ １，６７４ ２２．７
１９８８ １４．２ ３，９８０，９４２ １０４．１ ４．４３ ３．５ １，６８５ ０．６
１９８９ １４．１ ４，７６０，０８４ １０８．０ ５．１７ ４．２ １，６６３ －１．３
１９９０ １３．５ ５，５７５，２０８ １１２．３ ５．９４ ４．７ １，７０７ ２．７
１９９１ １５．１ ５，４１６，４２３ １１４．２ ５．６５ ３．５ １，３７０ －１９．７
１９９２ １４．７ ５，０９７，４３５ １１６．１ ４．９５ １．７ １，４０３ ２．４
１９９３ １４．２ ４，８０５，５３５ １１６．２ ３．８９ ０．６ １，４８６ ５．９
１９９４ １３．３ ４，８６０，５８２ １１８．６ ３．１３ １．８ １，５７０ ５．７
１９９５ １２．６ ５，１１９，０３４ １２１．０ ２．８３ １．８ １，４７０ －６．４
１９９６ １０．５ ５，３９４，５９６ １２５．１ ２．８６ １．６ １，６４３ １１．８
１９９７ １０．３ ５，１８２，２８６ １２７．８ ２．９０ ２．０ １，３８７ －１５．６
１９９８ １１．４ ４，６４７，９６６ １２６．７ ２．６６ －１．４ １，１９８ －１３．６
１９９９ １０．０ ４，６５６，５０５ １３０．７ ２．２１ －１．４ １，２１５ １．４
２０００ ８．７ ４，８０２，４９３ １３２．７ ２．０６ －０．３ １，２３０ １．３
２００１ ５．１ ４，７８９，３００ １３７．３ ２．０１ －０．９ １，１７４ －４．６
２００２ ５．０ ４，７９０，２１５ １４３．８ １．６６ －２．９ １，１５１ －１．９
２００３ ３．９ ４，７０７，６２６ １４２．３ １．６３ －０．１ １，１６０ ０．８
２００４ ３．６ ４，７６０，６７５ １３４．３ １．６７ －０．８ １，１８９ ２．５
２００５ ３．９ ４，７４０，６４３ １３９．１ １．７１ １．０ １，２３６ ４．０
２００６ ３．８ ４，６３３，８２３ １４０．２ １．７９ １．０ １，２９０ ４．４
２００７ ２．４ ４，３９２，７３４ １４０．３ １．８７ －０．９ １，０６１ －１７．８
２００８ ２．２ ４，２２０，５５６ １３７．０ １．９９ －０．５ １，０９４ ３．１
２００９ ５．０ ３，９１７，４６０ １３９．４ １．８３ －４．８ ７８８ －２７．９
２０１０ － ４，２０５，０９８ １３６．９ １．８２ １．４ ８１３ ３．１

２０１０年１―３月 － １，０９３，７５７ － － ０．６ ８１６ －６．６
２０１０年４―６月 － １，１２８，７１６ － － ２．４ ７７３ －１．１
２０１０年７―９月 － １，１９６，５８０ － － １．６ ８２２ １３．８
２０１０年１０―１２月 － ７９７，３５５ － － ０．８ ８４１ ６．９
２０１１年１―３月 － ８４２，０３２ － － ０．９ ８４１ ３．２

家計（１/１）

（備考）１．内閣府「国民経済計算」、「消費動向調査」、日本自動車販売協会連合会及び全国軽自動車協会連合会資料、厚生
労働省「毎月勤労統計調査」（事業所規模３０人以上）による。四半期の数値は前年同月比。

２．春闘賃上げ率は厚生労働省調べ（主要企業）。７９年以前は単純平均、８０年以降は加重平均。
３．新設着工戸数は国土交通省「建築着工統計」による。四半期別の戸数は年率季節調整値による。
４．家計貯蓄率は、１９８０年より９３SNAによる。
５．新車新規登録・届出台数は、１９８５年以降は登録ナンバーベースの値。四半期の数値は内閣府による季節調整値。

３４８



設備投資 鉱工業指数
設備投資名目
GDP比率 生産指数 出荷指数 生産者製品在庫指数

暦年 ％ ２００５年＝１００ 前年比 ２００５年＝１００ 前年比 ２００５年＝１００ 前年比
１９５５ ９．４ ６．０ ９．１ ６．０ ９．１ ６．７ －４．３
１９５６ １２．８ ７．２ ２０．０ ７．３ ２１．７ ７．０ ４．５
１９５７ １５．４ ８．６ １９．４ ８．３ １３．７ １０．４ ４８．６
１９５８ １４．０ ８．４ －２．３ ８．４ １．２ １０．１ －２．９
１９５９ １４．９ １０．１ ２０．２ １０．０ １９．０ １０．６ ５．０
１９６０ １８．２ １２．６ ２４．８ １２．４ ２４．０ １３．１ ２３．６
１９６１ ２０．２ １５．１ １９．８ １４．５ １６．９ １７．１ ３０．５
１９６２ １９．２ １６．３ ７．９ １５．８ ９．０ ２０．５ １９．９
１９６３ １８．１ １８．２ １１．７ １７．５ １０．８ ２１．３ ３．９
１９６４ １８．３ ２１．０ １５．４ ２０．１ １４．９ ２５．４ １９．２
１９６５ １５．７ ２１．８ ３．８ ２０．９ ４．０ ２７．２ ７．１
１９６６ １５．８ ２４．７ １３．３ ２３．８ １３．９ ２７．８ ２．２
１９６７ １７．８ ２９．５ １９．４ ２８．０ １７．６ ３２．８ １８．０
１９６８ １８．７ ３４．１ １５．６ ３２．５ １６．１ ３９．９ ２１．６
１９６９ ２０．２ ３９．５ １５．８ ３７．８ １６．３ ４６．６ １６．８
１９７０ ２１．０ ４５．０ １３．９ ４２．８ １３．２ ５７．０ ２２．３
１９７１ １９．０ ４６．１ ２．４ ４４．１ ３．０ ６２．４ ９．５
１９７２ １７．５ ４９．５ ７．４ ４７．９ ８．６ ５９．３ －５．０
１９７３ １８．５ ５６．９ １４．９ ５４．７ １４．２ ６１．２ ３．２
１９７４ １８．４ ５４．６ －４．０ ５１．７ －５．５ ８７．７ ４３．３
１９７５ １６．４ ４８．５ －１１．２ ４７．９ －７．４ ８０．０ －８．８
１９７６ １５．１ ５４．０ １１．３ ５２．８ １０．２ ８５．７ ７．１
１９７７ １４．１ ５６．２ ４．１ ５４．９ ４．０ ８８．４ ３．２
１９７８ １３．７ ５９．８ ６．４ ５８．１ ５．８ ８６．１ －２．６
１９７９ １４．９ ６４．２ ７．４ ６２．０ ６．７ ８８．９ ３．３
１９８０ １６．０ ６７．２ ４．７ ６３．８ ２．９ ９６．４ ８．４
１９８１ １５．７ ６７．９ １．０ ６４．２ ０．６ ９２．９ －３．６
１９８２ １５．３ ６８．１ ０．３ ６３．７ －０．８ ９１．４ －１．６
１９８３ １４．６ ７０．１ ２．９ ６５．９ ３．５ ８６．２ －５．７
１９８４ １５．０ ７６．８ ９．６ ７１．３ ８．２ ９２．８ ７．７
１９８５ １６．５ ７９．６ ３．６ ７３．７ ３．４ ９６．１ ３．６
１９８６ １６．５ ７９．４ －０．３ ７４．１ ０．５ ９４．９ －１．２
１９８７ １６．４ ８２．１ ３．４ ７７．０ ３．９ ９２．１ －３．０
１９８８ １７．７ ９０．０ ９．６ ８３．９ ９．０ ９７．０ ５．３
１９８９ １９．３ ９５．３ ５．９ ８８．９ ６．０ １０５．１ ８．４
１９９０ ２０．０ ９９．２ ４．１ ９３．２ ４．８ １０４．４ －０．７
１９９１ ２０．１ １００．９ １．７ ９４．６ １．５ １１８．４ １３．４
１９９２ １８．３ ９４．７ －６．１ ８９．７ －５．２ １１７．３ －０．９
１９９３ １６．３ ９１．１ －３．８ ８７．１ －２．９ １１５．０ －２．０
１９９４ １５．０ ９１．９ ０．９ ８７．９ ０．９ １０９．７ －４．６
１９９５ １４．９ ９４．９ ３．３ ９０．２ ２．６ １１５．８ ５．６
１９９６ １４．６ ９７．０ ２．２ ９２．６ ２．７ １１５．４ －０．３
１９９７ １５．４ １００．６ ３．７ ９６．４ ４．１ １２２．３ ６．０
１９９８ １４．５ ９３．７ －６．９ ９１．０ －５．６ １１２．５ －８．０
１９９９ １３．７ ９３．９ ０．２ ９１．９ １．０ １０４．７ －６．９
２０００ １４．３ ９９．２ ５．６ ９７．３ ５．９ １０６．９ ２．１
２００１ １４．３ ９２．５ －６．８ ９１．２ －６．３ １０６．１ －０．７
２００２ １３．３ ９１．４ －１．２ ９１．０ －０．２ ９７．６ －８．０
２００３ １３．６ ９４．１ ３．０ ９４．１ ３．４ ９４．８ －２．９
２００４ １４．０ ９８．７ ４．９ ９８．６ ４．８ ９４．７ －０．１
２００５ １５．１ １００．０ １．３ １００．０ １．４ ９９．２ ４．８
２００６ １５．３ １０４．５ ４．５ １０４．６ ４．６ １０２．７ ３．５
２００７ １５．６ １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０４．０ １．３
２００８ １５．９ １０３．８ －３．４ １０４．３ －３．２ １０９．０ ４．８
２００９ １３．８ ８１．１ －２１．９ ８２．１ －２１．３ ９３．１ －１４．６
２０１０ １３．７ ９４．４ １６．４ ９５．８ １６．７ ９６．６ ３．８

２０１１年１―３月 １３．９ ９２．３ －２．５ ９３．６ －２．６ ９７．７ ３．５

企業（１/２）

（備考）１．鉱工業指数は経済産業省「経済産業統計」による。
２．鉱工業指数の前年比は各基準時の原指数により算出。
３．生産、出荷及び在庫の四半期の指数は、季節調整値。前年比は原指数の前年同期比。
４．在庫の指数は原指数の年末値、前年比は原指数の前年末比。
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鉱工業指数
第３次産業
活動指数

企業収益 倒産
生産者製品
在庫率指数

製造工業
稼働率指数 経常利益 売上高経常

利益率
銀行取引停止
処分者件数

暦年 ２００５年＝１００ ２００５年＝１００ ２００５年＝１００ 前年比 ％ 件
１９５５ － － － ３２．５ ２．８ －
１９５６ － － － ５９．３ ３．４ －
１９５７ － － － ９．６ ３．１ －
１９５８ － － － －２２．７ ２．４ －
１９５９ － － － ７６．８ ３．５ －
１９６０ － － － ４０．７ ３．８ －
１９６１ － － － ２０．２ ３．６ －
１９６２ － － － －１．９ ３．２ －
１９６３ － － － ２５．５ ３．３ －
１９６４ － － － １０．６ ２．９ －
１９６５ － － － －４．５ ２．５ １０，１５２
１９６６ － － － ４２．２ ３．０ １１，０５８
１９６７ － － － ３９．４ ３．３ １３，６８３
１９６８ － － － １９．５ ３．４ １３，２４０
１９６９ － － － ３０．２ ３．６ １０，６５８
１９７０ － － － １３．７ ３．４ １１，５８９
１９７１ － － － －１７．４ ２．６ １１，４８９
１９７２ － － － ３０．３ ２．９ ９，５４４
１９７３ － － － ７８．９ ３．８ １０，８６２
１９７４ － － － －２７．３ ２．２ １３，６０５
１９７５ － － － －３２．６ １．４ １４，４７７
１９７６ － － － ７２．９ ２．１ １６，８４２
１９７７ － － － ８．０ ２．１ １８，７４１
１９７８ ９４．２ １００．６ － ３４．３ ２．６ １５，５２６
１９７９ ９０．３ １０６．６ － ３１．９ ３．０ １４，９２６
１９８０ １０６．２ １０６．７ － １０．０ ２．８ １６，６３５
１９８１ １００．４ １０１．９ － －８．２ ２．４ １５，６８３
１９８２ １０３．５ ９８．８ － －４．４ ２．２ １４，８２４
１９８３ ９５．２ １００．１ － １２．３ ２．４ １５，８４８
１９８４ ９８．４ １０６．０ － １７．９ ２．６ １６，９７６
１９８５ １０２．５ １０６．１ － ３．９ ２．６ １５，３３７
１９８６ １０１．４ １０１．３ － －１．６ ２．５ １３，５７８
１９８７ ９２．５ １０１．４ － ２７．６ ３．０ ９，０４０
１９８８ ９０．８ １０７．２ ７４．０ ２５．６ ３．４ ７，８１９
１９８９ ９５．２ １０９．３ ７８．６ １４．７ ３．７ ５，５５０
１９９０ ９１．１ １１０．５ ８２．７ －６．９ ３．１ ５，２９２
１９９１ １０６．５ １０８．２ ８５．８ －８．８ ２．７ ９，０６６
１９９２ １１３．１ ９９．３ ８６．３ －２６．２ ２．０ １０，７２８
１９９３ １１２．５ ９４．３ ８６．９ －１２．１ １．８ １０，３５２
１９９４ １０１．９ ９３．９ ８８．２ １１．９ １．９ １０，２４６
１９９５ １０８．３ ９６．３ ８９．８ １０．９ ２．０ １０，７４２
１９９６ １０５．６ ９７．２ ９２．２ ２１．９ ２．４ １０，７２２
１９９７ １１５．９ １００．５ ９３．２ ４．８ ２．５ １２，０４８
１９９８ １１５．１ ９３．０ ９２．８ －２６．４ １．９ １３，３５６
１９９９ １０３．８ ９２．７ ９２．９ １７．７ ２．３ １０，２４９
２０００ １０５．７ ９６．８ ９４．６ ３３．７ ３．０ １２，１６０
２００１ １１８．５ ８９．５ ９５．６ －１５．５ ２．５ １１，６９３
２００２ １０４．４ ９０．４ ９５．６ －０．７ ２．７ １０，７３０
２００３ ９６．７ ９４．４ ９６．４ １２．６ ３．０ ８，１８９
２００４ ９５．１ ９８．８ ９８．１ ２７．７ ３．６ ６，３７４
２００５ １００．２ １００．０ １００．０ １１．８ ３．９ ５，４８９
２００６ １００．２ １０２．７ １０１．８ ９．１ ４．０ ５，２２７
２００７ １０１．３ １０３．７ １０２．８ ３．６ ４．０ ５，２５７
２００８ １３２．１ ９９．４ １０１．８ －２７．８ ３．０ ５，６８７
２００９ １１０．０ ７４．０ ９６．５ －３４．３ ２．３ ４，５６８
２０１０ １０８．０ ８８．９ ９７．８ ６８．１ ３．５ ３，１３４

２０１１年１―３月 １０８．６ ８６．１ ９７．１ １６．２ ３．８ １，６７８

企業（２/２）

（備考）１．鉱工業指数及び第３次産業活動指数は経済産業省「経済産業統計」による。
２．在庫率の指数は季調済年末値。在庫率の四半期の指数は季調済期末値。
３．稼働率指数及び第３次産業活動指数の四半期の指数は季節調整値。
４．企業収益は財務省「法人企業統計季報」による（全産業）。ただし、２００９年までは金融持株会社
を含まないベース。

５．四半期の売上高経常利益率は季節調整値。
６．銀行取引停止処分者件数は全国銀行協会「全国法人取引停止処分者の負債状況」による。
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人 口 雇 用
総人口 平均世帯人員 合計特殊出生率 労働力人口 労働力人口比率

暦年 万人 人 人 万人 ％
１９５５ ８，９２８ ４．６８ ２．３７ ４，１９４ ７０．３
１９５６ ９，０１７ ４．５３ ２．２２ ４，２６８ ７０．７
１９５７ ９，０９３ ４．３８ ２．０４ ４，３６３ ７０．７
１９５８ ９，１７７ ４．２７ ２．１１ ４，３８７ ６９．７
１９５９ ９，２６４ ４．２３ ２．０４ ４，４３３ ６９．０
１９６０ ９，３４２ ４．１３ ２．００ ４，５１１ ６９．２
１９６１ ９，４２９ ３．９７ １．９６ ４，５６２ ６９．１
１９６２ ９，５１８ ３．９５ １．９８ ４，６１４ ６８．３
１９６３ ９，６１６ ３．８１ ２．００ ４，６５２ ６７．１
１９６４ ９，７１８ ３．８３ ２．０５ ４，７１０ ６６．１
１９６５ ９，８２８ ３．７５ ２．１４ ４，７８７ ６５．７
１９６６ ９，９０４ ３．６８ １．５８ ４，８９１ ６５．８
１９６７ １０，０２０ ３．５３ ２．２３ ４，９８３ ６５．９
１９６８ １０，１３３ ３．５０ ２．１３ ５，０６１ ６５．９
１９６９ １０，２５４ ３．５０ ２．１３ ５，０９８ ６５．５
１９７０ １０，３７２ ３．４５ ２．１３ ５，１５３ ６５．４
１９７１ １０，５１５ ３．３８ ２．１６ ５，１８６ ６５．０
１９７２ １０，７６０ ３．３２ ２．１４ ５，１９９ ６４．４
１９７３ １０，９１０ ３．３３ ２．１４ ５，３２６ ６４．７
１９７４ １１，０５７ ３．３３ ２．０５ ５，３１０ ６３．７
１９７５ １１，１９４ ３．３５ １．９１ ５，３２３ ６３．０
１９７６ １１，３０９ ３．２７ １．８５ ５，３７８ ６３．０
１９７７ １１，４１７ ３．２９ １．８０ ５，４５２ ６３．２
１９７８ １１，５１９ ３．３１ １．７９ ５，５３２ ６３．４
１９７９ １１，６１６ ３．３０ １．７０ ５，５９６ ６３．４
１９８０ １１，７０６ ３．２８ １．７５ ５，６５０ ６３．３
１９８１ １１，７９０ ３．２４ １．７４ ５，７０７ ６３．３
１９８２ １１，８７３ ３．２５ １．７７ ５，７７４ ６３．３
１９８３ １１，９５４ ３．２５ １．８０ ５，８８９ ６３．８
１９８４ １２，０３１ ３．１９ １．８１ ５，９２７ ６３．４
１９８５ １２，１０５ ３．２２ １．７６ ５，９６３ ６３．０
１９８６ １２，１６６ ３．２２ １．７２ ６，０２０ ６２．８
１９８７ １２，２２４ ３．１９ １．６９ ６，０８４ ６２．６
１９８８ １２，２７５ ３．１２ １．６６ ６，１６６ ６２．６
１９８９ １２，３２１ ３．１０ １．５７ ６，２７０ ６２．９
１９９０ １２，３６１ ３．０５ １．５４ ６，３８４ ６３．３
１９９１ １２，４１０ ３．０４ １．５３ ６，５０５ ６３．８
１９９２ １２，４５７ ２．９９ １．５０ ６，５７８ ６４．０
１９９３ １２，４９４ ２．９６ １．４６ ６，６１５ ６３．８
１９９４ １２，５２７ ２．９５ １．５０ ６，６４５ ６３．６
１９９５ １２，５５７ ２．９１ １．４２ ６，６６６ ６３．４
１９９６ １２，５８６ ２．８５ １．４３ ６，７１１ ６３．５
１９９７ １２，６１６ ２．７９ １．３９ ６，７８７ ６３．７
１９９８ １２，６４７ ２．８１ １．３８ ６，７９３ ６３．３
１９９９ １２，６６７ ２．７９ １．３４ ６，７７９ ６２．９
２０００ １２，６９３ ２．７６ １．３６ ６，７６６ ６２．４
２００１ １２，７３２ ２．７５ １．３３ ６，７５２ ６２．０
２００２ １２，７４９ ２．７４ １．３２ ６，６８９ ６１．２
２００３ １２，７６９ ２．７６ １．２９ ６，６６６ ６０．８
２００４ １２，７７９ ２．７２ １．２９ ６，６４２ ６０．４
２００５ １２，７７７ ２．６８ １．２６ ６，６５０ ６０．４
２００６ １２，７７７ ２．６５ １．３２ ６，６５７ ６０．４
２００７ １２，７７７ ２．６３ １．３４ ６，６６９ ６０．４
２００８ １２，７６９ ２．６３ １．３７ ６，６５０ ６０．２
２００９ １２，７５１ ２．６２ １．３７ ６，６１７ ５９．９
２０１０ １２，８０６ － １．３９ ６，５９０ ５９．６

２０１１年１―３月 １２，８０２ － － ６，３０２ ５９．１

人口・雇用（１/２）

（備考）１．総務省「推計人口」、「労働力調査」、厚生労働省「国民生活基礎調査」、「人口動
態統計」により作成。

２．総人口は各年１０月１日現在。四半期の数値は各期首月１日現在。
３．平均世帯人員については９５年は兵庫県を除いたものである。
４．「労働力調査」については７２年以前は沖縄を含まない。
５．労働力人口は季節調整値、労働力人口比率は原数値。
６．「労働力調査」については、１１年以降、岩手県、宮城県及び福島県を含まない。
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雇 用 労働時間
就業者数 雇用者数 雇用者比率 完全失業者数 完全失業率 有効求人倍率 総実労働時間

暦年 万人 万人 ％ 万人 ％ 倍 時間
１９５５ ４，０９０ １，７７８ ４３．５ １０５ ２．５ － －
１９５６ ４，１７１ １，９１３ ４５．９ ９８ ２．３ － －
１９５７ ４，２８１ ２，０５３ ４８．０ ８２ １．９ － －
１９５８ ４，２９８ ２，１３９ ４９．８ ９０ ２．１ － －
１９５９ ４，３３５ ２，２５０ ５１．９ ９８ ２．２ － －
１９６０ ４，４３６ ２，３７０ ５３．４ ７５ １．７ － －
１９６１ ４，４９８ ２，４７８ ５５．１ ６６ １．４ － －
１９６２ ４，５５６ ２，５９３ ５６．９ ５９ １．３ － －
１９６３ ４，５９５ ２，６７２ ５８．２ ５９ １．３ ０．７０ －
１９６４ ４，６５５ ２，７６３ ５９．４ ５４ １．１ ０．８０ －
１９６５ ４，７３０ ２，８７６ ６０．８ ５７ １．２ ０．６４ －
１９６６ ４，８２７ ２，９９４ ６２．０ ６５ １．３ ０．７４ －
１９６７ ４，９２０ ３，０７１ ６２．４ ６３ １．３ １．００ －
１９６８ ５，００２ ３，１４８ ６２．９ ５９ １．２ １．１２ －
１９６９ ５，０４０ ３，１９９ ６３．５ ５７ １．１ １．３０ －
１９７０ ５，０９４ ３，３０６ ６４．９ ５９ １．１ １．４１ ２，２１４．５
１９７１ ５，１２１ ３，４１２ ６６．６ ６４ １．２ １．１２ ２，１９０．４
１９７２ ５，１２６ ３，４６５ ６７．６ ７３ １．４ １．１６ ２，１７９．３
１９７３ ５，２５９ ３，６１５ ６８．７ ６８ １．３ １．７６ ２，１５７．１
１９７４ ５，２３７ ３，６３７ ６９．４ ７３ １．４ １．２０ ２，０８１．２
１９７５ ５，２２３ ３，６４６ ６９．８ １００ １．９ ０．６１ ２，０４０．５
１９７６ ５，２７１ ３，７１２ ７０．４ １０８ ２．０ ０．６４ ２，０７０．１
１９７７ ５，３４２ ３，７６９ ７０．６ １１０ ２．０ ０．５６ ２，０７３．８
１９７８ ５，４０８ ３，７９９ ７０．２ １２４ ２．２ ０．５６ ２，０８３．１
１９７９ ５，４７９ ３，８７６ ７０．７ １１７ ２．１ ０．７１ ２，０９０．５
１９８０ ５，５３６ ３，９７１ ７１．７ １１４ ２．０ ０．７５ ２，０８４．９
１９８１ ５，５８１ ４，０３７ ７２．３ １２６ ２．２ ０．６８ ２，０７５．６
１９８２ ５，６３８ ４，０９８ ７２．７ １３６ ２．４ ０．６１ ２，０７１．９
１９８３ ５，７３３ ４，２０８ ７３．４ １５６ ２．６ ０．６０ ２，０７３．８
１９８４ ５，７６６ ４，２６５ ７４．０ １６１ ２．７ ０．６５ ２，０９２．３
１９８５ ５，８０７ ４，３１３ ７４．３ １５６ ２．６ ０．６８ ２，０７９．３
１９８６ ５，８５３ ４，３７９ ７４．８ １６７ ２．８ ０．６２ ２，０７０．１
１９８７ ５，９１１ ４，４２８ ７４．９ １７３ ２．８ ０．７０ ２，０７９．３
１９８８ ６，０１１ ４，５３８ ７５．５ １５５ ２．５ １．０１ ２，０８３．１
１９８９ ６，１２８ ４，６７９ ７６．４ １４２ ２．３ １．２５ ２，０５５．３
１９９０ ６，２４９ ４，８３５ ７７．４ １３４ ２．１ １．４０ ２，０３１．２
１９９１ ６，３６９ ５，００２ ７８．５ １３６ ２．１ １．４０ １，９８６．８
１９９２ ６，４３６ ５，１１９ ７９．５ １４２ ２．２ １．０８ １，９３４．９
１９９３ ６，４５０ ５，２０２ ８０．７ １６６ ２．５ ０．７６ １，８８８．６
１９９４ ６，４５３ ５，２３６ ８１．１ １９２ ２．９ ０．６４ １，８８３．１
１９９５ ６，４５７ ５，２６３ ８１．５ ２１０ ３．２ ０．６３ １，８８８．６
１９９６ ６，４８６ ５，３２２ ８２．１ ２２５ ３．４ ０．７０ １，８９４．２
１９９７ ６，５５７ ５，３９１ ８２．２ ２３０ ３．４ ０．７２ １，８７５．７
１９９８ ６，５１４ ５，３６８ ８２．４ ２７９ ４．１ ０．５３ １，８５５．３
１９９９ ６，４６２ ５，３３１ ８２．５ ３１７ ４．７ ０．４８ １，８３６．８
２０００ ６，４４６ ５，３５６ ８３．１ ３２０ ４．７ ０．５９ １，８５１．６
２００１ ６，４１２ ５，３６９ ８３．７ ３４０ ５．０ ０．５９ １，８３８．６
２００２ ６，３３０ ５，３３１ ８４．２ ３５９ ５．４ ０．５４ １，８２３．８
２００３ ６，３１６ ５，３３５ ８４．５ ３５０ ５．３ ０．６４ １，８２９．４
２００４ ６，３２９ ５，３５５ ８４．６ ３１３ ４．７ ０．８３ １，８３８．６
２００５ ６，３５６ ５，３９３ ８４．８ ２９４ ４．４ ０．９５ １，８２８．８
２００６ ６，３８２ ５，４７２ ８５．７ ２７５ ４．１ １．０６ １，８４２．０
２００７ ６，４１２ ５，５２３ ８６．１ ２５７ ３．９ １．０４ １，８５０．４
２００８ ６，３８５ ５，５２４ ８６．５ ２６５ ４．０ ０．８８ １，８３６．０
２００９ ６，２８２ ５，４６０ ８６．９ ３３６ ５．１ ０．４７ １，７６７．６
２０１０ ６，２５６ ５，４６２ ８７．３ ３３４ ５．１ ０．５２ １，７９７．６

２０１１年１―３月 ６，００５ ５，２６９ ８７．７ ２９５ ４．７ ０．６２ －

人口・雇用（２/２）

（備考）１．総務省「労働力調査」、厚生労働省「職業安定業務統計」、「毎月勤労統計調査」（事業所規模３０人以上）により作
成。

２．「労働力調査」については７２年以前は沖縄県を含まない。また、１１年以降は、岩手県、宮城県及び福島県を含ま
ない。

３．四半期の値は季節調整値であり、各月の単純平均である。
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物 価 等

国内企業物価指数 消費者物価指数 市街地価格指数

暦年 ２００５年＝１００ 前年比 ２００５年＝１００ 前年比 ２０００年＝１００ 前年比
１９５５ － － １７．７ －１．１ ２．２ －
１９５６ － － １７．７ ０．３ ２．５ １４．０
１９５７ － － １８．３ ３．１ ３．２ ２８．１
１９５８ － － １８．２ －０．４ ３．９ ２１．９
１９５９ － － １８．４ １．０ ４．８ ２３．６
１９６０ ５０．８ － １９．１ ３．６ ６．１ ２７．３
１９６１ ５１．４ １．２ ２０．１ ５．３ ８．７ ４２．５
１９６２ ５０．５ －１．６ ２１．４ ６．８ １１．１ ２７．１
１９６３ ５１．３ １．５ ２３．１ ７．６ １３．０ １７．２
１９６４ ５１．３ ０．１ ２４．０ ３．９ １４．８ １４．０
１９６５ ５１．９ １．１ ２５．５ ６．６ １６．８ １３．４
１９６６ ５３．２ ２．６ ２６．８ ５．１ １７．７ ５．２
１９６７ ５４．６ ２．５ ２７．８ ４．０ １９．２ ８．３
１９６８ ５５．１ ０．９ ２９．４ ５．３ ２１．８ １３．６
１９６９ ５６．１ １．９ ３１．０ ５．２ ２５．５ １７．２
１９７０ ５８．０ ３．４ ３２．５ ７．７ ３０．５ １９．７
１９７１ ５７．５ －０．８ ３４．６ ６．３ ３５．３ １５．７
１９７２ ５８．５ １．６ ３６．３ ４．９ ４０．０ １３．２
１９７３ ６７．７ １５．７ ４０．５ １１．７ ５０．１ ２５．１
１９７４ ８６．３ ２７．５ ４９．９ ２３．２ ６１．６ ２３．０
１９７５ ８８．７ ２．８ ５５．７ １１．７ ５８．９ －４．３
１９７６ ９３．５ ５．５ ６１．０ ９．４ ５９．４ ０．８
１９７７ ９６．７ ３．３ ６６．０ ８．１ ６０．７ ２．１
１９７８ ９６．２ －０．５ ６８．８ ４．２ ６２．３ ２．８
１９７９ １０１．０ ５．０ ７１．３ ３．７ ６５．２ ４．６
１９８０ １１６．１ １４．９ ７６．９ ７．７ ７０．７ ８．５
１９８１ １１７．７ １．４ ８０．６ ４．９ ７６．９ ８．７
１９８２ １１８．２ ０．４ ８２．９ ２．８ ８２．３ ７．１
１９８３ １１７．５ －０．６ ８４．４ １．９ ８６．２ ４．７
１９８４ １１７．６ ０．１ ８６．３ ２．３ ８９．０ ３．２
１９８５ １１６．７ －０．８ ８８．１ ２．０ ９１．５ ２．８
１９８６ １１１．２ －４．７ ８８．６ ０．６ ９４．１ ２．８
１９８７ １０７．７ －３．１ ８８．７ ０．１ ９９．２ ５．４
１９８８ １０７．２ －０．５ ８９．３ ０．７ １０９．１ １０．０
１９８９ １０９．２ １．９ ９１．３ ２．３ １１７．４ ７．６
１９９０ １１０．８ １．５ ９４．１ ３．１ １３３．９ １４．１
１９９１ １１２．０ １．０ ９７．３ ３．３ １４７．８ １０．４
１９９２ １１０．９ －０．９ ９８．９ １．６ １４５．２ －１．８
１９９３ １０９．２ －１．６ １００．２ １．３ １３７．２ －５．５
１９９４ １０７．４ －１．６ １００．８ ０．７ １３０．９ －４．６
１９９５ １０６．５ －０．８ １００．７ －０．１ １２６．１ －３．７
１９９６ １０４．８ －１．７ １００．８ ０．１ １２０．５ －４．４
１９９７ １０５．４ ０．７ １０２．７ １．８ １１５．６ －４．１
１９９８ １０３．９ －１．５ １０３．３ ０．６ １１１．５ －３．５
１９９９ １０２．３ －１．５ １０３．０ －０．３ １０６．１ －４．８
２０００ １０２．４ ０．０ １０２．２ －０．７ １００．０ －５．８
２００１ １００．０ －２．３ １０１．５ －０．７ ９３．７ －６．３
２００２ ９８．０ －２．１ １００．６ －０．９ ８７．４ －６．７
２００３ ９７．１ －０．８ １００．３ －０．３ ８１．２ －７．１
２００４ ９８．４ １．３ １００．３ ０．０ ７４．４ －８．４
２００５ １００．０ １．７ １００．０ －０．３ ６９．１ －７．１
２００６ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ６５．７ －４．８
２００７ １０４．０ １．７ １００．３ ０．０ ６４．４ －２．１
２００８ １０８．７ ４．６ １０１．７ １．４ ６３．９ －０．８
２００９ １０３．０ －５．３ １００．３ －１．４ ６１．４ －３．９
２０１０ １０２．８ －０．２ ９９．６ －０．７ ５８．５ －４．７

２０１１年１―３月 １０４．２ １．１ ９９．４ ０．０ － －

物価（１/１）

（備考）１．日本銀行「企業物価指数」、総務省「消費者物価指数」、日本不動産研究所「市街地価格指数」に
よる。

２．６９年以前の消費者物価指数は「持家の帰属家賃を除く総合」であり、２００５年基準の総合指数とは
接続しない。また、７０年以前の上昇率は「持家の帰属家賃を除く総合」である。

３．市街地価格指数は全国の全用途平均の各年３月末値。

長
期
経
済
統
計

長期経済統計
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通関輸出入
輸出数量指数 輸入数量指数 製品輸入比率

暦年 ２００５年＝１００ 前年比、％ ２００５年＝１００ 前年比、％ ％
１９５５ － － － － １１．９
１９５６ － － － － １５．９
１９５７ － － － － ２２．９
１９５８ － － － － ２１．７
１９５９ － － － － ２１．５
１９６０ ３．５ － ４．８ － ２２．１
１９６１ ３．８ ８．６ ６．２ ２９．２ ２４．５
１９６２ ４．５ １８．４ ６．１ －１．６ ２５．９
１９６３ ５．０ １１．１ ７．２ １８．０ ２４．５
１９６４ ６．２ ２４．０ ８．２ １３．９ ２５．８
１９６５ ７．９ ２７．４ ８．３ １．２ ２２．７
１９６６ ９．２ １６．５ ９．７ １６．９ ２２．８
１９６７ ９．４ ２．２ １１．９ ２２．７ ２６．８
１９６８ １１．７ ２４．５ １３．４ １２．６ ２７．５
１９６９ １３．８ １７．９ １５．５ １５．７ ２９．５
１９７０ １５．９ １５．２ １８．７ ２０．６ ３０．３
１９７１ １９．１ ２０．１ １８．７ ０．０ ２８．６
１９７２ ２０．４ ６．８ ２１．０ １２．３ ２９．６
１９７３ ２１．４ ４．９ ２７．０ ２８．６ ３０．６
１９７４ ２５．１ １７．３ ２６．４ －２．２ ２３．７
１９７５ ２５．６ ２．０ ２３．１ －１２．５ ２０．３
１９７６ ３１．２ ２１．９ ２４．９ ７．８ ２１．５
１９７７ ３４．０ ９．０ ２５．６ ２．８ ２１．５
１９７８ ３４．４ １．２ ２７．４ ７．０ ２６．７
１９７９ ３４．０ －１．２ ３０．３ １０．６ ２６．０
１９８０ ３９．７ １６．８ ２８．６ －５．６ ２２．８
１９８１ ４３．９ １０．６ ２７．９ －２．４ ２４．３
１９８２ ４２．９ －２．３ ２７．７ －０．７ ２４．９
１９８３ ４６．７ ８．９ ２８．２ １．８ ２７．２
１９８４ ５４．１ １５．８ ３１．１ １０．３ ２９．８
１９８５ ５６．５ ４．４ ３１．３ ０．６ ３１．０
１９８６ ５６．２ －０．５ ３４．２ ９．３ ４１．８
１９８７ ５６．３ ０．２ ３７．４ ９．４ ４４．１
１９８８ ５９．２ ５．２ ４３．７ １６．８ ４９．０
１９８９ ６１．５ ３．９ ４７．１ ７．８ ５０．３
１９９０ ６４．９ ５．５ ４９．８ ５．７ ５０．３
１９９１ ６６．５ ２．５ ５１．８ ４．０ ５０．８
１９９２ ６７．５ １．５ ５１．６ －０．４ ５０．２
１９９３ ６６．４ －１．６ ５３．７ ４．１ ５２．０
１９９４ ６７．５ １．７ ６１．０ １３．６ ５５．２
１９９５ ７０．１ ３．９ ６８．６ １２．５ ５９．１
１９９６ ７０．９ １．１ ７２．４ ５．５ ５９．４
１９９７ ７９．３ １１．８ ７３．７ １．８ ５９．３
１９９８ ７８．２ －１．４ ６９．７ －５．４ ６２．１
１９９９ ７９．９ ２．２ ７６．４ ９．６ ６２．５
２０００ ８７．４ ９．４ ８４．８ １１．０ ６１．１
２００１ ７９．２ －９．４ ８３．２ －１．９ ６１．４
２００２ ８５．４ ７．８ ８４．８ １．９ ６２．２
２００３ ８９．６ ５．０ ９０．８ ７．１ ６１．４
２００４ ９９．２ １０．６ ９７．２ ７．０ ６１．３
２００５ １００．０ ０．８ １００．０ ２．９ ５８．５
２００６ １０７．７ ７．７ １０３．８ ３．８ ５６．８
２００７ １１２．９ ４．８ １０３．７ －０．２ ５６．４
２００８ １１１．２ －１．５ １０３．０ －０．６ ５０．１
２００９ ８１．６ －２６．６ ８８．２ －１４．４ ５６．１
２０１０ １０２．２ ２５．２ １００．８ １４．３ ５５．０

２０１０年７－９月 １０２．４ －０．６ １０２．７ ３．０ ５５．４
２０１０年１０－１２月 １０１．３ －１．１ １０２．９ ０．１ ５５．０
２０１１年１－３月 １０１．６ ０．３ １０３．８ ０．９ ５２．２

国際経済（１/３）

（備考）１．財務省「貿易統計」による。
２．前年比、四半期の値については、内閣府試算値。
３．四半期の数値は季節調整値。伸び率は前期比。
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通関輸出入 国際収支等

関税負担率 輸出円建て
比率 貿易収支 輸出額 輸入額 円相場

暦年 ％ ％ 億円 億円 億円 円／ドル
１９５５ － － － － － ３６０．００
１９５６ － － － － － ３６０．００
１９５７ － － － － － ３６０．００
１９５８ － － － － － ３６０．００
１９５９ － － － － － ３６０．００
１９６０ － － － － － ３６０．００
１９６１ － － － － － ３６０．００
１９６２ － － － － － ３６０．００
１９６３ － － － － － ３６０．００
１９６４ － － － － － ３６０．００
１９６５ － － － － － ３６０．００
１９６６ － － ８，２４７ ３４，９３９ ２６，６９２ ３６０．００
１９６７ － － ４，２００ ３７，０４９ ３２，８４９ ３６０．００
１９６８ － － ９，０９６ ４５，９４８ ３６，８５１ ３６０．００
１９６９ － － １３，２５７ ５６，１９０ ４２，９３３ ３６０．００
１９７０ ６．９ － １４，１８８ ６７，９１６ ５３，７２８ ３６０．００
１９７１ ６．６ － ２６，８５７ ８１，７１７ ５４，８６０ ３４７．８３
１９７２ ６．３ － ２７，１２４ ８４，８７０ ５７，７４７ ３０３．０８
１９７３ ５．０ － １０，０１８ ９８，２５８ ８８，２４０ ２７２．１８
１９７４ ２．７ － ４，６０４ １５９，３２２ １５４，７１８ ２９２．０６
１９７５ ２．９ － １４，９３３ １６２，５０３ １４７，５７０ ２９６．８４
１９７６ ３．３ － ２９，１７３ １９５，５１０ １６６，３３７ ２９６．４９
１９７７ ３．８ － ４５，６４７ ２１１，８３３ １６６，１８７ ２６８．３２
１９７８ ４．１ － ５１，６３３ １９９，８６３ １４８，２３０ ２１０．１１
１９７９ ３．１ － ３，５９８ ２２２，９５８ ２１９，３６０ ２１９．４７
１９８０ ２．５ － ３，４４７ ２８５，６１２ ２８２，１６５ ２２６．４５
１９８１ ２．５ － ４４，９８３ ３３０，３２９ ２８５，３４６ ２２０．８３
１９８２ ２．６ － ４５，５７２ ３４２，５６８ ２９６，９９６ ２４９．２６
１９８３ ２．５ － ７４，８９０ ３４５，５５３ ２７０，６６３ ２３７．６１
１９８４ ２．５ － １０５，４６８ ３９９，９３６ ２９４，４６８ ２３７．６１
１９８５ ２．６ － １２９，５１７ ４１５，７１９ ２８６，２０２ ２３８．０５
１９８６ ３．３ － １５１，２４９ ３４５，９９７ １９４，７４７ １６８．０３
１９８７ ３．４ － １３２，３１９ ３２５，２３３ １９２，９１５ １４４．５２
１９８８ ３．４ － １１８，１４４ ３３４，２５８ ２１６，１１３ １２８．２０
１９８９ ２．９ － １１０，４１２ ３７３，９７７ ２６３，５６７ １３８．１１
１９９０ ２．７ － １００，５２９ ４０６，８７９ ３０６，３５０ １４４．８８
１９９１ ３．３ － １２９，２３１ ４１４，６５１ ２８５，４２３ １３４．５９
１９９２ ３．４ － １５７，７６４ ４２０，８１６ ２６３，０５５ １２６．６２
１９９３ ３．６ － １５４，８１６ ３９１，６４０ ２３６，８２３ １１１．０６
１９９４ ３．４ － １４７，３２２ ３９３，４８５ ２４６，１６６ １０２．１８
１９９５ ３．１ － １２３，４４５ ４０２，５９６ ２７９，１５３ ９３．９７
１９９６ ２．８ － ８８，４８６ ４３５，６５９ ３４７，１７３ １０８．８１
１９９７ ２．５ － １２０，９７９ ４９５，１９０ ３７４，２１１ １２０．９２
１９９８ ２．６ － １５７，５２６ ４８８，６６５ ３３１，１３９ １３１．０２
１９９９ ２．４ － １３７，７８３ ４５７，９４８ ３２０，１６５ １１３．９４
２０００ ２．１ ３６．１ １２３，７１９ ４９５，２５７ ３７１，５３７ １０７．７９
２００１ ２．２ ３４．９ ８４，０１３ ４６５，８３５ ３８１，８２１ １２１．５８
２００２ １．９ ３５．８ １１５，５０３ ４９４，７９７ ３７９，２９４ １２５．１７
２００３ １．９ ３８．９ １１９，７６８ ５１９，３４２ ３９９，５７５ １１５．９４
２００４ １．７ ４０．１ １３９，０２２ ５８２，９５１ ４４３，９２８ １０８．１７
２００５ １．５ ３８．９ １０３，３４８ ６２６，３１９ ５２２，９７１ １１０．２１
２００６ １．４ ３７．８ ９４，６４３ ７１６，３０９ ６２１，６６５ １１６．３１
２００７ １．３ ３８．３ １２３，２２３ ７９７，２５３ ６７４，０３０ １１７．７７
２００８ １．２ ３９．９ ４０，２７８ ７７３，３４９ ７３３，０７１ １０３．３９
２００９ １．４ ３９．９ ４０，３８１ ５０８，５７２ ４６８，１９１ ９３．６１
２０１０ － ４１．０ ７９，７８９ ６３９，２１８ ５５９，４２９ ８７．７６

２０１０年７―９月 － － １９，６６６ １５８，４４３ １３８，７７７ ８５．８８
２０１０年１０―１２月 － － １７，７８１ １６３，１６６ １４５，３８５ ８２．６０
２０１１年１―３月 － － Ｐ ９，２１０ Ｐ １６１，５７５ Ｐ １５２，３６５ ８２．２９

国際経済（２/３）

（備考）１．関税負担率は財務省調べによる年度の数値。
２．輸出円建て比率は、財務省「貿易取引通貨別比率」による年半期の数値の平均。
３．貿易収支は日本銀行「国際収支統計月報」による。
４．貿易収支の８４年以前の数値は、旧国際収支統計ベースのドル表示額を対米ドル円レート（イン
ターバンク直物中心相場、月中平均）で換算したものであり、８５年以降の数値とは接続しない。
また、９６年以降の数値は海上貨物運賃の新推計ベースの値を使用。

５．貿易収支、輸出額、輸入額の四半期の数値は季節調整値。
６．円相場は、インターバンク直物中心レート（ただし、７０年までは固定レート ３６０円／ドルとし
た）。０３年以降は、月次計数の単純平均、０２年以前は営業日平均。

７．Ｐは速報値を示す。

長
期
経
済
統
計

長期経済統計
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国際収支等

経常収支 経常収支
対名目GDP

貿易サービス
収支 資本収支 投資収支 外貨準備高 対外純資産

暦年 億円 GDP比％ 億円 億円 億円 百万ドル １０億円
１９５５ － － － － － － －
１９５６ － － － － － ４６７ －
１９５７ － － － － － ５２５ －
１９５８ － － － － － ８６２ －
１９５９ － － － － － １，３２２ －
１９６０ － － － － － １，８２４ －
１９６１ － － － － － １，４８６ －
１９６２ － － － － － １，８４１ －
１９６３ － － － － － １，８７８ －
１９６４ － － － － － １，９９９ －
１９６５ － － － － － ２，１０７ －
１９６６ ４，５４５ １．２ － －３，１６３ － ２，０７４ －
１９６７ －６９３ －０．２ － －１，１０４ － ２，００５ －
１９６８ ３，７５７ ０．７ － －１０６ － ２，８９１ －
１９６９ ７，５９５ １．２ － ８１ － ３，４９６ －
１９７０ ７，０５２ １．０ － －３，１０５ － ４，３９９ －
１９７１ １９，９３５ ２．５ － ５，２４２ － １５，２３５ －
１９７２ １９，９９９ ２．２ － －７，５８９ － １８，３６５ －
１９７３ －３４１ ０．０ － －２０，０４０ － １２，２４６ －
１９７４ －１３，３０１ －１．０ － －６，１６３ － １３，５１８ －
１９７５ －２，００１ －０．１ － －４，２２０ － １２，８１５ －
１９７６ １０，７７６ ０．６ － －２，５２３ － １６，６０４ －
１９７７ ２８，４０４ １．５ － －１０，２３１ － ２２，８４８ －
１９７８ ３４，７９３ １．７ － －２１，５９７ － ３３，０１９ －
１９７９ －１９，７２２ －０．９ － －２２，２７７ － ２０，３２７ －
１９８０ －２５，７６３ －１．１ － １１，４１２ － ２５，２３２ －
１９８１ １１，４９１ ０．４ － －１７，３６０ － ２８，４０３ －
１９８２ １７，７５９ ０．６ － －４０，５０６ － ２３，２６２ －
１９８３ ４９，５９１ １．７ － －４２，１４６ － ２４，４９６ －
１９８４ ８３，４８９ ２．７ － －１２８，７８４ － ２６，３１３ －
１９８５ １１９，６９８ ３．７ １０６，７３６ －１３０，１３４ －１２９，１１５ ２６，５１０ －
１９８６ １４２，４３７ ４．２ １２９，６０７ －１２２，５０３ －１２１，６４４ ４２，２３９ ２８，８６５
１９８７ １２１，８６２ ３．４ １０２，９３１ －６１，５１１ －６０，３７９ ８１，４７９ ３０，１９９
１９８８ １０１，４６１ ２．７ ７９，３４９ －８３，４２０ －８２，１２２ ９７，６６２ ３６，７４５
１９８９ ８７，１１３ ２．１ ５９，６９５ －７４，６５１ －７２，７７６ ８４，８９５ ４２，５４３
１９９０ ６４，７３６ １．５ ３８，６２８ －４８，６７９ －４７，１４９ ７７，０５３ ４４，０１６
１９９１ ９１，７５７ ２．０ ７２，９１９ －９２，６６２ －９１，０４５ ６８，９８０ ４７，４９８
１９９２ １４２，３４９ ３．０ １０２，０５４ －１２９，１６５ －１２７，５２５ ６８，６８５ ６４，１５３
１９９３ １４６，６９０ ３．０ １０７，０１３ －１１７，０３５ －１１５，３８７ ９５，５８９ ６８，８２３
１９９４ １３３，４２５ ２．７ ９８，３４５ －８９，９２４ －８８，００４ １２２，８４５ ６６，８１３
１９９５ １０３，８６２ ２．１ ６９，５４５ －６２，７５４ －６０，６０９ １８２，８２０ ８４，０７２
１９９６ ７１，５３２ １．４ ２３，１７４ －３３，４２５ －２９，８８８ ２１７，８６７ １０３，３５９
１９９７ １１７，３３９ ２．３ ５７，６８０ －１５１，３２３ －１４６，４４５ ２２０，７９２ １２４，５８７
１９９８ １５５，２７８ ３．１ ９５，２９９ －１７０，８２１ －１５１，５０８ ２１５，９４９ １３３，２７３
１９９９ １３０，５２２ ２．６ ７８，６５０ －６２，７４４ －４３，６５５ ２８８，０８０ ８４，７３５
２０００ １２８，７５５ ２．６ ７４，２９８ －９４，２３３ －８４，２８７ ３６１，６３８ １３３，０４７
２００１ １０６，５２３ ２．１ ３２，１２０ －６１，７２６ －５８，２６４ ４０１，９５９ １７９，２５７
２００２ １４１，３９７ ２．９ ６４，６９０ －８４，７７５ －８０，５５８ ４６９，７２８ １７５，３０８
２００３ １５７，６６８ ３．２ ８３，５５３ ７７，３４１ ８２，０１４ ６７３，５２９ １７２，８１８
２００４ １８６，１８４ ３．７ １０１，９６１ １７，３７０ ２２，５０４ ８４４，５４３ １８５，７９７
２００５ １８２，５９１ ３．６ ７６，９３０ －１４０，０６８ －１３４，５７９ ８４６，８９７ １８０，６９９
２００６ １９８，４８８ ３．９ ７３，４６０ －１２４，６６５ －１１９，１３２ ８９５，３２０ ２１５，０８１
２００７ ２４７，９３８ ４．８ ９８，２５３ －２２５，３８３ －２２０，６５３ ９７３，３６５ ２５０，２２１
２００８ １６３，７９８ ３．２ １８，８９９ －１８３，８９５ －１７８，３１２ １，０３０，６４７ ２２５，５０８
２００９ １３２，８６７ ２．８ ２１，２４９ －１２６，４４７ －１２１，７９４ １，０４９，３９７ ２６６，２２３
２０１０ １７１，７０６ ６５，６４６ －１１９，９７７ －１１５，６３６ １，０９６，１８５ ２５１，４９５

２０１０年７―９月 ４４，０４６ ３．７ １７，０２２ －３６，６３１ －３４，９８７ １，１０９，５９１ －
２０１０年１０―１２月 ４３，２０８ ３．６ １４，１９４ －１０，１９２ －９，３９９ １，０９６，１８５ －
２０１１年１―３月 Ｐ ３０，６１６ Ｐ ２．６ Ｐ ６，０４８Ｐ －３７，３５７Ｐ －３５，７５６Ｐ １，１１６，０２５ －

国際経済（３/３）

（備考）１．外貨準備高は、財務省「外貨準備等の状況」、対外純資産残高は財務省「対外資産負債残高統計」、それ以外は日
本銀行「国際収支統計月報」による。

２．経常収支及び資本収支の８４年以前の数値は、旧国際収支統計ベースのドル表示額を、対米ドル円レート（イン
ターバンク直物中心相場、月中平均）で換算したものであり、８５年以降の数値とは接続しない。また、経常収支、
資本収支及び投資収支の９５年以前の数字は、デリバティブ取引計上方法見直し前の数字であり、９６年以降の数値
とは接続しない。

３．経常収支、経常収支対名目ＧＤＰ及び貿易サービス収支の四半期の数値は季節調整値。
４．資本収支について、－は資本の流出（資産の増加及び負債の減少）を示す。
５．対外純資産残高は、暦年末値。ただし、国際収支統計改訂により９４年以前と９５年、９５年と９６年以降は不連続。
６．経常収支対名目GDP比の１９７９年までの計数は６８SNAベース、１９８０年以降は９３ＳＮＡベース。
７．Ｐは速報値を示す。

３５６



金 融

マネーストック（M２）
平均残高

国内銀行
貸出約定
平均金利

国債流動
利回り 東証株価指数

東証株価
時価総額
（第一部）

株価収益率
（PER）
（第一部）

暦年 億円 ％ ％ ％ 億年
１９５６ － － ８．２５ － ５１．２１ １６，４０４ －
１９５７ － － ８．６２ － ４３．４０ １６，７４８ －
１９５８ － － ８．２７ － ６０．９５ ２３，２２６ －
１９５９ － － ８．１１ － ８０．００ ３７，７７０ －
１９６０ － － ８．０８ － １０９．１８ ５４，１１３ －
１９６１ － － ８．２０ － １０１．６６ ５４，６２７ －
１９６２ － － ８．０９ － ９９．６７ ６７，０３９ －
１９６３ － － ７．６７ － ９２．８７ ６６，６９３ －
１９６４ － － ７．９９ － ９０．６８ ６８，２８０ －
１９６５ － － ７．６１ － １０５．６８ ７９，０１３ －
１９６６ － － ７．３７ ６．８６ １１１．４１ ８７，１８７ －
１９６７ ２９７，９７０ － ７．３５ ６．９６ １００．８９ ８５，９０１ －
１９６８ ３４４，４５６ １５．６ ７．３８ ７．００ １３１．３１ １１６，５０６ －
１９６９ ４０３，８８３ １７．３ ７．６１ ７．０１ １７９．３０ １６７，１６７ －
１９７０ ４７７，７１８ １８．３ ７．６９ ７．０７ １４８．３５ １５０，９１３ －
１９７１ ５７５，４３７ ２０．５ ７．４６ ７．０９ １９９．４５ ２１４，９９８ －
１９７２ ７２８，１２６ ２６．５ ６．７２ ６．７１ ４０１．７０ ４５９，５０２ ２５．５
１９７３ ８９３，３７０ ２２．７ ７．９３ ８．１９ ３０６．４４ ３６５，０７１ １３．３
１９７４ ９９９，８１９ １１．９ ９．３７ ８．４２ ２７８．３４ ３４４，１９５ １３．０
１９７５ １，１３０，８３２ １３．１ ８．５１ ８．５３ ３２３．４３ ４１４，６８２ ２７．０
１９７６ １，３０１，７３９ １５．１ ８．１８ ８．６１ ３８３．８８ ５０７，５１０ ４６．３
１９７７ １，４４９，８７３ １１．４ ６．８１ ６．４０ ３６４．０８ ４９３，５０２ ２４．２
１９７８ １，６２０，１９５ １１．７ ５．９５ ６．４０ ４４９．５５ ６２７，０３８ ３４．３
１９７９ １，８１２，２３２ １１．９ ７．０６ ９．１５ ４５９．６１ ６５９，０９３ ２３．３
１９８０ １，９７８，７１６ ９．２ ８．２７ ８．８６ ４９４．１０ ７３２，２０７ ２０．４
１９８１ ２，１５５，２６６ ８．９ ７．５６ ８．１２ ５７０．３１ ８７９，７７５ ２１．１
１９８２ ２，３５３，３６０ ９．２ ７．１５ ７．６７ ５９３．７２ ９３６，０４６ ２５．８
１９８３ ２，５２６，４００ ７．４ ６．８１ ７．３６ ７３１．８２ １，１９５，０５２ ３４．７
１９８４ ２，７２３，６０１ ７．８ ６．５７ ６．６５ ９１３．３７ １，５４８，４２４ ３７．９
１９８５ ２，９５１，８２７ ８．４ ６．４７ ５．８７ １，０４９．４０ １，８２６，９６７ ３５．２
１９８６ ３，２０７，３２４ ８．７ ５．５１ ５．８２ １，５５６．３７ ２，７７０，５６３ ４７．３
１９８７ ３，５４０，３６４ １０．４ ４．９４ ５．６１ １，７２５．８３ ３，２５４，７７９ ５８．３
１９８８ ３，９３６，６６８ １１．２ ４．９３ ４．５７ ２，３５７．０３ ４，６２８，９６３ ５８．４
１９８９ ４，３２６，７１０ ９．９ ５．７８ ５．７５ ２，８８１．３７ ５，９０９，０８７ ７０．６
１９９０ ４，８３１，１８６ １１．７ ７．７０ ６．４１ １，７３３．８３ ３，６５１，５４８ ３９．８
１９９１ ５，００６，８１７ ３．６ ６．９９ ５．５１ １，７１４．６８ ３，６５９，３８７ ３７．８
１９９２ ５，０３６，２４１ ０．６ ５．５５ ４．７７ １，３０７．６６ ２，８１０，０５６ ３６．７
１９９３ ５，０８９，７８７ １．１ ４．４１ ３．３２ １，４３９．３１ ３，１３５，６３３ ６４．９
１９９４ ５，１９４，２１２ ２．１ ４．０４ ４．５７ １，５５９．０９ ３，４２１，４０９ ７９．５
１９９５ ５，３５１，３６７ ３．０ ２．７８ ３．１９ １，５７７．７０ ３，５０２，３７５ ８６．５
１９９６ ５，５２５，７１５ ３．３ ２．５３ ２．７６ １，４７０．９４ ３，３６３，８５１ ７９．３
１９９７ ５，６９４，９０７ ３．１ ２．３６ １．９１ １，１７５．０３ ２，７３９，０７９ ３７．６
１９９８ ５，９４３，８７７ ４．４ ２．２５ １．９７ １，０８６．９９ ２，６７７，８３５ １０３．１
１９９９ ６，１６２，６５３ ３．７ ２．１０ １．６４ １，７２２．２０ ４，４２４，４３３ －
２０００ ６，２９２，８４０ ２．１ ２．１２ １．６４ １，２８３．６７ ３，５２７，８４６ １７０．８
２００１ ６，４６８，０２６ ２．８ １．８８ １．３６ １，０３２．１４ ２，９０６，６８５ ２４０．９
２００２ ６，６８１，９７２ ３．３ １．８３ ０．９０ ８４３．２９ ２，４２９，３９１ －
２００３ ６，７８２，５７４ １．５ １．８０ １．３６ １，０４３．６９ ３，０９２，９００ ６１４．１
２００４ ６，８８９，３４１ １．６ １．７３ １．４３ １，１４９．６３ ３，５３５，５８２ ３９．０
２００５ ７，０１３，７４４ １．８ １．６２ １．４７ １，６４９．７６ ５，２２０，６８１ ４５．８
２００６ ７，０８４，２６６ １．０ １．７７ １．６７ １，６８１．０７ ５，３８６，２９５ ３６．０
２００７ ７，１９５，７６５ １．６ １．９５ １．５０ １，４７５．６８ ４，７５６，２９０ ２６．７
２００８ ７，３４５，８２７ ２．１ １．８７ １．１６ ８５９．２４ ２，７８９，８８８ ２０．０
２００９ ７，５４４，６２０ ２．７ １．６６ １．２８ ９０７．５９ ３，０２７，１２１ －
２０１０ ７，７５３，５８７ ２．８ １．５５ １．１１ ８９８．８０ ３，０５６，９３０ ４５．０

２０１１年１―３月 ７，８４１，００１ ２．４ １．５２ １．２５ ８６９．３８ ２，９６４，７４２ ３９．０

金融（１/１）

（備考）１．日本銀行「金融経済統計月報」、東京証券取引所「東証統計月報」等による。
２．マネーストックは、１９７９年以前はマネーサプライ統計におけるM２、１９８０年以降２００２年以前はマネーサプライ
統計におけるM２＋CDの値。２００３年以降はマネーストック統計におけるＭ２の値。ただし、２００３年前年比はマ
ネーサプライ統計におけるM２＋CDの値から算出。それぞれの期間における月平残の平均値。

３．国内銀行約定平均金利はストック分の総合の末値。小数点第３位以下は切り捨て。
４．国債流通利回りは、１９９７年以前は東証上場国債１０年物最長期利回りの末値、９８年以降は新発１０年国債流通利回り
の末値。利回りは、小数点３位以下は切り捨て。

５．東証株価指数は６８年１月４日の株価を１００とした時の各末値。
６．東証時価総額は末値、PERは単体。
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財 政
一般政府

財政バランス
（対GDP比）

中央政府
財政バランス
（対GDP比）

地方政府
財政バランス
（対GDP比）

社会保障基金
財政バランス
（対GDP比）

租税負担率 国民負担率

年度 ％ ％ ％ ％ ％ ％
１９５５ －０．７ － － － １８．９ ２２．２
１９５６ １．４ － － － １９．５ ２２．８
１９５７ １．３ － － － １９．５ ２３．０
１９５８ －０．１ － － － １８．５ ２２．１
１９５９ １．０ － － － １８．０ ２１．５
１９６０ ２．２ － － － １８．９ ２２．４
１９６１ ２．４ － － － １９．５ ２３．３
１９６２ １．３ － － － １９．３ ２３．３
１９６３ １．０ － － － １８．７ ２２．９
１９６４ １．０ － － － １９．０ ２３．４
１９６５ ０．４ － － － １８．０ ２３．０
１９６６ －０．４ － － － １７．２ ２２．３
１９６７ ０．８ － － － １７．４ ２２．５
１９６８ １．２ － － － １８．１ ２３．２
１９６９ １．８ － － － １８．３ ２３．５
１９７０ １．８ ０．０ －０．４ ２．２ １８．９ ２４．３
１９７１ ０．５ －１．０ －１．０ ２．５ １９．２ ２５．２
１９７２ ０．２ －１．１ －１．１ ２．４ １９．８ ２５．６
１９７３ ２．０ ０．４ －１．０ ２．６ ２１．４ ２７．４
１９７４ ０．０ －１．４ －１．３ ２．６ ２１．３ ２８．３
１９７５ －３．７ －４．０ －２．１ ２．４ １８．３ ２５．７
１９７６ －３．６ －４．３ －１．６ ２．３ １８．８ ２６．６
１９７７ －４．２ －５．０ －１．８ ２．７ １８．９ ２７．３
１９７８ －４．２ －４．８ －１．７ ２．４ ２０．６ ２９．２
１９７９ －４．４ －５．７ －１．４ ２．６ ２１．４ ３０．２
１９８０ －４．０ －５．４ －１．３ ２．６ ２１．７ ３０．５
１９８１ －３．７ －５．２ －１．２ ２．８ ２２．６ ３２．２
１９８２ －３．４ －５．２ －０．９ ２．７ ２３．０ ３２．８
１９８３ －２．９ －４．９ －０．８ ２．７ ２３．３ ３３．１
１９８４ －１．８ －４．０ －０．６ ２．８ ２４．０ ３３．７
１９８５ －０．８ －３．６ －０．３ ３．１ ２４．０ ３３．９
１９８６ －０．３ －３．０ －０．４ ３．１ ２５．２ ３５．３
１９８７ ０．７ －１．９ －０．２ ２．８ ２６．７ ３６．８
１９８８ ２．２ －１．１ ０．１ ３．２ ２７．２ ３７．１
１９８９ ２．６ －１．２ ０．６ ３．２ ２７．７ ３７．９
１９９０ ２．６ －０．５ ０．５ ２．６ ２７．７ ３８．４
１９９１ ２．４ －０．４ ０．１ ２．７ ２６．６ ３７．４
１９９２ －０．８ －２．４ －０．９ ２．４ ２５．１ ３６．３
１９９３ －２．８ －３．６ －１．４ ２．２ ２４．８ ３６．３
１９９４ －４．１ －４．３ －１．８ １．９ ２３．４ ３５．２
１９９５ －４．９ －４．４ －２．４ １．９ ２４．０ ３６．７
１９９６ －４．８ －４．０ －２．５ １．７ ２３．８ ３６．５
１９９７ －４．０ －３．５ －２．３ １．８ ２４．０ ３７．１
１９９８ －１１．９ －１０．７ －２．４ １．２ ２３．６ ３７．２
１９９９ －７．９ －７．３ －１．６ １．０ ２３．１ ３６．７
２０００ －６．８ －６．４ －０．９ ０．５ ２３．７ ３７．３
２００１ －６．８ －６．０ －０．９ ０．１ ２３．７ ３８．０
２００２ －８．３ －６．８ －１．３ －０．３ ２２．３ ３６．８
２００３ －７．７ －６．６ －１．３ ０．３ ２１．８ ３６．３
２００４ －５．５ －５．２ －０．７ ０．５ ２２．４ ３６．８
２００５ －６．１ －６．２ －０．３ ０．３ ２３．８ ３８．４
２００６ －１．０ －１．０ ０．０ ０．０ ２４．２ ３８．９
２００７ －２．９ －２．６ －０．１ －０．２ ２４．５ ３９．５
２００８ －３．２ －２．７ ０．２ －０．７ ２４．３ ４０．６
２００９ －９．４ －７．８ －０．３ －１．４ ２２．２ ３８．６
２０１０ － － － － ２１．９ ３８．７
２０１１ － － － － ２２．０ ３８．８

年度統計
財政（１/２）

（備考）１．一般政府、中央政府、社会保障基金財政バランスは内閣府経済社会総合研究所資料より、租税負
担率、国民負担率は財務省資料により作成。

２．一般政府財政バランスについては、１９５５年度から１９８９年度までは６８SNAベース、１９９０年度から
１９９５年度までは９３SNA（固定、平成７年基準）、１９９６年度以降は９３SNA（連鎖、平成１２年基準）
ベース。

３．中央政府財政バランス、社会保障基金財政バランスについては、１９７０年度から１９８９年度までは６８
SNAベース、１９９０年度から１９９５年度までは９３SNA（固定、平成７年基準）、１９９６年度以降は９３
SNA（連鎖、平成１２年基準）ベース。

４．租税負担率＝（国税＋地方税）／国民所得、国民負担率＝租税負担率＋社会保障負担率。
５．租税負担率、国民負担率の２００９年度までは実績、２０１０年度は実績見込み、２０１１年度は見通し。
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財 政

国債発行額 国債依存度 国債残高

年度 うち赤字国債 名目GDP比
１９５６ ０ ０ ０ ０ ０
１９５７ ０ ０ ０ ０ ０
１９５８ ０ ０ ０ ０ ０
１９５９ ０ ０ ０ ０ ０
１９６０ ０ ０ ０ ０ ０
１９６１ ０ ０ ０ ０ ０
１９６２ ０ ０ ０ ０ ０
１９６３ ０ ０ ０ ０ ０
１９６４ ０ ０ ０ ０ ０
１９６５ １，９７２ １，９７２ ５．３ ２，０００ ０．６
１９６６ ６，６５６ ０ １４．９ ８，７５０ ２．２
１９６７ ７，０９４ ０ １３．９ １５，９５０ ３．４
１９６８ ４，６２１ ０ ７．８ ２０，５４４ ３．７
１９６９ ４，１２６ ０ ６．０ ２４，６３４ ３．８
１９７０ ３，４７２ ０ ４．２ ２８，１１２ ３．７
１９７１ １１，８７１ ０ １２．４ ３９，５２１ ４．８
１９７２ １９，５００ ０ １６．３ ５８，１８６ ６．０
１９７３ １７，６６２ ０ １２．０ ７５，５０４ ６．５
１９７４ ２１，６００ ０ １１．３ ９６，５８４ ７．０
１９７５ ５２，８０５ ２０，９０５ ２５．３ １４９，７３１ ９．８
１９７６ ７１，９８２ ３４，７３２ ２９．４ ２２０，７６７ １２．９
１９７７ ９５，６１２ ４５，３３３ ３２．９ ３１９，０２４ １６．８
１９７８ １０６，７４０ ４３，４４０ ３１．３ ４２６，１５８ ２０．４
１９７９ １３４，７２０ ６３，３９０ ３４．７ ５６２，５１３ ２５．０
１９８０ １４１，７０２ ７２，１５２ ３２．６ ７０５，０９８ ２８．４
１９８１ １２８，９９９ ５８，６００ ２７．５ ８２２，７３４ ３１．１
１９８２ １４０，４４７ ７０，０８７ ２９．７ ９６４，８２２ ３４．９
１９８３ １３４，８６３ ６６，７６５ ２６．６ １，０９６，９４７ ３８．０
１９８４ １２７，８１３ ６３，７１４ ２４．８ １，２１６，９３６ ３９．５
１９８５ １２３，０８０ ６０，０５０ ２３．２ １，３４４，３１４ ４０．７
１９８６ １１２，５４９ ５０，０６０ ２１．０ １，４５１，２６７ ４２．４
１９８７ ９４，１８１ ２５，３８２ １６．３ １，５１８，０９３ ４１．９
１９８８ ７１，５２５ ９，５６５ １１．６ １，５６７，８０３ ４０．４
１９８９ ６６，３８５ ２，０８５ １０．１ １，６０９，１００ ３８．７
１９９０ ７３，１２０ ９，６８９ １０．６ １，６６３，３７９ ３６．８
１９９１ ６７，３００ ０ ９．５ １，７１６，４７３ ３６．２
１９９２ ９５，３６０ ０ １３．５ １，７８３，６８１ ３６．９
１９９３ １６１，７４０ ０ ２１．５ １，９２５，３９３ ３９．９
１９９４ １６４，９００ ４１，４４３ ２２．４ ２，０６６，０４６ ４２．２
１９９５ ２１２，４７０ ４８，０６９ ２８．０ ２，２５１，８４７ ４５．２
１９９６ ２１７，４８３ １１０，４１３ ２７．６ ２，４４６，５８１ ４８．１
１９９７ １８４，５８０ ８５，１８０ ２３．５ ２，５７９，８７５ ５０．２
１９９８ ３４０，０００ １６９，５００ ４０．３ ２，９５２，４９１ ５８．７
１９９９ ３７５，１３６ ２４３，４７６ ４２．１ ３，３１６，６８７ ６６．４
２０００ ３３０，０４０ ２１８，６５９ ３６．９ ３，６７５，５４７ ７２．９
２００１ ３００，０００ ２０９，２４０ ３５．４ ３，９２４，３４１ ７９．５
２００２ ３４９，６８０ ２５８，２００ ４１．８ ４，２１０，９９１ ８６．０
２００３ ３５３，４５０ ２８６，５２０ ４２．９ ４，５６９，７３６ ９２．６
２００４ ３５４，９００ ２６７，８６０ ４１．８ ４，９９０，１３７ １００．１
２００５ ３１２，６９０ ２３５，０７０ ３６．６ ５，２６９，２７９ １０４．７
２００６ ２７４，７００ ２１０，５５０ ３３．７ ５，３１７，０１５ １０４．１
２００７ ２５３，８２０ １９３，３８０ ３１．０ ５，４１４，５８４ １０５．０
２００８ ３３１，６８０ ２６１，９３０ ３９．２ ５，４５９，３５６ １１０．９
２００９ ５３４，５５０ ３６９，４４０ ５１．５ ５，９３９，７１７ １２５．３
２０１０ ４４３，０３０ ３６７，０００ ４５．８ ６，４２３，４５９ １３４．０
２０１１ ４４２，９８０ ３８２，０８０ ４７．９ ６，６７６，２７８ １３８．０

財政（２/２）

（備考）１．財務省資料による。
２．単位は億円。国債依存度、国債残高名目GDP比の単位は％。
３．２００９年度までは実績、２０１０年度は補正後、２０１１年度は当初の見込み。
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59年 60年58年56年 57年1955年

(前期比）

谷谷 （第４循環）
　岩戸景気
（第４循環）
　岩戸景気

（第３循環）
　神武景気
（第３循環）
　神武景気

実質GDP成長率実質GDP成長率

消費消費

輸出輸出
設備投資設備投資

その他その他
公需公需

山山

-2.0％

-1.0％

0.0％

1.0％

2.0％

3.0％

4.0％

5.0％

6.0％

ⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠ
65年 66年64年62年 63年61年

(前期比）

谷谷 （第６循環）
いざなぎ景気
（第６循環）
いざなぎ景気

山山谷谷 （第５循環）（第５循環）
（第４循環）（第４循環）

山山

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

ⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠ
71年 72年70年68年 69年67年

谷谷ニクソン
ショック
（71/8）

ニクソン
ショック
（71/8）

（第６循環）（第６循環） （第７循環）（第７循環）山山

(前期比）

四半期統計

実質GDP成長率とその寄与度

（１）1955年第3四半期～1960年第4四半期

（２）1961年第1四半期～1966年第4四半期

（３）1967年第1四半期～1972年第4四半期

３６０



-7.0%
-6.0%
-5.0%
-4.0%
-3.0%
-2.0%
-1.0%
0.0%
1.0%
2.0%
3.0%
4.0%
5.0%

78年77年76年75年74年73年
ⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠ

(前期比）

谷谷山山谷谷 （第８循環）（第８循環）（第７循環）（第７循環） （第９循環）（第９循環）
山山

実質GDP
成長率
実質GDP
成長率

消費消費

輸出輸出

設備投資設備投資

その他その他

第１次石油危機第１次石油危機

公需公需

-2.0%

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

84年83年82年81年80年79年
ⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠ

谷谷 （第10循環）（第10循環）（第９循環）（第９循環）

第２次石油危機第２次石油危機

山山

(前期比）

-3.0%

-2.0%

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

90年89年88年87年86年85年
ⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠ

谷谷
（第10循環）（第10循環）

プラザ合意
 （85/9）
プラザ合意
 （85/9）

（第11循環）
バブル景気
（第11循環）
バブル景気

山山

消費税導入消費税導入

(前期比）

（４）1973年第1四半期～1978年第4四半期

（５）1979年第1四半期～1984年第4四半期

（６）1985年第1四半期～1990年第4四半期

長
期
経
済
統
計

長期経済統計

３６１



-2.5%

-1.5%

-0.5%

0.5%

1.5%

2.5%

97年96年95年94年93年92年91年
ⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠ

谷谷
（第11循環）（第11循環）

 アジア
通貨危機
 アジア
通貨危機

（第12循環）（第12循環）
山山山山

消費税率引上げ消費税率引上げ

(前期比）

阪神・淡路
大震災
（95/1）

阪神・淡路
大震災
（95/1）

-2.0%

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

04年03年02年01年2000年99年98年
ⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠ

谷谷山山谷谷
（第14循環）（第14循環）（第13循環）（第13循環）

LTCM
危機
LTCM
危機

（第12循環）（第12循環）

(前期比）

-7.0%

-6.0%

-5.0%

-4.0%

-3.0%

-2.0%

-1.0%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

11年10年09年08年07年06年05年
ⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠⅣⅢⅡⅠ

谷谷（第14循環）（第14循環）

東日本
大震災
（11/3）

東日本
大震災
（11/3）

リーマン
ショック
（08/9）

リーマン
ショック
（08/9）

山山
実質GDP成長率実質GDP成長率

消費消費

輸出輸出

設備投資設備投資
その他その他公需公需

(前期比）

（７）1991年第1四半期～1997年第4四半期

（８）1998年第1四半期～2004年第4四半期

（９）2005年第1四半期～2011年第1四半期

（備考）１．内閣府「国民経済計算」により作成。季節調整値。
２．１９５５年第３四半期から１９８０年第１四半期は、６８SNA、平成２年基準、固定方式。

１９８０年第２四半期以降は、９３SNA、平成１２年基準、連鎖方式。
３．四捨五入の関係上、各項目の寄与度の合計は必ずしもGDP成長率に一致しない。
４．「その他」の項目は、民間住宅、民間在庫品増加、輸入の合計。
５．第１４循環の景気の山及び谷は暫定。

３６２
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１８
図

医
療
・
福
祉
産
業
の
成
長
寄
与
と
関
連
産
業
の
生
産
性
…
…
…
…
１０
８

第
２
章

第
２
－
１
－
１
図

世
界
GD
P
シ
ェ
ア
の
推
移
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１１
５

第
２
－
１
－
２
図

FT
A
の
動
向
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１１
６

第
２
－
１
－
３
図

知
識
の
生
産
・
活
用
に
お
け
る
グ
ロ
ー
バ
ル
化
…
…
…
…
…
…
…
１１
７

第
２
－
１
－
４
図

エ
ネ
ル
ギ
ー
需
給
の
見
通
し
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１１
８

第
２
－
１
－
５
図

金
融
面
の
イ
ン
バ
ラ
ン
ス
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１１
９

第
２
－
１
－
６
図

ア
ジ
ア
諸
国
に
お
け
る
人
口
動
態
の
変
化
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１２
１

第
２
－
１
－
７
図

主
要
国
の
輸
出
の
推
移
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１２
４

第
２
－
１
－
８
図

世
界
輸
入
に
占
め
る
各
国
の

輸
出
シ
ェ
ア
の
変
化
（
財
の
輸
出
）
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１２
５

第
２
－
１
－
９
図

貿
易
開
放
度
の
推
移
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１２
６

第
２
－
１
－
１０
図

経
済
規
模
と
貿
易
開
放
度
の
関
係
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１２
８

第
２
－
１
－
１１
図

二
国
間
の
貿
易
量
に
影
響
を
及
ぼ
す
要
因
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１２
９

第
２
－
１
－
１２
図

貿
易
の
自
由
貿
易
協
定
に
よ
る
カ
バ
ー
率
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１３
１

第
２
－
１
－
１３
図

対
外
・
対
内
直
接
投
資
と
海
外
生
産
比
率
の
推
移
…
…
…
…
…
…
１３
４

第
２
－
１
－
１４
図

経
済
規
模
と
投
資
開
放
度
の
関
係
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１３
５

第
２
－
１
－
１５
図

経
済
規
模
と
海
外
旅
行
者
数
の
関
係
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１３
７

第
２
－
１
－
１６
図

外
国
人
労
働
者
の
活
用
の
状
況
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１３
８

第
２
－
１
－
１７
図

留
学
生
の
受
入
状
況
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１４
０

第
２
－
２
－
１
図

業
界
の
需
要
見
通
し
と
経
済
見
通
し
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１４
２

第
２
－
２
－
２
図

企
業
活
動
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
利
益
配
分
の
ス
タ
ン
ス
…
…
…
…
１４
４

第
２
－
２
－
３
図

企
業
活
動
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
人
件
費
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１４
５

第
２
－
２
－
４
図

主
要
地
域
に
お
け
る
対
外
投
資
収
益
の
状
況
…
…
…
…
…
…
…
…
１４
７

第
２
－
２
－
５
図

投
資
収
益
率
の
国
際
比
較
分
析
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１４
８

第
２
－
２
－
６
図

直
接
投
資
か
ら
の
配
当
金
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１４
９

第
２
－
２
－
７
図

貿
易
開
放
度
と
生
産
性
上
昇
率
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１５
２

第
２
－
２
－
８
図

EP
A
等
に
よ
る
業
績
の
影
響
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１５
３

第
２
－
２
－
９
図

O
EC
D
諸
国
に
お
け
る
農
産
物
の
貿
易
特
化
指
数
…
…
…
…
…
…
１５
４

第
２
－
２
－
１０
図

外
資
系
企
業
の
収
益
率
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１５
６

第
２
－
２
－
１１
図

非
製
造
業
の
生
産
性
と
対
内
直
接
投
資
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１５
７

第
２
－
２
－
１２
図

対
内
直
接
投
資
に
対
す
る
障
壁
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１５
８

第
２
－
２
－
１３
図

各
国
の
交
易
条
件
の
変
化
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１６
０

第
２
－
２
－
１４
図

交
易
条
件
の
変
化
と
輸
出
構
造
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１６
１

第
２
－
２
－
１５
図

交
易
条
件
と
景
気
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１６
２

第
２
－
２
－
１６
図

想
定
為
替
レ
ー
ト
と
雇
用
過
剰
感
、
新
卒
採
用
計
画
…
…
…
…
…
１６
４

第
２
－
２
－
１７
図

為
替
レ
ー
ト
見
込
み
と
雇
用
見
通
し
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１６
５

第
２
－
２
－
１８
図

金
融
機
関
の
自
己
資
本
比
率
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１６
７

第
２
－
３
－
１
図

O
EC
D
諸
国
の
輸
出
構
成
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１６
９

第
２
－
３
－
２
図

輸
出
品
目
及
び
輸
出
の
所
得
要
素
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１７
０

第
２
－
３
－
３
図

高
所
得
型
サ
ー
ビ
ス
輸
出
の
動
向
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１７
２

第
２
－
３
－
４
図

R&
D
集
約
財
の
貿
易
特
化
指
数
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１７
３

第
２
－
３
－
５
図

マ
ー
ケ
テ
ィ
ン
グ
主
導
型
財
の
輸
出
割
合
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１７
４

第
２
－
３
－
６
図

創
造
的
サ
ー
ビ
ス
輸
出
の
動
向
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１７
６

第
２
－
３
－
７
図

研
究
開
発
効
率
と
特
許
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１７
７

第
２
－
３
－
８
図

特
許
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
投
資
開
放
度
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１７
９

第
２
－
３
－
９
図

企
業
間
の
技
術
提
携
と
科
学
論
文
の
国
際
的
共
著
…
…
…
…
…
…
１８
０

第
２
－
３
－
１０
図

企
業
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
活
動
と
海
外
進
出
…
…
…
…
…
…
…
…
１８
２

第
２
－
３
－
１１
図

共
同
研
究
開
発
に
対
す
る
意
識
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１８
４

第
２
－
３
－
１２
図

無
形
資
産
投
資
・
ス
ト
ッ
ク
の
推
移
（
民
間
企
業
、
GD
P
比
）
…
１８
６

第
２
－
３
－
１３
図

無
形
資
産
、
有
形
資
産
投
資
（
民
間
企
業
）
の
推
移
…
…
…
…
…
１８
７

第
２
－
３
－
１４
図

無
形
資
産
投
資
（
民
間
企
業
）
の
国
際
比
較
…
…
…
…
…
…
…
…
１８
９

第
２
－
３
－
１５
図

業
種
別
の
無
形
資
産
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１９
０

第
２
－
３
－
１６
図

株
式
保
有
構
造
と
無
形
資
産
投
資
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１９
２

第
２
－
３
－
１７
図

無
形
資
産
投
資
と
ト
ー
ビ
ン
の
q
の
関
係
…
…
…
…
…
…
…
…
…
１９
３

図表索引―４



第
３
章

第
３
－
１
－
１
図

起
業
活
動
従
事
者
の
推
移
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２０
１

第
３
－
１
－
２
図

起
業
活
動
従
事
者
シ
ェ
ア
と
労
働
生
産
性
上
昇
率
…
…
…
…
…
…
２０
２

第
３
－
１
－
３
図

起
業
活
動
従
事
者
割
合
の
決
定
要
因
：
制
度
的
側
面
…
…
…
…
…
２０
４

第
３
－
１
－
４
図

起
業
に
関
す
る
意
識
と
起
業
活
動
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２０
５

第
３
－
１
－
５
図

開
業
率
・
廃
業
率
の
推
移
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２０
７

第
３
－
１
－
６
図

開
業
者
の
年
齢
と
新
規
性
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
性
…
…
…
…
…
…
…
…
２０
８

第
３
－
１
－
７
図

新
規
性
・
ベ
ン
チ
ャ
ー
性
と
業
種
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２０
９

第
３
－
１
－
８
図

自
営
業
率
の
推
移
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２１
１

第
３
－
１
－
９
図

自
営
業
率
に
対
す
る
年
齢
構
成
の
変
化
の
影
響
…
…
…
…
…
…
…
２１
２

第
３
－
１
－
１０
図

主
要
国
の
就
業
率
の
推
移
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２１
４

第
３
－
１
－
１１
図

雇
用
者
報
酬
と
混
合
所
得
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２１
５

第
３
－
１
－
１２
図

国
際
的
な
自
営
業
率
の
決
定
要
因
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２１
６

第
３
－
１
－
１３
図

自
営
業
選
択
の
決
定
要
因
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２１
８

第
３
－
１
－
１４
図

我
が
国
の
副
業
の
状
況
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２１
９

第
３
－
１
－
１５
図

副
業
日
数
の
決
定
要
因
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２２
１

第
３
－
１
－
１６
図

副
業
月
収
の
決
定
要
因
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２２
２

第
３
－
１
－
１７
図

独
立
志
向
副
業
実
施
者
の
特
性
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２２
３

第
３
－
１
－
１８
図

独
立
志
向
副
業
実
施
者
の
本
業
と
副
業
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２２
４

第
３
－
１
－
１９
図

独
立
希
望
者
の
副
業
阻
害
要
因
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２２
６

第
３
－
２
－
１
図

専
門
性
を
持
っ
た
人
材
へ
の
対
応
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２２
９

第
３
－
２
－
２
図

専
門
性
を
持
っ
た
人
材
と
企
業
の
雇
用
制
度
の
関
係
…
…
…
…
…
２３
１

第
３
－
２
－
３
図

採
用
・
人
材
育
成
方
針
と
雇
用
、
定
着
率
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２３
２

第
３
－
２
－
４
図

早
期
選
抜
に
よ
る
昇
進
と
教
育
訓
練
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２３
４

第
３
－
２
－
５
図

今
後
の
事
業
展
開
の
方
向
性
と
人
材
育
成
方
針
…
…
…
…
…
…
…
２３
５

第
３
－
２
－
６
図

終
身
雇
用
と
人
材
育
成
方
針
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２３
６

第
３
－
２
－
７
図

研
究
開
発
人
材
の
不
足
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２３
８

第
３
－
２
－
８
図

研
究
開
発
人
材
の
賃
金
と
勤
続
年
数
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２３
９

第
３
－
２
－
９
図

研
究
開
発
と
雇
用
見
通
し
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２４
０

第
３
－
２
－
１０
図

大
学
院
卒
業
者
の
就
職
状
況
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２４
１

第
３
－
２
－
１１
図

大
学
院
卒
の
採
用
と
企
業
の
特
性
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２４
２

第
３
－
２
－
１２
図

博
士
課
程
卒
業
者
の
就
職
状
況
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２４
４

第
３
－
２
－
１３
図

グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
推
進
に
当
た
っ
て
の
課
題
…
…
…
…
…
…
…
…
２４
６

第
３
－
２
－
１４
図

グ
ロ
ー
バ
ル
化
と
教
育
訓
練
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２４
７

第
３
－
２
－
１５
図

海
外
留
学
に
対
す
る
ス
タ
ン
ス
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２４
８

第
３
－
２
－
１６
図

外
国
人
幹
部
の
登
用
の
現
状
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２４
９

第
３
－
２
－
１７
図

外
国
人
幹
部
の
登
用
ス
タ
ン
ス
と
障
害
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２５
１

第
３
－
２
－
１８
図

大
学
院
を
卒
業
し
た
外
国
人
留
学
生
の
採
用
ス
タ
ン
ス
…
…
…
…
２５
２

第
３
－
３
－
１
図

構
造
的
失
業
率
の
推
移
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２５
５

第
３
－
３
－
２
図

職
探
し
の
努
力
と
労
働
需
給
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２５
６

第
３
－
３
－
３
図

希
望
賃
金
と
就
職
件
数
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２５
８

第
３
－
３
－
４
図

要
因
別
の
長
期
失
業
者
数
の
推
移
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
２５
９

第
３
－
３
－
５
図

雇
用
需
要
と
長
期
失
業
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